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を推進している。同プロジェクトでは、毎年 1 回、UNESCO 及びメンバー国によるプロジェ

クト会合を持っており、建築研究所は COE として 2012 年 6 月に東京で第 5 回会合を開催

し、IPRED 活動について議論した。（p208 に詳述） 

 

（ｃ）日仏木造建築技術フォーラム＜平成 24 年 6 月 18 日～6 月 21 日開催＞ 

2012 年 6 月 18 日～21 日、航空会館等において、一般財団法人日本建築センターと建築

研究所との共催で「日仏木造建築技術フォーラム」を開催した。 

フォーラムには、フランスの研究者、建設会社、建築設計の関係者らが参加し、日仏の木造建

築の概況、木造建築技術等について情報交換を行った。 

 

（ｄ）構造耐火と広域火災に関する日米防火ワークショップ＜平成 24 年 7 月 2 日～7 月 4 日開催＞ 

構造耐火と広域火災に関する日米防火ワークショップは、大規模火災による被害軽減、構造部

材の耐火性能向上のため、今後の日米の共同研究に繋ぐことを目的として、日本側から建築研究

所・消防研究センター・東京理科大学・日本火災学会、米国側から米国国立標準技術研究所

（NIST）の合計５機関の共催により、建築研究所と消防研究センターを会場に実施された。 

 

（ｅ）BRIC 勉強会報告会＜平成 24 年 8 月 3 日開催＞ 

筑波建築研究機関協議会（BRIC）は、筑波研究学園都市等に所在する住宅・建築・都市に係

る試験研究機関等で構成されており、共通の課題について勉強会を行うなどの会員相互の連絡・

情報交換や知識向上に努めている。建築研究所は（一財）ベターリビングつくば建築試験研究セ

ンターとともに会を運営している。平成 24 年 8 月 3 日に報告会を開催し、鉄筋コンクリート

のひび割れ制御設計に関する研究、耐風設計と風環境評価に資する実用化技術に関する調査研究

など計 6 課題について、平成 23 年度までの研究成果の報告を行った。 

 

（ｆ）住宅・建築物の省 CO2 シンポジウム  

＜平成 24 年 8 月 23 日、平成 25 年 1 月 23 日開催＞ 

国土交通省が実施する省 CO2 の実現性に優れた住宅・建築プロジェクトを支援する「住宅・

建築物省 CO2 先導事業」について、建築研究所では応募提案の評価を担当し、平成 24 年度は

2 回の公募の評価結果を発表した。それに合わせて、採択されたプロジェクトの内容を中心に省

CO2 に関する取り組みの最新動向を紹介するシンポジウムを、建築研究所及び一般社団法人日

本サステナブル建築協会が主催し、国土交通省の共催により、平成 24 年 8 月 23 日（木）及

び平成 25 年 1 月 23 日（水）、すまい・るホール（東京都文京区）において開催した。（住

宅・建築物省 CO2 先導事業については、139 ページに詳述） 

   

写真－１．３．２．３  住宅・建築物の省ＣＯ２シンポジウム 
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（ｇ）第 10 回環境研究シンポジウム＜平成 24 年 11 月 14 日開催＞ 

環境研究機関連絡会は、つくばに所在する研究機関のうち、国立環境研究所や建築研究所など

環境研究に携わる 13 の研究機関が、互いの情報の交換と環境研究の緊密な連携を図ることを目

的として、平成 13 年度に設置されている。同連絡会は、メンバー機関の研究成果を広く一般に

普及するため、研究成果の発表会を毎年開催している。平成 24 年度は「災害と環境－守る！備

える！！乗り越える！！！」をテーマとし、平成 24 年 11 月 14 日（水）に一橋大学一橋講堂

（東京都千代田区）において開催された。建築研究所では災害に備える取り組みとして「超高層

マンション・大規模建築物における給排水設備等の防災対策－被災後における居住環境維持のた

めの技術開発－」の発表を行ったほか、地震災害に対する取組みや環境をテーマとした課題等合

計 8 課題のポスター発表を行った。 

  

写真―１．３．２．４ 第１０回環境研究シンポジウム 

 

（ｈ）SAT テクノロジー・ショーケース in つくば＜平成 2５年 1 月２２日開催＞ 

SAT テクノロジー・ショーケースは、筑波研究学園都市の研究者 1６,000 人がこれまで引

出しにしまっていた研究成果、アイディア、技術を年に一度、持ち寄って披露することを目的に、

平成 14 年より毎年開催されている発表会で、つくばサイエンス・アカデミーが主催し、建築研

究所も共催者として参加している。この発表会はつくばの多様な機関から研究者が集まり研究者

間の交流にも有効である。平成 24 年度は平成 25 年 1 月 22 日（火）につくば国際会議場で

開催し、建築研究所からは「竜巻被害の軽減に資する竜巻発生装置を活用した実験的研究の展

開」及び「巨大地震時の木造住宅の倒壊解析ソフトウェアの開発」の成果を発表した。 

  

写真－１．３．２．５ SAT テクノロジー・ショーケース in つくば 



１（３）②成果の普及等 

157 

 

（ｉ）東日本大震災報告会 ～震災から２年を経て～＜平成２５年３月１９日開催＞ 

東日本大震災報告会は、地震発生から 2 年を迎えるにあたり、取り組んで来た調査研究の成

果や、得られた知見が復旧・復興施策にどのように活かされてきたかを報告するともに、今後の

展望について紹介することを目的として、国土技術政策総合研究所・土木研究所・建築研究所の

共催で、平成 25 年 3 月 19 日（火）に中央合同庁舎 2 号館（千代田区霞ヶ関）で開催した。

建築研究所からは、長周期地震動の予測と建築物応答について発表・報告した。 

 

（ｊ）日加住宅 R&D ワークショップ＜平成 25 年３月 25 日～26 日開催＞ 

カナダ天然資源省カナダ鉱物エネルギー技術局（NRCan）との間における研究協定に関する

覚書の締結に併せて、日加住宅 R&D ワークショップを共催した。建築研究所からは、日本に

おける省エネ政策、住宅に関する新しい省エネ法、非住宅建築物に関する新しい省エネ法、住

宅におけるエネルギー消費量調査について発表を行うとともに、カナダにおける住宅・建築に

かかる最新情報を収集した。 

 

ｄ．建築研究所が参加した発表会 

（ａ）国土交通省国土技術研究会＜平成 24 年 10 月 25 日～26 日開催＞ 

 国土交通省国土技術研究会は、省内及び関係独立行政法人の技術者・研究者が各機関の事業や

研究について発表し互いに研鑽することを目的に、国土交通省が開催しているものである。具体

的には、社会資本整備における中長期的又は緊急的に取り組むべき技術的な課題等について、本

省や試験研究機関等の調査・研究の成果や現場での取組み、新しい技術の活用等に関する発表が

行われ、技術の広範囲な交流が行われている。 

平成 24 年度は平成 24 年 10 月 25 日（木）～26 日（金）の 2 日間、中央合同庁舎 2 号

館（東京都千代田区）において開催された。建築研究所からは、一般部門（安全・安心）に 1

課題、ポスターセッションに 2 課題を発表した。 

  

写真－１．３．２．６  国土技術研究会の状況及び表彰の様子 

 

エ）広報誌「えぴすとら」の発行 

「えぴすとら」（ラテン語で手紙という意味）は、建築研究所の研究業務や成果を一般向けに分

かりやすく解説し、発行している。平成 24 年度は 57 号～60 号を発行し、展示会、発表会、講

演会などの来場者に配布するとともに、建築関係の大学・学校、研究機関、企業、官公庁、検査機

関等にも定期的に配布している（毎号約 1,400 部配付）。また「えぴすとら」は、発行した全号

をホームページよりダウンロードできるようにしている。 
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57 号では建築物の長寿命化を実現するための方法について、58 号ではタブレット型情報端末

を用いた新たな現地調査のための携帯型情報端末の活用について、59 号では火災時の安全を確保

した大規模木造建築物の防火対策について、60 号では世界人口 100 億人を見据えた水システム

の構築と建築物の超節水化について、一般の方々にわかりやすく解説した。 

「えぴすとら」の作成にあたっては、所内編集委員会で議論と検討を行い、研究所で実施してい

る研究や成果の中から、社会的に関心の高いテーマを特集記事として取り上げ、そのテーマの背景、

現状も含めて研究内容や成果について解説を行い、一般の方にも分かりやすいよう工夫している。

また「えぴすとら」には、外部からの評価を受けられるよう質問に対する回答コーナーも設けてい

る。 

 

 

 

57 号（平成 24 年 4 月） 
特集：建築物の長寿命化 

 

 

58 号（平成 24 年 7 月） 
特集：被災建物調査における携帯型情報端末 

の活用  

 

 

 

59 号（平成 24 年 10 月） 
特集：大規模木造建築物を実現する防火対策 

 60 号（平成 25 年 1 月） 
特集：建築物の超節水化による節水化社会の

構築 

図―1．３．２．4  平成 24 年度に発行した広報誌「えぴすとら」（57 号～60 号） 
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オ）ホームページによる情報発信 

建築研究所では、ホームページを一般国民、外部研究者・実務者等に対して情報発信する重要な

ツールと位置づけ、わかりやすいホームページ、迅速な情報発信、掲載情報の充実に心がけている。 

 

ａ．わかりやすいホームページ 

昨年にひきつづき注目度の高い低炭素社会の先導的エコ住宅「LCCM 住宅」、住宅・建築物省

CO2 先導事業、建築物省エネ改修事業に関する情報、さらに「東北地方太平洋沖地震」の特設

ページなどは、トップページの左側にバナーを設けることにより、わかりやすく速やかにアクセ

スできるようにしている。 

なお、平成 24 年度より新たに特設ページ「住宅・建築物の省エネルギー基準及び低炭素建築

物の認定基準に関する技術情報」を設置し、国の省エネ・低炭素建築物に関する情報発信に努め

た（後述）。 

 

ｂ．掲載情報の充実 

掲載情報の充実については、研究開発関連の情報のほか、組織の概要、年度計画、研究評価結

果、公開情報、入札案件、職員募集の情報などを随時更新・掲載した。 

 

ｃ．ホームページのアクセス数 

平成 24 年度に建築研究所ホームページへの所外からのアクセス数は、目標の毎年度 450 万件

以上のところ約 606 万件となった。また、このうち国際地震工学センターのホームページのアク

セス数は約 211 万件となった。 
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図―1．３．２．５ ホームページへのアクセス数 

 

表―１．３．２．15 ホームページへのアクセス数 

※ サーバートラブルにより平成 22 年６月～８月にサーバートラブルがあったため、同期間のアクセス数

は前年同月のアクセス数でもって推計。 

年度 合 計 

  

メインページ 
国際地震工学センター

ホームページ 

平成 20 年度 6,409,729 件 4,973,455 件 1,436,274 件 

平成 2１年度 6,372,858 件 4,746,987 件 1,625,871 件 

平成 22 年度（※） 6,712,202 件 5,052,651 件 1,659,551 件 

平成 23 年度 5,853,708 件 3,664,434 件 2,189,274 件 

平成 24 年度 6,057,796 件 3,944,295 件 2,113,501 件 
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ｄ．省エネ・低炭素建築物に関する情報提供 

平成 24 年 12 月に低炭素建築物の認定基準が交付されることを受け、平成 24 年 11 月 28

日に「住宅・建築物の省エネルギー基準及び低炭素建築物の認定基準に関する技術情報」の特設

ページを開設した。随時技術情報を掲載し、計算支援プログラムや補助ツール、解説書や参考資

料を掲載して、一般の方々向けに住宅・建築物の省エネ基準や低炭素建築物の認定基準について、

及びツール等の取り扱いについて、わかりやすく解説した。 

当該ページは、開設以降平成 24 年度末までの約 4 か月間で、合計 22 万件のアクセスがあ

った。 

 

 

図―1．３．２．６ 「住宅・建築物の省エネルギー基準及び低炭素建築物の認定基準に 

関する技術情報」特設ページ 

（http://www.kenken.go.jp/becc/index.html） 
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カ）メディアを活用した広報活動 

ａ．専門紙記者懇談会による情報発信 

建築研究所では、最近の取組みについて広く社会に紹介するため、平成 20 年度より専門紙記

者懇談会を定期的に開催している。平成 24 年度は、6 月 7 日（参加記者人数：19 名）と 11

月 30 日(参加記者数：17 名)に開催し、つくば市で発生した竜巻被害や東北太平洋沖地震（東

日本大震災）被害最終報告に関連した報告及び木造 3 階建て学校の実大火災実験の報告等を行

った。この取り組みにより、職員には研究成果の普及をより一層積極的に行おうという意識改善

につながっており、今後も定期的に実施していく予定である。 

 

  

写真―1．３．２．７ 専門紙記者懇談会の様子 

 

 
図－1．３．２．７ 専門紙記者懇談会を紹介する記事 

（平成２４年６月７日 R.E.port「不動産流通研究所」） 
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ｂ．建築研究所ニュースの発信 

建築研究所では、研究開発の内容や成果、公開実験や講演会の開催予定などの情報を広く周知

するため、「建築研究所ニュース」として適時記者発表している。平成 24 年度は 17 件の記者

発表を実施したところ、これに関連するもの以外のものを含め、建築研究所に関する記事が一般

紙、専門紙等に 358 件（建築研究所で把握したもの）掲載された（平成 23 年度は 354 件）。

今後とも、建築研究所の活動を広く社会に理解していただくため、記者発表を積極的に行う予定

である。 

 

表―1．３．２．16 平成 24 年度に発信した建築研究所ニュースと掲載された新聞記事等 

番号 発表日 
建築研究所ニュース       

(記者発表） 
建築研究所について     

掲載された新聞記事等 

１ 
平成 24 年  
5 月 8 日 

 

「平成 24 年 5 月 6 日に茨城県つくば市で発生
した竜巻による建築物被害（速報）」をホーム
ページで公開します 

5/9 R.E.Port（不動産流通研究所） 
5/10 読売新聞           
5/10 建設通信新聞                 
5/11 毎日新聞           
5/11 日刊建設工業新聞       
5/14 住まいの情報発信局      
5/14 建通新聞           
5/16Ｓｕｕｍｏジャーナル     
5/18 ケンプラッツ         
5/18 日本屋根経済新聞       

２ 5 月 14 日 
6 月 27 日に開催する国際記念シンポジウム－
命を守る地震津波防災の実現に向けて－の参加
申込みを 5 月 14 日から開始（参加費無料） 

5/15R.E.Port（不動産流通研究所）
5/22 住宅新報ｗｅｂ        
5/20(株)ﾚｽｷｭｰﾅｳ          
6/6 つくばｻｲｴﾝｽﾆｭｰｽ        
7/8 読売新聞            
7/8 週間鉄鋼造ｼﾞｬｰﾅﾙ        

３ 6 月 1 日 

東日本大震災や四川大地震の教訓を生かし、中
国の構造技術者 18 名を対象とした「耐震建築
研修」を 6 月から 2 ヶ月間（独）建築研究所で
実施します 

6/8 建設工業新聞 

４ 7 月 25 日 
耐震建築人材育成プロジェクトによる「中国耐
震建築研修」の研修生 18 名が帰国 

7/31 建設工業新聞 

５ 7 月 25 日 
平成２４年度 第１回住宅・建築物省ＣＯ２先導
事業の評価結果を公表しました 

7/25 R.E.Port（不動産流通研究所）
7/25 新健ハウジングｗｅｂ     
7/26 環境ﾋﾞｼﾞﾈｽｵﾝﾗｲﾝ        
7/28 日刊木材新聞         
8/8 ガスエネルギー新聞       
8/9 鉄鋼新聞            
8/21 サッシタイムス 

６ 8 月 28 日 
タブレット型情報端末機器を活用した被災建築
物応急危険度判定実地訓練の実施 

8/29 建通新聞           
8/29 R.E.Port（不動産流通研究所）
8/30 日刊建設工業新聞       
9/1 建設工業新聞          
9/2 中日新聞 

７ 9 月 10 日 
２３名の研修生が参加した１年間の国際地震工
学研修の閉講式が９月１３日に建築研究所で執
り行われます。 

9/11 R.E.Port（不動産流通研究所）

８ 9 月 12 日 

独立行政法人建築研究所の建築構造分野、防火
分野、建築生産分野及び住宅・まちづくり分野
の任期付き研究員（テニュア・トラック制度適
用）の募集について 

9/12 新健ハウジングｗｅｂ     
9/18 住宅新報ｗｅｂ        
9/20 ケンプラッツ         
9/26 建設工業新聞 

９ 9 月 21 日 
23 名の国際地震工学研修の修了生が、1 年間の
研修を終えて帰国の途へ 

9/15 建設工業新聞         
9/24 R.E.Port（不動産流通研究所）
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番号 発表日 
建築研究所ニュース       

(記者発表） 
建築研究所について     

掲載された新聞記事等 

10 10 月 1 日 
10 月 4 日から建築研究所において 15 ヶ国 21
名の研修生を迎え、約１年間の国際地震工学研
修を開始します。 

10/ つくばサイエンスニュース 

11 10 月 12 日 
小冊子「防犯活動から広がるまちづくり」の公
表について 

10/12 新健ハウジングｗｅｂ    
10/15 日刊建設工業新聞      
10/20 建設工業新聞        
10/30 住宅新報ｗｅｂ       
11/23 ﾊｳｼﾞﾝｸﾞﾄﾘﾋﾞｭｰﾝ       

12 11 月 30 日 
平成２５年３月８日に、「大震災の教訓を改め
て考える」をテーマに、建築研究所講演会を開
催します。 

12/10 日刊産業新聞        
１/ 建築技術            
2/22 建設通信新聞         

13 12 月 5 日 
独立行政法人建築研究所の地震学分野および建
築環境分野の任期付研究員（テニュア・トラッ
ク制度適用）の募集について 

12/7 日刊産業新聞         

14 12 月 13 日 
平成 24 年度 第 2 回住宅・建築物省 CO2 先導
事業の評価結果を公表しました 

12/13R.E.Port(不動産流通研究所）
12/14 建設通信新聞        
12/14 環境ﾋﾞｼﾞﾈｽｵﾝﾗｲﾝ       
12/28 日刊建設工業新聞      
12/  つくばｻｲｴﾝｽﾆｭｰｽ 

15 12 月 8 日 平成２５年度 交流研究員を募集します。 
1/28 新健ハウジングｗｅｂ     
2/8 建設工業新聞 

16 2 月 25 日 

平成２５年３月８日の建築研究所講演会「大震
災の教訓を改めて考える」が近づいてきまし
た。一般講演及びパネル展示の詳細についても
決定いたしましたのでお知らせします。奮って
ご参加いただきますようお願いいたします。 

2/25 新健ハウジングｗｅｂ     
2/27 建通新聞           
2/28 日刊木材新聞         
3/2 建設工業新聞      

17 ３月１日 
建築研究報告 No.147「鉄筋コンクリート造建
築物のかぶり厚さ確保に関する研究」の公表に
ついて 

3/4 建設通信新聞 
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図－1．３．２．8 建築研究所ニュースの一例 
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ｃ．マスメディアを通じた情報発信 

建築研究所では、テレビ局、新聞社及び雑誌社の要請に応じた情報発信も行っている。 

平成 24 年度は、テレビ番組では、20 層 RC 建物の震動台実験、長周期地震動大型模型実験、

津波避難ビル、木造 3 階建て実大火災実験などについて建研の取組などが紹介された。平成 24

年度では、建築研究所で把握したものとして、要請に応じてテレビ等を通じた情報発信を 16 件

（前年度 6 件）行った。 

また、雑誌「The Japan Journal」は、科学技術等のテーマを選定し、日本の姿を世界に発

信するもので、英語、中国語による月刊誌であり、世界 191 の国・地域に配布され、講読され

ている。平成 24 年度は、同社の依頼により、平成 24 年 5 月 6 日につくば市で発生した竜巻

による建築物被害にちなみ、日本の竜巻被害の状況と関連動向について 2012 年 12 月号に記

事を掲載し、情報発信を行った。 

 

表―1．３．２．1７ テレビ等を通じた情報発信（建築研究所で把握したもの） 

番号 日付 放映テレビ局等 番組名及び放映タイトル 

１ 平成２４年４月 23 日 NHK 
首都圏ネットワーク 

 「震度 7 に備えよ」 

２ 平成２４年５月８日 日本テレビ 
ニュースＺＥＲＯ 

 「竜巻状気流発生装置」 

３ 平成２４年５月１４日 ＴＢＳ 
朝ズバッ 

 「つくば市で発生の竜巻被害について」 

４ 平成２４年９月１日 NHK 
おはよう日本 

 「長周期地震動 実験」 ｅディフェンス 

５ 平成２４年９月１日 ＮＨＫ 
ＮＨＫスペシャル 

｢首都直下型地震の脅威 地震火災から命を守れ｣ 

６ 平成２４年９月１３日 NHK 
ＮＨＫニュース７ 

 「火の粉（木造 3 階建て火災実験）」 

７ 平成２４年１０月２日 テレビ東京 
最終警告 人間 VS 自然災害 

 「木造 3 階建て火災実験」映像 

８ 平成２４年１１月２２日 NHK WORLD 
NHK 国際放送 Great Gear 

 「LCCM 住宅の紹介」 

９ 平成２４年１０月２６日 テレビ朝日 
Get Sports 

｢校舎の耐火基準設定へ･木造 3 階校舎燃焼実験｣ 

１０ 平成２４年１１月２５日 NHK 
NHK ニュース７ 

 「木造 3 階建て火災実験」 

１１ 平成２４年１２月６日 NHK 
NHK ニュース７ 

 「長周期地震動大型模型実験」 

１２ 平成２４年１２月１４日 TBS 
N スタ 

 「長周期地震動大型模型実験」 

１３ 平成２４年１２月１４日 日本テレビ 
NEWS ｅｖｅｒｙ 

 「火災風洞実験棟による火災旋風実験」映像 

１４ 平成２５年２月２０日 テレビ大分 
いいね！ 

 最新エコハウス「ＬＣＣＭ住宅」映像 

１５ 平成２５年３月７日 ＮＨＫ 
ＮＨＫニュース７ 

 「津波避難ビル」 

１６ 平成２５年３月１１日 テレビ朝日 
Ｊチャンネル 

 「延宝房総沖地震」 
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写真―1．３．２．８ テレビ等を通じた情報発信の例 

 

表―1．３．２．1８ 雑誌を通じた情報発信 

（The Japan Journal（英語版・中国語版）） 

番号 日付 内容 

１ 平成 24 年 12 月号 日本の竜巻被害の状況と関連動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＴＢＳ「長周期地震動大型模型実験」 

          (平成２４年１２月１４日放送） 

長周期地震動に対する超高層鉄骨造建築物の耐震安全

性に関して、建築研究所の実大構造物実験棟で実施し

た実大架構実験の目的、意義、実験結果の概要に つい

て紹介した。 

 

NHK「20 層 RC 建物の振動台実験」 

（平成２4 年 9 月 1 日放送） 

 世界初の実験である 20 層鉄筋コンクリート造建物の

振動台実験について、その目的や意義、および実験結果

の概要について紹介した。 
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図―１．３．２．9  The Japan Journal（英語版）の連載記事の例 

 平成 24 年 12 月号（つくば市における竜巻被害） 
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キ）施設の一般公開等 

ａ．ＬＣＣＭ住宅見学会 

 LCCM 住宅（ライフサイクルカーボンマイナス住宅）は、建設時、運用時、廃棄時において

省 CO2 に取り組むとともに、太陽光発電を利用した再生可能エネルギーの創出により、住宅の

建設から廃棄までの CO2 収支をマイナスにする最先進のエコ住宅であり、個別研究開発課題

「省エネ基準運用強化に向けた住宅・建築の省エネルギー性能評価手法の高度化」において研究

開発を続けている。このデモンストレーション棟を平成 23 年２月に建築研究所内に建設してお

り、「衣替えする住宅」というコンセプトを四季折々に体感できるよう、定期的に現場見学会を

開催している。見学会においては、設計者である小泉雅生教授（首都大学東京大学院）他による

設計方針等の説明の後、デモンストレーション棟を見学しながら参加者からの質疑に対応してお

り、毎回、建材・設備メーカー、工務店、設計事務所から地方公共団体、エネルギー関連会社、

マスコミまで、幅広い層の方々から参加申込みがある。平成 24 年度は５回の現場見学会を行い、

参加者は 448 人であった。これ以外にも、随時、関係者の視察を受け入れており、平成 24 年

度末までの見学者累計は 2,111 名に上っている。 

 

写真－１．３．２．９ LCCM デモンストレーション棟現地見学会の様子 

（左：デモンストレーション棟見学、右：設計方針等説明） 

 

ｂ．その他一般公開 

建築研究所では、平成 24 年度、科学技術週間における施設一般公開（平成 24 年 4 月 22

日）およびつくばちびっ子博士 2012 に伴う一般公開（平成 24 年 7 月 25 日～7 月 28 日）

を実施した。そのほか建築研究所では見学者を随時受け入れており、平成 24 年度は延べ 883

名の見学者を受け入れた。 

前述の LCCM 住宅見学会を含め、計 7 回の一般公開を実施し、平成 24 年度の施設見学者は、

合計 3,455 名となった（目標：2 回／年）。 

 

（ａ）科学技術週間における施設一般公開 

科学技術週間における施設一般公開は、平成 24 年 4 月 22 日に実施し、211 名の参加があ

った。ツアー型の見学会で一般を対象としたコースと小学生を対象としたコースを設定し、簡単

な実験などを通じ、体験的な工夫で理解しやすい公開内容とした。 

 

（ｂ）つくばちびっ子博士 2012 

つくばちびっ子博士 2012 に伴う一般公開では、展示館見学及び施設見学を併せて 1,913 名



１（３）②成果の普及等 

   169

の参加があった。平成 24 年 7 月 25 日（水）と 7 月 28 日（土）には、5 コースを設定した

ツアー型の見学会を実施した。ツアーは昨年度と同様、小学１年生～3 年生を対象としたコース

と、小学 4 年生～中学生を対象としたコースの２つを設定し、対象にあわせて映像や体験をま

じえた理解し易い説明方法等を工夫して公開内容とした。中学校のクラブ活動の一環での参加も

あり大変好評を得た。 

 
 

  

写真―1．３．２．１０ つくばちびっ子博士 2012 の状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図―1．３．２．10 つくばちびっ子博士 2012 に伴う一般公開の概要 

 
ク）その他成果の普及に関する取り組み 

建築研究所は、業務用建築物及び住宅における実態調査、実証実験等を通じて、省エネルギー評

価手法や省エネルギー基準に関する知見を得ており、これらは平成 24 年 12 月の告示「建築物に

係るエネルギーの使用の合理化の一層の促進その他の建築物の低炭素化の促進のために誘導すべき

基準」（平成 24 年経済産業省・国土交通省・環境省告示第 119 号）などに反映された。さらに、

国土技術政策総合研究所等と協力し、各種計算支援プログラムやその解説、並びに関連する資料等

を作成してウェブの特設ページで公開するとともに、様々な機関が開催する講演会などに講師とし

て参加、協力し広く技術情報を発信した。 

また建築研究所は、東日本大震災において建築物の天井材など非構造部材の脱落被害が多く報告

された被害状況の現地調査を通じてその脱落要因の分析、分類・整理を行い、天井の許容耐力を定

つくばちびっ子博士 201２（7 月２５日～７月２８日））に伴う一般公開 

目  的 21 世紀を担う子供たちに、つくばの科学技術に触れてもらい、科学技術に対する

関心を高め、「夢と希望に満ちた未来」を考える手がかりとすること 

主  催 つくば市・つくば市教育委員会・つくば市科学教育事業推進委員会 

参加資格 全国の小学生・中学生 

公開日・ 展示館見学 平成 2４年 7 月 2３日～8 月３１日の月曜日～金曜日（祝日を除く） 

公開施設       10:00～12:00、13:00～16:00 

     施 設 見 学 平成 2４年 7 月２５日（水） 

・A コース（火災風洞実験棟、国際地震工学研究センター講堂） 

・B コース（通風実験棟、防耐火実験棟） 

・C コース（展示館、建築部材実験棟、風雨実験棟）〔小学高学年以上〕 

           平成２４年７月２８日（土） 

・Ｄコース（建築材料試験棟、ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ実験棟） 

 Ｅコース（強度試験棟、設備実験棟）〔小学高学年以上〕 

 

 参加者数 １，９１３名 
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めるための試験法や評価方法、現状での対処方法等に関して検討した。この成果は平成 24 年 12

月には「天井の脱落防止措置に関する政令及び省令並びに告示の制定・一部改正案」に反映され、

平成 25 年度に告示として発出される予定である。さらに建築研究所では、行政担当者や実務者等

を対象とした講習会、セミナーに講師として参加、協力し、天井など非構造部材の地震被害とその

対策について研究成果の普及に努めた。 

この他、地震、津波、火災等に対する建築防災、安全・安心まちづくりなどに関する講習会等に

講師等として参加、協力し各分野の研究成果の普及に努めた。 
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（イ）知的財産の確保と適正管理 

 ア）知的財産に関する方針 

建築研究所では、建築研究所のミッションに基づき、研究成果を知的財産として保護し、効果的・

効率的に技術移転することの重要性を踏まえ、知的財産の創造とその適正管理を実現することを方

針としている。このため、「独立行政法人建築研究所職務発明取扱規程」を整備し、研究者への職務

発明補償ルールを設けており、建築研究所として出願の奨励を行うとともに、出願登録した知的財

産については、適正管理を行うこととしている。また、共同研究における発明等に係る知的財産に

ついては、「独立行政法人建築研究所共同研究規程」において、共同出願等を規定している。 

建築研究所が保有する特許等は、国の技術基準の作成等に必要な知見やデータを得ることを目的

とする研究開発を進めていく過程で特許登録等に値する成果が生まれ、かつ、建築研究所が特許を

保有することにより第三者又は共同研究者による特許等の独占の防止を図るという防衛的意味合い

が強いものである。このため、知的財産の活用を示す目標値は設定していない。 

 

イ）登録及び出願中の特許 

このような状況のもと、研究成果を基に特許出願に努めた結果、民間との共同研究に係るものを

中心として、平成 24 年度は 1 件の特許が登録された（平成 23 年度の登録は 4 件）。この結果、

建築研究所が独立行政法人となった平成 13 年度以降の特許登録件数は総計 40 件となる。このほ

かに、現在 11 件の特許を出願している。 

 

表―1．３．２．1９ 特許登録テーマ 

番号 
取得 

年度 
登録番号 出願形態 発明の名称 

1 13 年度 特許第３２８４２３１号 単独 建築物への地震入力低減装置 

2 
14 年度 

特許第３３２８６６３号 共同 
既設建造物における構成材の簡易試験方法とそのための

携帯式簡易試験器具 

3 特許第３３６４６３７号 共同 空気調和装置 

4 

15 年度 

特許第３４５７１２８号 共同 建築物の換気性状の評価方法 

5 特許第３５０２９３８号 共同 ダンパー 

6 特許第３５３４２１６号 共同 絶縁建造物に設置された電気設備の接地システム監視装置

7 16 年度 特許第３５４１９９２号 共同 電気構造物の絶縁性測定装置 

8 
17 年度 

特許第３６６０９９４号 単独 
鉄筋コンクリート部材の接合構造並びに該接合構造に使

用されるアタッチメント及び取替鉄筋 

9 特許第３７０６８７４号 共同 膜の歪測定器とそれを使用した歪測定方法 

10 
18 年度 

特許第３８１８９３５号 共同 建築物の制振構造 

11 特許第３８８００９２号 共同 建築構造物 

12 

19 年度 

特許第３９５２８５１号 共同 建物の耐震性性能評価方法及び装置 

13 特許第３９７４５０９号 共同 
高靱性セメント系複合材および高靱性セメント系複合材

を製造するためのプレミックス材 

14 特許第３９９１０６８号 共同 空気調和機の制御方法および空気調和機 

15 特許第４０１２９５６号 共同 健全性評価用光ファイバを埋設した構造物の検証方法 

16 特許第４０７００１８号 共同 耐火構造部材および構造部材用給水装置 

17 20 年度 特許第４１１３９３９号 単独 建築用締結金物 
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番号 
取得 

年度 
登録番号 出願形態 発明の名称 

18 特許第４１２９８３６号 共同 基礎杭の構築方法、螺旋翼付きの既製杭 

19 特許第４１７１００６号 共同 空気調和機の制御方法 

20 特許第４２０６１５２号 共同 免震装置 

21 特許第４２１４２１６号 
共同 

（単独権利）
高齢者擬似体験装具 

22 

21 年度 

特許第４２８８３７０号 共同 ダンパー装置 

23 特許第４３４６７４６号 共同 コンクリート用鉄筋材およびその製造法 

24 特許第４３４８３３１号 共同 コンクリート構造体の補強構造および補強方法 

25 特許第４３４８７７０号 共同 設計図面の編集履歴管理システム 

26 特許第４３５０６１９号 共同 建物の耐震改修構造及び耐震改修方法 

27 特許第４３６６４６７号 共同 
ＡＥセンサ及びＡＥセンサを用いた構造物の異常検出方

法並びに安全性評価方法 

28 特許第４４１５１１６号 共同 化学物質検出装置 

29 特許第４４２４５５６号 
共同 

（単独権利）
高齢者疑似体験装具 

30 特許第４４４６０６２号 共同 化学物質検出装置 

31 特許第４４５８３９３号 共同 せん断試験治具 

32 

22 年度 

特許第４５４３２６８号 共同 液状化防止構造 

33 特許第４５４１２４４号 共同 建築物の補強構造及びそれを含むコンクリート建築物 

34 特許第４６３６４７８号 共同 液状化防止構造 

35 特許第４７０１３７３号 共同 先行先端支持体を有する基礎構造 

36 

23 年度 

特許第４６９８３８９号 共同 建物の耐震改修装置及び耐震改修方法 

37 特許第４７３１２８７号 共同 コンクリート建築物の補強方法 

38 特許第４７２６３４２号 共同 住宅設計の長寿命化配慮度の診断方法 

39 特許第４８３６６１８号 共同 
連続繊維シート固定部材及びこれを用いた構造物補強方

法 

40 24 年度 特許第５０４８８６１号 共同 建築物の制振装置 

 

＊ 他に出願中の案件が 11(単独出願 2 件、共同出願 9 件)ある。 

＊ 特許第 4039789 号「繊維混入セメント複合材料」：平成 22 年度中に権利放棄 
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ウ）商標登録 

特許登録されたものの中で特許第３３６４６３７号「空気調和装置」、特許第３９９１０６８号「空

気調和機の制御方法」において商標登録「パッシブリズミング」を 1 件、また現在特許出願済み(審

査中)の案件において商標登録「リダブル工法」を 1 件、この他、平成 23 年度に「Wallstat」を 1

件、平成 24 年度に「City-Surveyor」の著作物の商標を登録を行い、計 4 件が商標登録されてい

る。 

 

表―1．３．２．２０ 商標登録一覧 

番号 
取得 

年度 
登録番号 出願形態 商標名称 

1 18 年度 登録第４９６２０３５号 共同 パッシブリズミング 

2 18 年度 登録第５００１０５０号 共同 リダブル工法 

３ 23 年度 登録第５４５９５９９号 単独 Wallstat 

４ 24 年度 登録第５５６１８７８号 単独 City-Surveyor 

 

エ）知的財産ポリシーの策定 

建築研究所の特許等の知的財産を適正管理又は審査するにあたり、客観性及び公益性の確保に配

慮する必要があることから、知的財産ポリシーを平成 23 年 4 月 1 日より施行した。具体的には、

建築研究所のミッションに基づき、研究成果を知的財産として保護し、効果的・効率的に技術移転

することの重要性を踏まえ、知的財産の創造とその適正管理を実現するための基本的考え方を整理

している。 

 

 オ）知的財産の適正管理 

建築研究所の特許の保有は、第三者又は共同研究者による特許の独占の防止を図るという防衛的

な意味合いがあり、必ずしも収入を主たる目的としたものではないので、結果的に保有コストが収

入を上回る状況にある。 

建築研究所では、知的財産を重要な財産として適切に管理してきたが、独法化後（平成 16 年 4

月特許法改正以降）の出願特許については特許登録料 10 年目以降の保有コストが急増することか

ら、今後権利取得後 10 年を経過した特許等は発明者の意見を聴取した上で、権利を継持する必要

性について評価判断手法により権利放棄を含む特許等の保有の見直しを実施する予定である。 

 

表―１．３．２．2１ 特許等の収入、保有コスト 

 平成 20 年度 平成 21 年度 平成 22 年度 平成 23 年度 平成 24 年度

収入 66 千円 1,293 千円 1,230 千円 412 千円 583 千円

保有コスト 1,978 千円 1,902 千円 1,611 千円 1,375 千円 1,111 千円

 

建築研究所では、保有している特許等を外部機関からより活用されることで自己収入を一層増や

すため、建築研究所主催の講演会にて広報を行っているとともに、ホームページにおいて特許の内

容を紹介している。 

知的財産の適正管理のためにはマネジメント体制を確保する必要がある。所内に職務発明審査会

（委員長：理事長）を設置しており、平成 24 年度は 1 回開催し、職務発明の認定、法定申請の要

否、法定申請を行わない場合の普及方法、既存の知的財産権の取り扱い等の審査や検討を行った。 
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カ）職務発明に対するインセンティブの向上 

発明者の権利を保証し知的財産権を適正に管理して、発明等の促進及びその成果を図るため、「独

立行政法人建築研究所職務発明取扱規程」を定めている。これに基づき、研究者への職務発明補償

のルール（発明による収入を規程に基づいて発明した研究員に金銭還元する）を設け、職務発明に

対するインセンティブの向上を図っている。 

 

表―1．３．２．2２ 職務発明取扱規程、職務発明に対する補償金の支払要領（抜粋） 

独立行政法人建築研究所職務発明取扱規程 

第13条 理事長は、第 9 条の法定申請事務より知的財産権が登録されたとき及び第 10 条の指定ノウ

ハウを指定したときは、職務発明に対する補償金の支払要領（以下、「補償金支払要領」とい

う。）に基づき、職務発明者に対して登録補償金を支払う。 

第14条 理事長は、知的財産権の実施により研究所が収入を得たときには、補償金支払要領に基づき、

職務発明者に対して実施補償金を支払う。 

理事長は、知的財産権を譲渡することにより研究所が収入を得たときには、補償金支払要領

に基づき、職務発明者に対して譲渡補償金を支払う。 

職務発明に対する補償金の支払要領 

第2条 規程第 13 条に定める登録補償金の額は、次表のとおりとする。 

 

 

 

 

第3条 規程第 14 条及び規程第 15 条に定める実施補償金及び譲渡補償金の額は、次表の算定式に

より算出する。なお、収入額とは、実施契約等に基づく研究所の一の事業年度収入の実績と

する。 

 

 

 

 

 

発明等の区分 補償額 

発明等 権利登録 1 件につき、10,000 円 

収入額の範囲区分 補償額算定式 

1,000,000 円以下 収入額×100 分の 50 

1,000,000 円超 500,000 円＋（収入額―1,000,000）×100 分の 25 
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図２ 地面と建築物の間に張設する構成の例 
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「建築物の制振装置」の特許登録 

 

 建築研究所は、平成 24 年 7 月 27 日に「建築物の制振装置」の特許登録を行いました（特許

第 5048861 号）。これは、科学研究費補助金基盤研究(A)「長周期地震動を受ける超高層集合

住宅の物・人・生活を守る技術の開発」の一環として、(株)熊谷組、佐藤工業(株)、戸田建設(株)、

西松建設(株)、(株)間組、(株)フジタ、前田建設工業(株)と共同して開発したものです。 

 この制振装置では、ワイヤ

の端部を地盤に固定して、地

盤と建築物頂部のそれぞれに

設置された滑車群の間を往復

するようにワイヤを張設し、

ワイヤのもう一端を建築物頂

部に設置されたダンパーに接

続するものです。地震による

建築物の揺れによって、建築

物頂部の滑車群が移動すると、

ワイヤの移動量は往復するワ

イヤの本数分の n 倍に増幅さ

れ、一方、ダンパーの減衰力

も n 倍に増幅されて動滑車に

作用します（図１および図２

参照）。 

この機構は、滑車とワイヤ

を用いて動滑車の原理からダ

ンパーの移動量を増大するた

め、小さい力のダンパーでも

移動量を増やすことで地震時

の振動エネルギーを効率的に

吸収できる特徴があります。 

図１ 動滑車を用いたワイヤ移動量の増幅の原理 
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ウ．中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

 

 研究成果の出版、査読付論文等の発表、会議の開催、メディアを通じた情報発信、ホームページ

の充実、研究施設の一般公開等、成果の普及に積極的に取り組み、また、特許等の知的財産の確

保と適正管理を適切に推進した。 

 引き続き、研究成果の効果的かつ広範な普及を図るため、研究成果の出版、論文発表等を積極的

に行うとともに、知的財産の適正管理に取り組む。 
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（４）国際連携及び国際貢献 

■中期目標■ 

 ２．（４）国際連携及び国際貢献 

海外研究機関との共同研究や人的交流等による国際連携を推進すること。 

また、我が国特有の自然条件や生活文化等の下で培った建築・都市計画技術を活用し、産学官

各々の特性を活かした有機的な連携を図りつつ、世界各地の状況に即して、成果の国際的な普及

や規格の国際標準化への支援等を行うことにより、アジアをはじめとした世界への貢献に努める

こと。 

 

■中期計画■ 

 1．（４）国際連携及び国際貢献 

海外の研究機関等との共同研究は、二国間の取極である科学技術協力協定等に基づいて行うこ

ととする。また、海外の研究機関等からの研究者の受け入れ、研究所の職員の海外派遣等の人的

交流を積極的に実施する。その際、海外からの研究者については、奨学金制度等を積極的に活用

し、毎年度２０名程度を受け入れる。 

また、我が国特有の自然条件や生活文化等の下で培った建築・都市計画技術の強みを活かし、

産学官各々の特性を活かした連携を図りつつ、耐震技術、環境技術などの成果の国際的な普及や

規格の国際標準化への支援等を行うことにより、アジアをはじめとした世界への貢献に努める。

さらに、研究開発の質の一層の向上を図るため、職員を国際会議等に参加させることを推進する。

 

■年度計画■ 

 1．（４）国際連携及び国際貢献 

海外の研究機関等との共同研究、人的交流などの研究交流を進めることとし、本年度において

は、海外から２０名程度の研究者の受入れを実施する。 

また、耐震技術、環境技術などの成果を広く海外に普及させるとともに、各種規格の国際標準

化への支援等に対応し、アジアをはじめとした世界への貢献に努める。 

さらに、研究開発の質の一層の向上を図るため、役職員をＣＩＢ（建築研究国際協議会）、Ｉ

ＳＯ（国際標準化機構）、ＲＩＬＥＭ（国際材料構造試験研究機関・専門家連合）等の国際会議

等に参加させる。 

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成 2４年度計画の該当部分の抜粋である。 

 
 
ア． 年度計画における目標設定の考え方 

 

 幅広い視点から研究を推進するためには、国際会議に職員を参加させる等、海外の研究機関との

研究交流を進めることが重要である。 

 海外の研究機関等との共同研究、人的交流などの研究交流を進めるとともに、海外から 20 名程

度の研究者の受け入れを実施する。また、各種規格の国際標準化等に対応し、研究開発の質の一

層の向上を図るため、役職員を国際会議に参加させる。 
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イ．当該年度における取り組み 

 

 建築研究所がこれまでに実施してきた国際関係活動を整理・体系化し、国際活動の基本方針、今後

取り組むべき課題・施策等をとりまとめて建築研究所の国際活動の着実な実行を目指すため、平成 24

年度に「独立行政法人建築研究所国際活動実行計画」の策定を目指し、検討を行った。 

本計画は、第４期科学技術基本計画（平成 23 年 8 月閣議決定）や国土交通省技術基本計画（平成

24 年 12 月）等の示す国際戦略の方向性も踏まえつつ、第３期中期目標期間中の建築研究所におけ

る国際活動の指針としての策定を目指して検討を行った（平成 25 年 6 月に策定）。 

 

（ア）海外の研究機関等との協力・交流の強化 

ア）研究協力等の推進 

 建築研究所は、日本を代表する建築を専門とする公的研究機関として、積極的に海外の研究機関

等との研究協力を実施するとともに、研究協力協定を締結している。平成 24 年度においては、34

件の研究協定を締結して研究協力を進めている（平成 23 年度：28 件、平成 24 年度までの終了

2 件）。 

平成 24 年度は 8 件の研究協力協定を新たに締結した。また、前年度に引き続き既存の研究協定

の総点検を行った結果、2 件の協定について内容を更新して再締結を行った。 

平成 24 年 8 月に建築研究所とカナダ・ブリティッシュコロンビア大学（UBC）との間におけ

る構造・耐震工学分野における共同研究協定、平成 25 年 2 月に韓国・高麗大学校との都市計画分

野における研究協力協定、平成 25 年 3 月にカナダ天然資源省カナダ鉱物エネルギー技術センター

（NRCAN）との住宅と業務用建築物のエネルギー技術研究についての協定が、それぞれ新規に締

結された。カナダ天然資源省カナダ鉱物エネルギー技術センターとの協定締結にあたっては、理事

長自らがカナダに赴き、直接協定書を交わした。また、ブリティッシュ・コロンビア大学と今回締

結した研究協力協定は RC 造分野を対象としているが、同大学とは木造住宅を対象に「軸組構造の

信頼性設計法の開発」でも連携しており、木造分野でのさらなる連携の発展が期待されている。 

この他、これまで複数の個別のプロジェクトについて協力（共同研究の実施など）で取組んでき

た米国国立標準技術研究所（NIST）と関係をより強化し、一層の協力を促進するため、研究協力協

定の締結について協議を重ねた。この結果、平成 25 年 4 月に米国国立標準技術研究所（NIST）

との間で研究協力協定を締結した。 

UNESCO プロジェクト（建築・住宅地震防災国際ネットワークプロジェクト）の COE となっ

ている建築研究所が中心となって開催した東京での第 5 回会合を契機に、ペルー、ルーマニア、ト

ルコ、カザフスタン、エルサルバドルの 5 か国と、震災リスクの軽減と震災後の現地調査の協力活

動についての協定を締結した。 

協定の再締結を行ったのは、フランス科学技術研究センター（CSTB）及び韓国建設技術研究院

（KICT）の２機関である。それぞれ当初の協定締結から長期間経過していることから、平成 23

年度より協定内容の更新について協議を進めていたが、両者とも平成 24 年度に協定の再締結が行

われた。CSTB とは平成 24 年 12 月にフランス・パリで開催された日仏 CC 会議に合わせて、双

方のトップによる協定書の交換が行われた。 
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写真－１．４．１．１ 坂本理事長と CSTB 会長による協定書交換の様子 

 

協定内容の更新を踏まえた動きとしては、平成 25 年２月に KICT の研究者２名が建築研究所を

訪問、平成 25 年度に予定されている共同ワークショップの開催に向けた打ち合わせが行われた。 

なお、引き続き既存の協定の見直しは継続しており、平成 24 年度はフィンランド技術研究セン

ター建築研究所（VTT）と、包括的な研究協力協定を締結するための協議を開始し、平成 24 年

10 月には理事がフィンランドを訪れ、協定締結に向けた協議を行った。 

 

表―1．４．1．１ 海外との研究協定等 

 

番号 相手国 プロジェクト名 相手機関等 

１ 
中国 

建築研究と関連技術開発に関する協定 中国建築科学研究院 

2 関連分野における研究と関連技術開発に関する協定 中国同済大学 

３ 

韓国 

建設技術交流の分野における研究協力共同協定+ 韓国建設技術研究院 

４ 相互技術交流協力に関する協定 韓国施設安全公団 

５ 都市計画分野における研究協力協定* 韓国高麗大学校 

６ インドネシア 震災リスクの軽減と震災後の現地調査活動に関する協力協定 

インドネシア国公共事業省人間居住

研究所 

国 際 連 合 教 育 科 学 文 化 機 関

（UNESCO） 

７ トルコ 震災リスクの軽減と震災後の現地調査活動に関する協力協定* 

イスタンブール工科大学 

国 際 連 合 教 育 科 学 文 化 機 関

（UNESCO） 

８ カザフスタン 震災リスクの軽減と震災後の現地調査活動に関する協力協定* 

教育科学省地震研究所 

国 際 連 合 教 育 科 学 文 化 機 関

（UNESCO） 

９ フランス 建築科学技術分野に係わる実施取り決め+ 建築科学技術センター（CSTB） 

１０ 

フィンランド 

建築物のライフサイクルコスト評価とその低減技術 
フィンランド技術研究センター建築

研究所（VTT） 
１１ 建築物の火災安全評価のための安全工学的手法 

１２ 建築物の応答低減 

１３ ポーランド 建築材料・家具の燃焼性状評価 ポーランド建築研究所 

１４ イタリア 木造建築物の耐震及び防火性能に関する共同実験 
国 立 イ タ リ ア 樹 木 ・ 木 材 研 究 所

（IVALSA） 

１５ ルーマニア 地震工学分野における研究開発の協力に関する協定 
ルーマニア国立地震災害軽減センタ

ー 

アジアとの研究協定等 

北米との研究協定等 

ヨーロッパとの研究協定等 

その他地域との研究協定等 
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１６ ルーマニア 震災リスクの軽減と震災後の現地調査活動に関する協力協定* 

ブカレスト工科大学 

国 際 連 合 教 育 科 学 文 化 機 関

（UNESCO） 

１７ 

米国 

天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)防火専門部会 

米国国立標準技術研究所(NIST) 
１８ 

天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)耐風･耐震構造専門

部会 

１９ 天然資源の開発利用に関する日米会議(UJNR)地震調査専門部会 米国地質調査所(USGS) 

２０ 構造物と地盤の動的相互作用に関する日米ワークショップ 米国地質調査所 (USGS) 

２１ 木造建築物の地震時被害軽減 カルフォルニア大学サンディエゴ校

２２ 地震後火災延焼性状予測モデルの開発 

米国国立標準技術研究所(NIST) 

建築火災研究所 

２３ 地震火災による潜在的危険の評価手法 

２４ 地震火災による被害軽減のための設計手法の開発 

２５ 炎上住宅から発生する火の粉の延焼加害性に関する実験的研究 

２６ メリーランド大学工学部防火工学科と建築研究所間の研究協力 メリーランド大学工学部防火工学科

２７ 

カナダ 

木造建築物の耐震研究 フォリンテック・カナダ公社 

２８ 
住宅及び商業用建築物のエネルギー技術研究における研究に関す

る覚書* 

カナダ天然資源省技術革新・エネル

ギー技術局 

２９ 軸組構造の信頼性設計法の開発 ブリティッシュ・コロンビア大学 

３０ 構造・耐震工学分野における共同研究協定* ブリティッシュ・コロンビア大学 

３１ オーストラリア 
建築構造基準の国際調和を目指した構造性能の評価法に関する研

究 

オーストラリア連邦科学研究機構建

築構造工学研究所 

３２ エルサルバドル 震災リスクの軽減と震災後の現地調査活動に関する協力協定* 

エルサルバドル大学 

国 際 連 合 教 育 科 学 文 化 機 関

（UNESCO） 

３３ チリ 震災リスクの軽減と震災後の現地調査活動に関する協力協定 

チリ国カトリカ大学 

国 際 連 合 教 育 科 学 文 化 機 関

（UNESCO） 

３４ ペルー 震災リスクの軽減と震災後の現地調査活動に関する協力協定* 

日本･ペルー地震防災センター 

国 際 連 合 教 育 科 学 文 化 機 関

（UNESCO） 

 *：平成 24 年度に締結、+：平成 24 年度に更新 

 

イ）役職員派遣による交流の強化 

 建築研究所は、海外の研究機関等との研究交流のほか、研究能力の資質向上、研究者の人的交流、

研究成果の普及等を目的に、積極的に役職員を ISO（国際標準化機構）、CIB（建築研究国際協議会）

等の国際会議への参加や海外のワークショップでの論文発表のために派遣しており、平成 24 年度

の派遣回数は延べ 39 回に達した（平成 23 年度：34 回）。これらの帰国報告は、毎週、理事長が

参加する所内会議において行われるとともに、所内ホームページにも掲載され、所内全体で情報共

有を図っている。（国際会議等への派遣については、183 ページ以降に詳述） 

また、建築研究所では、所内研究者の育成のため、「独立行政法人建築研究所研究派遣規程」に基

づく長期派遣研究員制度等の活用により海外研究機関における研究／研修の機会を提供している。

同研究派遣規程では、派遣年度の 4 月 1 日現在で 38 歳以下、等の要件を満たす職員を対象に、長

期派遣研究員（6 か月を超えて 2 年以内）及び短期派遣研究員（6 か月以内）を規定している。 

平成 24 年度は、新規派遣はなかったものの、平成 23 年 3 月から長期派遣研究員として 1 年間

ブリティッシュ・コロンビア大学に派遣されていた、RC 造分野の研究者を建築研究所のカウンタ

ーパートとして同大学（UBC）との間における構造・耐震工学分野における共同研究協定を締結す

るなど、海外研究機関との交流の面からも派遣研究員制度は成果を挙げている。 
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ウ）海外からの研究者の受け入れ 

海外からの研究者・研修生についても、目標の 20 名程度に対し、外部研究機関からの要請等に

より平成 24 年度は 20 名を受け入れた。（平成 23 年度：22 名） 

地域別にみると、平成 24 年度はアジアからの研究者が 10 名で最も多く、米国からの研究者が

6 名であった。その他の地域では、中南米・アフリカ・オセアニア（ハイチ、メキシコ、アルジェ

リア、トンガ）からの研究者も受け入れている。平成 24 年 7 月 17 日から 20 日まで 4 日間実施

された JICA 課題別研修「建築防災コース（地震、津波、火災等に対して）」では、12 ヶ国からの

研究者を受け入れて実施された。 

平成 25 年 3 月には、モンゴルからの研究者を受け入れ、建築研究所で実施している研究「開発

途上国の地震・津波に係る減災技術の高度化と研修の充実に資する研究」に関する情報交換及び地

盤評価用物理探査技術の普及、強震記録からのサイト効果の抽出等の為のモンゴル側の現地情報提

供を受けた。 

 

    

写真－１．４．１．２ JICA 課題別研修「建築防災コース」の様子 

 

表―1．４．１．２ 海外からの研究者の受け入れ実績（平成 24 年度） 

 

 

国 名 所 属 人数 受入期間 備考 

米国 

・University of Michigan 

・National Institute of Standards and 

Technology 

・Purdue University 

6 H24.7.2-７.4 

【防火分野】 

日米の防火基準等に関する研

究 

フィリピン Bureau of Fire Protection 1  

 

 

 

 

 

H24.7.17-７.20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震学・地震工学分野】 

JICA 課題別研修「建築防災コ

ース(地震、津波、火災等に対

して)」 

 

 

 

 

 

 

 

アゼルバイ
ジャン 

Ministry of Emergency 
Situations 

1 

アルジェリ
ア 

National Center for Applied  Research 
in Earthquake Engineering (CGS) 

1 

インド 
Central Designs Organization, Central 
Public Works Department 

1 

トンガ Building Division, Ministry of Works 1 

ハイチ 
Technical Assessment of Building, 
Ministry of Public Works,Transport, 
Energy and Communication (MTPTCE)

1 

タイ 

Construction Design Office, 
Department of Public Work/ Bangkok 
Metropolitan 
Administration 

1 

アジアからの研究員（10 名） 
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国 名 所 属 人数 受入期間 備考 

トルコ 
General Directorate of Construction 
Affairs, Ministry of Environment and 
Urbanization 

1 
 

 

 

 

H24.7.17-７.20 

 

 

 

 

 

【地震学・地震工学分野】 

JICA 課題別研修「建築防災コ

ース(地震、津波、火災等に対

して)」 

 
モンゴル 
 

Division of Infrastructure Inspection, 
Ulaanbaatar city Specialized Inspection 
Agency 

1 

バングラデ
シュ 

Assistant Engineer/ PWD Design 
Division IV, Public Works Department 

1 

ベトナム 
Vietnam Institute of Architectural, 
Urban and Rural Planning 

1 

中国 
China institute of Building Standard 
Design & Research, The 2nd 
Engineering Design Dept. 

1 

メキシコ メキシコ国立自治大学・工学研究所 1 H25.3.2-5.30 

【地震学・地震工学分野】 

地盤全体のせん断波速度構造

の解明の為の物理探査技術の

研究 

モンゴル 
モンゴル科学アカデミー天文地球物理研究

所 
1 H25.3.４-3.15 

【地震学・地震工学分野】 

開発途上国の地震・津波に係

る減災技術の高度化と研修の

充実に資する研究 

 

（イ）国際会議の開催及び派遣状況 

 建築研究所では、開発した成果の国際的な普及と海外研究者との研究交流を効果的に行うため、

国際会議の主催、共催も実施している。平成 24 年度は 5 件の国際会議を開催した。 

 

表―1．４．１．3 建築研究所が主催・共催した国際会議（平成 24 年度） 

番号 期  間 国 際 会 議 名 場 所 

1 
6 月 18 

～6 月 21 日 
日仏木造建築技術フォーラム 航空会館（東京）等

2 6 月 26 日 
UNESCO 建築・住宅地震防災国際プラットフォーム

（IPRED）第５回会合 
政策研究大学院大学

（東京） 

3 6 月 27 日 
国際記念シンポジウム―命を守る地震津波防災の実現に

向けて― 

政策研究大学院大学

（東京） 

4 
7 月 2 日 

～7 月 4 日 
構造耐火と広域火災に関する日米防火ワークショップ 

建築研究所、消防研

究センター（東京）

5 
3 月 25 日 

～3 月 26 日 
日加住宅 R&D ワークショップ 

CanmetENERGY 

Ottawa 

 
ア）国際会議の主催・共催 

ａ．日仏木造建築技術フォーラム 

2010 年の「日仏建築会議」の際に、フランスより日本との情報交流を行いたいとの申し出

があったことを受け、2012 年 6 月 18 日～21 日、航空会館等において、一般財団法人日本

建築センターと建築研究所との共催で「日仏木造建築技術フォーラム」を開催した。 

フォーラムには、フランス建築科学技術センター（CSTB）、フランス木材技術研究所（FCBA）

の他、建設会社、建築設計、資材製造者、不動産関係者らが参加し、日仏の木造建築の概況、木

造市場、木造建築技術及び規制等について情報交換を行った。建築研究所からは、木造建築物の

中層化、木質系耐火構造の開発等について発表した。 

 



１（４）国際連携及び国際貢献 

 

183 

ｂ．UNESCO 建築・住宅地震防災国際プラットフォーム（IPRED）第５回会合 

建築研究所は、住宅・建築分野における地震防災に関する国際ネットワーク及び大地震・津波

が発生した際の国際的なバックアップ体制を構築することを目的に、国土交通省及び UNESCO

本部の全面的な協力のもと、建築・住宅地震防災国際プラットフォーム（IPRED）を推進してい

る。同プロジェクトでは、毎年 1 回、UNESCO 及びメンバー国によるプロジェクト会合を持っ

ており、建築研究所は COE として 2012 年 6 月 26 日に東京で第 5 回会合を開催し、IPRED

活動について議論した。（208 ページに詳述） 

 

ｃ．国際記念シンポジウム –命を守る地震津波防災の実現に向けて-  

独立行政法人建築研究所と政策研究大学院大学は、地震津波防災に関する研究成果や技術を世

界に普及することを目的とした共同事業を行っており、同じ趣旨を持つユネスコ建築・住宅地震

防災国際プラットフォーム（IPRED）と連携して、国際記念シンポジウム「命を守る地震津波防

災の実現に向けて」を、2012 年 6 月 27 日に政策研究大学院大学想海楼ホールで開催した。 
 

ｄ．構造耐火と広域火災に関する日米防火ワークショップ 

構造耐火と広域火災に関する日米防火ワークショップは、大規模火災による被害軽減、構造部

材の耐火性能向上のため、今後の日米の共同研究に繋ぐことを目的として、日本側から建築研究

所・消防研究センター・東京理科大学・日本火災学会、米国側から米国国立標準技術研究所（NIST）

の合計５機関の共催により、2012 年 7 月 2 日～4 日に建築研究所と消防研究センターを会場

に実施された。会議では、建築研究所を始めとする各機関の若手研究者を中心に、研究の発表と

議論が行われた。 

 

ｅ．日加住宅 R&D ワークショップ 

カナダ天然資源省カナダ鉱物エネルギー技術局（NRCan）では、住宅・建築等の外皮、設備、

改修など省エネルギーや耐久性に関わる研究を多く行っている。建築研究所でも同様の研究を行

っており、NRCan との間における研究協定に関する覚書を締結した。これに併せて 2013 年 3

月 25 日～26 日に日加住宅 R&D ワークショップを共催し、建築研究所からは、日本における

省エネ政策、住宅に関する新しい省エネ法、非住宅建築物に関する新しい省エネ法、住宅におけ

るエネルギー消費量調査について発表を行うとともに、カナダにおける住宅・建築にかかる最新

情報を収集した。 

 

イ）国際会議への派遣状況 

建築研究所は、研究成果の国際的な普及と、各種規格の国際標準化等に対応することにより、ア

ジアをはじめとした世界に貢献することとしている。このことから、ISO（国際標準化機構）や CIB

（建築研究国際協議会）など国際会議（日本含む）に職員を積極的に派遣している。 

平成 24 年度は、39 件、延べ 64 名の役職員を派遣した（平成 23 年度：34 件、52 名）。 

役職員が出席した国際会議の開催地をみると、38 件のうち、アジアが 6 件、ヨーロッパが 15

件、北米が 7 件となっている。 

また、派遣 38 件のうち、招待講演など建築研究所の役職員が招聘等により講演等を行った事例

は、7 件であった（平成 23 年度：7 件）。これらのことから、建築研究所の研究業績が国際的に高

い評価を得ていることがわかる。 
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写真－１．４．１．３ 平成 24 年 6 月、外務省の招請でオーストリア・ウィーンにて開催され

た「第１回将来の課題のための日・オーストリア委員会」に出席、講演

を行う坂本理事長 

 

表―1．４．1．4 国際会議への派遣実績 

 13 年度 14 年度 15 年度 16 年度 17 年度 第一期 

派遣件数（件） 42 件 46 件 33 件 34 件 34 件 193 件 

派遣者数（名） 50 名 55 名 44 名 57 名 44 名 250 名 

 

 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 第二期 

派遣件数（件） 

（他機関からの招聘等） 

34 件 

（４件） 

39 件 

（８件） 

47 件 

（10 件）

44 件 

（７件） 

42 件 

（9 件） 

206 件 

（38 件）

派遣者数（名） 

（他機関からの招聘等） 

53 名 

（４名） 

43 名 

（９名） 

54 名 

（10 名）

51 名 

（８名） 

55 名 

（９名） 

256 名 

（40 名）

 

 23 年度 24 年度 

派遣件数（件） 

（他機関からの招聘等） 

3４件 

（７件） 

3９件 

（７件） 

派遣者数（名） 

（他機関からの招聘等） 

５2 名 

（7 名） 

6４名 

（7 名） 
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 図―１．４．１．１ 国際会議への派遣実績（件数ベース） 
 

表―1．４．１．5 国際会議への派遣実績（平成 24 年度） 

 

番号 開催国 出張期間 
出席した国際会議 

（他機関負担による依頼出張の国際会議も含む） 

建研からの

出張者数 

他機関から

の招聘等

１ ドイツ 
平成２４年 
4 月 22 日～ 
4 月 26 日 

ISO TC92/SC2(火災の封じ込め)国際委員会出席 １名  

２ ギリシャ 
4 月 22 日～ 
4 月 29 日 

ISO TC92/SC4（火災安全工学）国際委員会出席 １名  

３ 中国 
5 月 13 日～ 
5 月 19 日 

Acoustics 2012 Hong Kong（アコーステックス
2012 香港）出席 

１名  

４ ポルトガル 
5 月 19 日～ 
5 月 24 日 

IEA Annex57 第 2 回作業会合への参加 １名 ○ 

５ 
オランダ、ス
ペイン 

6 月 6 日～ 
6 月 1７日 

ISO TC163 及び TC205 のジョイントワーキング出
席及び EA ECBCS 第 7１回執行委員会出席 

１名  

６ 
オーストリ
ア 

6 月 10 日～ 
6 月 14 日    

将来の課題のための日・オーストリア委員会出席 １名 ○ 

７ 日本 
6 月１８日～ 
６月２１日 

日仏木造建築技術フォーラム 2 名  

8 日本 6 月２６日 
UNESCO 建築・住宅地震防災国際プラットフォーム
（IPRED）第５回会合 

４名  

9 日本 6 月２７日 
国際記念シンポジウム―命を守る地震津波防災の実現
に向けて― 

４名  

10 日本 
7 月２日～ 
7 月４日  

構造耐火と広域火災に関する日米防火ワークショップ ３名  

11 
ニュージー
ランド 

7 月 14 日～ 
7 月 2０日 

RILEM TC 及び第１2 回世界木質構造会議出席 １名  

12 
ニュージー
ランド 

7 月 14 日～ 
7 月 20 日 

第１2 回世界木質構造会議出席 ３名  

13 
ペルー、コロ
ンビア 

8 月 15 日～ 
8 月 27 日 

ペルー地震・津波減災技術プロジェクトに関わる会議出
席 

１名  

14 米国 
8 月 18 日～ 
8 月 24 日 

第 41 回国際騒音制御工学会議（INTER-NOISE 
2012）出席 

１名  

アジアで開催された国際会議（6 件） 

（件） 
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番号 開催国 出張期間 
出席した国際会議 

（他機関負担による依頼出張の国際会議も含む） 

建研からの

出張者数 

他機関から

の招聘等

15 南アフリカ 
8 月 31 日～ 
9 月 7 日 

第 66 回 RILEM 総会出席 １名  

16 

フランス 

9 月 2 日～ 
9 月 9 日 

ISO/TC205 WG2 及び WG9 

１名  

17 
9 月 4 日～ 
9 月 9 日 

１名   

18 モンゴル 
9 月 15 日～ 
9 月 22 日 

第 9 回アジア地震学会議出席 ２名   

19 コロンビア 
9 月 19 日～ 
9 月 24 日 

コロンビアコンクリート協会会議出席 １名 ○ 

20 ポルトガル 
9 月 23 日～ 
9 月 30 日 

国際地震工学研修の効果の主要国関係者への聞取り調
査、並びに第 15 回世界地震工学会議への参加及び同時
開催予定の CIB TG75 会合への出席 

１名  

21 

ポルトガル 

9 月 23 日～ 
9 月 30 日    

第 15 回世界地震工学会議出席 

８名   

22 
9 月 23 日～ 
9 月 28 日 

１名  

23 カナダ 
9 月 24 日～ 
9 月 27 日 

日加住宅委員会第２０回会議出席 １名  

24 
シンガポー
ル 

10 月 7 日～
10 月 11 日  

国際建築規制協力委員会（IRCC）出席 １名 ○ 

25 米国 
10 月 8 日～
10 月 14 日 

UJNR 地震調査専門部会第 9 回合同部会出席 １名  

26 イタリア 
10 月 15 日～
10 月 21 日 

ＣＩＢ（建築研究国際協議会）理事会等出席 １名  

27 米国 
10 月 22 日～
27 日 

地震シミュレーション研究に関する APEC（アジア太
平洋経済協力）協力、第 8 国際ワークショップ出席 

１名  

28 スイス 
11 月 12 日～
11 月 18 日 

IEA ECBCS 第 72 回執行委員会出席 １名 ○ 

29 米国 
12 月 1 日～
12 月 7 日  

第１４回日米構造設計協議会出席 ２名  

30 

米国 

12 月 2 日～
12 月 9 日  

米国地球物理連合 2012 年秋季大会出席 

１名   

31 
12 月 2 日～
12 月 8 日  

１名  

32 

フランス 

12 月 10 日～
12 月 14 日   第 22 回日仏建築住宅会議出席及び CSTB 関係者との

研究協力協定確認 

３名  

33 
12 月 10 日～
12 月 15 日 

１名  

34 ドイツ 
平成 25 年 
1 月 12 日～ 
1 月 16 日 

日独住宅・建築物環境対策会議等への出席 １名   

35 米国 
2 月 19 日～ 
2 月 23 日 

ＵＪＮＲ耐風・耐震構造専門部会（第 44 回合同部会） ２名  

36 ペルー 
3 月 4 日～ 
3 月 9 日 

APEC-ASEAN ワークショップ出席 １名 ○ 

37 ペルー 
3 月 11 日～ 
3 月 23 日 

JST-JICA 地球規模課題対応国際科学技術協力事業
「ペルーにおける地震・津波減災技術の向上に関する研
究」における技術協力及びワークショップ出席 

１名 ○ 

38 

カナダ 

3 月 24 日～ 
3 月 28 日  カナダ天然資源省カナダ鉱物エネルギー技術センター

（Nrcan）との研究協力協定締結及びワークショップ
開 

１名  

39 
3 月 24 日～ 
3 月 30 日 

３名  

合計 39 件、64 名 
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（ウ）国際的な研究組織等への貢献 

ア）ISO（国際標準化機構） 

建築研究所が進めている研究開発の中には、特に耐震構造、火災安全、建築環境の分野において、

実質的に世界をリードするものが少なくない。建築研究所は ISO 国内委員会に参加することで、こ

れまでの研究の成果が ISO における建築分野の国際標準の策定にも数多く反映されている。また、

国内委員会の幹事等を務めることにより、日本代表として ISO 国際委員会に参加している役職員も

いる。 

 

表―１．４．１．6 建築研究所が役職員を派遣した ISO 国際委員会（平成 24 年度） 

TC TC の名称 建築研究所の役割、活動の概要 

TC92 火災安全 国内委員会で幹事等を務め、日本を代表して、ISO 活動に貢献 

TC205 建築環境設計 省エネルギー建築の設計手法に関する規格原案を提案。 

WG2 のプロジェクトリーダーを務めている。 

 

イ）CIB（建築研究国際協議会） 

CIB（建築研究国際協議会）は、建築分野において世界各国の代表的な研究機関・企業（個人を

含む）約 370 機関等をメンバーとする非営利の国際協議会である。協議会内では 50 以上の国際

委員会が組織され、活発な研究活動を行っている。 

建築研究所は、日本における CIB の中核機関であり、日本国内の CIB 会員相互の連絡協調をはか

り、CIB 諸活動の円滑な運営、発展に寄与することを目的として、昭和 50 年 2 月に設置された

CIB 連絡協議会（会長：建築研究所理事長）の主催機関である。 

また、日本は毎年 CIB において理事職（定員 25 名）を務めてきているが、平成 22 年 5 月から

は、これまでの建築研究所の業績が国際的に認められ、建築研究所前理事が CIB 副会長に就任して

いる。 

現在の動きとして、CIB 事務局から耐震工学に関するロードマップ作成が建築研究所に依頼され

たことを受けて、所内でロードマップ作成に向けて WG を立ち上げ、作業を進めている。なお、こ

のロードマップにおける考え方等を、平成 25 年 3 月に BRI research Paper No.151 にて示し、

出版、ホームページにて公表した。 

また、イタリア（ミラノ市）で開催された CIB 理事会等の一連の会議に建築研究所理事が参加し、

各国 CIB 理事との意見交換を通して活動状況など情報を収集した。この中で、2013 年秋の CIB

理事会の東京開催を招致した。 

 

ウ）RILEM をはじめとするその他国際協議会 

RILEM（国際材料構造試験研究機関連合）は建築材料・構造分野の研究交流を行う国際的な組織

であり、世界各国の代表的な研究機関・企業（個人を含む）約 1200 機関等がメンバーとなってい

る。 

建築研究所理事長は RILEM における日本国代表を務めており、また建築研究所は RILEM の運営

方針原案を検討する委員会（Management Advisory Committee）のメンバーでもある。さらに、

日本国内の RILEM 会員相互の連絡協調をはかり、RILEM 諸活動の円滑な運営、発展に寄与するこ

とを目的として設置された中で、RILEM 国内連絡会の中心的な機関としても活動している。 

平成 24 年度は南アフリカで第 66 回 RILEM 総会が開催され、建築研究所の職員が次期ビュー

ローメンバーとなることが決定された。 

このほか、建築研究所は、火災研究国際共同フォーラム、IEA（国際エネルギー機関）等におい
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ても日本を代表する機関として活動している。 

 

（エ）アジア等に対する貢献 

平成20年5月に総合科学技術会議がとりまとめた「科学技術外交の強化に向けて」には、地球規模

の課題解決に向けた開発途上国との科学技術協力の強化の一環として、多湿・蒸暑地域における住

宅・建築物に関する環境技術の研究開発を行うとともに、その成果をアジア諸国等に普及させること

が掲げられている。このような国の方針を受け、建築研究所は、世界的課題である低炭素社会の構築

に貢献するため、平成21年より平成23年まで「蒸暑地域住宅の研究／研修プログラム」を実施、蒸

暑地域における住宅の省エネルギー技術等の研究を世界に先駆けて実施してきた建築研究所が、その

研究のさらなる深化を図るとともに、その成果がアジアをはじめとする蒸暑地域の開発途上国へ普及

することを図ってきたところである。 

さらに、建築研究所は、アジア等からの視察を受け入れることにより、建築技術の普及も図ってお

り、平成24年度は11件（35名）の視察を受け入れた（海外全体では、17件・126名）。平成24年

８月にはベトナム建設省のグエン・タン・ギ副大臣が建築研究所を訪問、ギ副大臣の希望によりLCCM

住宅デモンストレーション棟などの構内施設を案内、建築研究所の省エネルギー住宅についての取り

組みについて紹介した。 

 

   
写真－１．４．１．４ ベトナム建設省ギ副大臣一行による建築研究所訪問の様子 

 

（オ）英文ホームページの充実 

建築研究所では、ホームページによる海外への情報発信のため、英文ホームページづくりに努め

ている。平成 23 年度に英文ホームページを全面的にリニューアルし、和文ページと調和したデザ

インに改めるとともに、建築研究所の概要や活動内容を紹介するページの内容を一新した。平成 23

年 3 月 11 日に発生した東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）における被害調査報告や、ライフ

サイクルを通じた CO2 排出量収支をマイナスにするＬＣＣＭ住宅に関する情報などは、海外でも

関心が高いことから、特設ページを設けて詳しい情報を掲載している。 

また、国際地震工学研修における英文講義ノートや E ラーニングシステムなどの英文情報も充実

させており、ホームページにより世界に発信している（203 ページ以降に関連記述あり）。 
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英文ホームページ・トップ  英文ホームページ・LCCM 住宅 

図―1．４．１．２ 英文ホームページ 
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ウ．中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

 

 海外研究機関等との研究協力、人的交流などの研究交流を進め、海外から 25 名の研究者を受け

入れ、役職員を国際会議等に積極的に参加させた。 

 引き続き、海外研究機関等との研究協力、人的交流、海外からの研究者の受け入れ、役職員の国

際会議等への派遣等を通じて、国際的な貢献に努める。 
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（５）地震工学に関する研修生の研修及び国際協力活動 

①国際地震工学研修の着実な実施 

■中期目標■ 

 ２．（５）地震工学に関する研修生の研修及び国際協力活動 

 開発途上国等における地震防災対策の向上に資するため、地震工学に関する研修を通じて、開

発途上国等の技術者等の養成を行うとともに、関連する研究開発を行い、研修内容の充実に努め

ること。この際、途上国支援としての研修効果を定量的に明らかにするとともに、研修業務の効

率的かつ効果的実施に引き続き努めること。 

 さらに、地震学や地震工学に関する世界共通の課題の解決に貢献する研究開発など、国際協力

に資する活動を積極的に行い、国際貢献に努めること。 

 

■中期計画■ 

 １．（５）①国際地震工学研修の着実な実施 

 開発途上国等からの研修生に対する地震工学に関する研修について、国際協力機構等との連携

により、長期・短期あわせて毎年度３０名程度の研修を実施し、開発途上国等における地震防災

対策の向上に資するよう技術者等の養成を行う。 

また、研修内容の充実に努めるため関連研究を着実に実施するとともに、世界で発生した大地

震に関するデータベースや英語講義ノートの充実・公表等により、研修の広報・普及と研修効果

の充実を図る。 

なお、途上国支援としての研修効果を定量的に明らかにするとともに、カリキュラムの見直し

や経費節減を随時行うことにより研修業務の効率的かつ効果的実施に引き続き努める。 

 

■年度計画■ 

 １．（５）①国際地震工学研修の着実な実施 

地震工学に関する研修について、国際協力機構等との連携により、開発途上国等から長期・短

期あわせて３０名程度、及び中国四川大地震への震災復興支援策である中国耐震建築研修につい

て２０名程度の研修生を受け入れる。そのうち、長期の研修である「地震工学通年研修」につい

ては、政策研究大学院大学と連携して修了生に修士号学位を授与するプログラムとして実施す

る。 

また、研修に関連する研究を着実に実施し、開発途上国等における地震防災対策の向上に資す

るよう研修内容の更なる充実等を図るとともに、全世界で発生した大地震に関するデータベース

の構築などを進め、研修の広報・普及と研修効果の充実を図る。 

なお、途上国支援としての研修効果を定量的に明らかにするための検討を引き続き行う。 

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成 2４年度計画の該当部分の抜粋である。 
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ア．年度計画における目標設定の考え方 

 

・ 地震工学に関する研修について、国際協力機構（JICA）と協力して開発途上国等から長期・短期あ

わせて 30 名程度、中国耐震建築研修について 20 名程度の研修生を受け入れる。研修内容につい

ては、東日本大震災で得られたデータやその復興経験を取り入れるなど、一層学習効果のある研修

を目指し、更なる充実を図る。 

・ 国際的共通課題の解決に貢献するため、各国の研究者や研修修了生が利用することの出来る全世 

界で発生した大地震に関するデータベースの構築などを進める。 

・ 途上国支援としての研修効果を定量的に明らかにするための検討を引き続き行う。 
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イ．当該年度における取り組み 

 

（ア）国際地震工学研修の着実な実施 

建築研究所は、建築研究所法第 12 条 6～7 号に基づき、国際協力機構（JICA）と協力して、開

発途上国の研究者や技術者を対象に、1962 年より地震学、地震工学、津波防災に関するその時々の

最先端の知見・技術を取り入れつつ、開発途上国における地震災害の拡大を背景に、国際的な強い要

請を受けて国際地震工学研修を実施してきている（第一回研修は 1960 年に開催。建築研究所は第

二回より主催）。 

長期・短期併せて開発途上国等からの 30 名程度に研修を行う目標に対し、31 名の研修生を受け

入れた。また、中国四川大地震の復興支援策である中国耐震建築研修には 18 名（目標：20 名程度）

を受け入れた。これにより、研修修了者の総数（平成 25 年３月末時点）は、99 カ国・地域から 1,588

名に達した。 

 

表－１．５．１．１ 国際地震工学研修の概要 

区分 定員 期間 内容 

地震工学 

通年研修 

地震学コース １０名 約１年間 前半８ヶ月間で基礎を学び、後半３ヶ月間は各

専門家の下で、具体的課題を研究し、母国の地

震環境理解・建築物の耐震性向上・津波環境理

解に役立たせている。 

地震工学コース １０名

津波防災コース ５名 

グローバル地震観測研修 １０名 約２ヶ月 核実験探知に必要な地震観測技術等を学ぶ。 

個別研修 若干名 任意 特定の研究課題を研究する。 

中国耐震建築研修 20 名 約 2 カ月 建築物の耐震診断・補強技術の習得 

 

表－１．５．１．２ 研修生の受入実績（研修修了者数） （単位：人）   

内 訳 ～19 年度 20年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度 総計 

地震工学通年研修 945 25 2２ 22 20 23 1,057 

グローバル地震観測研修 129 10 1１ 10 9 8 177 

個別研修 260 14 ２ 1 5 0 282 

中国耐震建築研修 － － 20 20 14 18 72 

合  計 1,334 49 55 53 48 49 1,588 

 

ア）地震工学通年研修 

建築研究所では、長期研修として、地震学コース、地震工学コース、津波防災コースの３コースか

らなる地震工学通年研修を実施している。同通年研修は 2 か年にまたがっており、平成 24 年度は平

成 23 年 10 月～24 年 9 月の研修と、平成 24 年 10 月～平成 25 年 9 月の研修を実施している。 

平成 23 年 10 月に開講した通年研修では、14 ヶ国（アゼルバイジャン、バングラディシュ、中

国、ドミニカ共和国、エルサルバドル、ハイチ、インドネシア、マケドニア、マレーシア、モンゴル、

ミャンマー、パキスタン、ペルー、フィリピン）から 23 名の研修生を受け入れ、政策研究大学院大

学より全員に修士号学位が授与された。特に、平成 22 年 1 月のハイチ地震を踏まえ、初めてハイチ

からの参加を得た。 

また、平成 24 年 10 月に開講した通年研修では、15 ヶ国（アルメニア、チリ、中国、ドミニカ

共和国、インドネシア、イラン、ミャンマー、ネパール、ニカラグア、パプアニューギニア、ペルー、
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フィリピン、トルコ、トルクメニスタン、ウガンダ）から 21 名を受け入れている。 

なお、当初、地震工学通年研修は地震学コース及び地震工学コースの 2 コース体制であったが、平

成 16 年スマトラ沖地震により巨大津波が発生し、甚大な津波被害がもたらされたことを受けて、津

波災害軽減のための我が国の国際貢献の一つとして、建築研究所国際地震工学センターがこれまで国

際地震工学研修を実施してきた豊富な経験・蓄積を生かし、平成 18 年度から津波防災コースを開講

している。 

また、東日本大震災を受けて、外部講師及びスタッフによる東北地方太平洋沖地震に関する特別講

義を行ったり、現地調査を行ったりするなど、機に応じた内容を実施した。 

 

 イ）グローバル地震観測研修 

グローバル地震観測研修は、平成 24 年度は、平成 25 年 1 月～3 月の 2 ヶ月間で、7 カ国（ア

ルメニア、中国、コートジボワール、エジプト、パキスタン、ソロモン、ジンバブエ）から８名を受

け入れ、核実験探知に必要な地震観測技術等を教授した。今期は 8 名が当該全課程を修了した。 

本研修は、外務省からの依頼を受け、包括的核実験禁止条約(CTBT)の発効に向けた我が国の国際

貢献策として毎年実施している。平成 6 年度に軍縮、特に核軍縮推進のための我が国の更なる積極的

な国際貢献策として、全世界に地震学観測技術を頒布し、世界的な地震観測基地網の充実により、核

保有国の核実験抑制を目的とする地震学の手法を活用した研修の実施について外務省から建設省（当

時）へ打診があった。これを受けて、建築研究所国際地震工学センターが、これまで国際地震工学研

修を実施してきた豊富な経験と蓄積を生かし、平成 7 年度からグローバル地震観測研修を実施するこ

ととなった。これまでに 177 名の研修生を輩出し、国内外で高い評価を得ている。 

 

 ウ）中国耐震建築研修 

中国耐震建築研修は、四川大地震に対するわが国の復興支援対策の柱として、平成 21 年度から 3

ヶ年の予定で開講した新しい研修であり、修了生は帰国後に中国国内で指導者となり、最終的に中国

全土で 5000 名の建築構造技術者を養成するプロジェクトである。本研修は、平成 23 年度をもっ

て終了する予定であったが、当該プロジェクトの実施について、日中両政府の合意により平成 24 年

度まで延長して実施することとなった。 

平成 24 年度も中国全土から選抜された 18 名を受け入れ、当該第Ⅲ期として平成 24 年 6 月～7

月の 2 ヶ月間に実施した。帰国後、研修講師になりうる高い専門性を有する優秀な研修生を受け入れ

るために、講義は主として日本語と中国語により実施した。 

2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）に関しては、本研修の講

義科目（構造応答論）において東日本大震災による被害分析及び、特別講義として「東日本大震災に

おける東北大学工学部の建物被害とその分析」を組み入れ、現地関係機関と連携し、実施した。 
平成 24 年度を以て本研修は終了となり、研修修了生はほぼ中国全土からの合計 72 名となった。

本研修を受けた修了生が中国で指導するコア研修に 10 回・324 名、コア研修の修了生が指導する

一般研修に 33 回・8,833 名となり、目標の 5,000 名を大幅に上回る成果をあげ、中国の構造専門

技術者の技術レベルを高め、今後の技術応用の基礎を築くことができた。 
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写真－１．５．１．１ 国際地震工学研修の状況 

 

 表－１．５．１．３ 平成 24 年度研修修了者に対するアンケート調査結果（国際協力機構実施） 

1)プログラムのデザイン  ←適 切              不適切→ 計 

通年研修 
地震学・地震工学コース １２ ６   １８

津波防災コース ４ １   5

 グローバル地震観測研修 ４ ４   ８

中国耐震建築研修 ９ ９   １８

２)研修内容・教材 ←良い                   良くない→ 計 

通年研修 
地震学・地震工学コース ９ ８ １   １８

津波防災コース ４ １   5

 グローバル地震観測研修 ４ ４   ８

中国耐震建築研修 ９ ８ １   １８

３)研修運営管理（ファシリテーション） ←良い              良くない→ 計 

通年研修 
地震学・地震工学コース １２ ６    １８

津波防災コース ３ ２   5

 グローバル地震観測研修 ３ ５    ８

中国耐震建築研修 １７ １    １８

4)到達目標達成度 ←十分に達成                 未達成→ 計 

通年研修 
地震学・地震工学コース １１ 7   １８

津波防災コース 2 3   5

 グローバル地震観測研修 ２ ６   ８

中国耐震建築研修 ４ １２ ２   １８

 

（イ）人材育成等の効果  

国際地震工学研修の研修終了者は、1960 年の開講以来、99 ヶ国・地域から 1,588 名（平成 25

年 3 月末）となった。修了生の中には自国で地震工学、防災の権威として政府高官、研究所長、大学

教授などで活躍している者も多数いる。過去に建築研究所が調べたところ、多くの修了生が、帰国後

に各国の地震防災対策における指導的立場に就いていた。 

  例えば、Harsh Gupta 氏（インド）はインド海洋開発庁長官、インド国立地球物理研究所所長、

アジア地震学会会長を歴任、Djoko Santoso 氏（インドネシア）はバンドン工科大学学長、教育省

高等教育局長を歴任、Federico Guendel 氏（コスタリカ）は国連機関である包括的核実験禁止条約

暫定事務局（CTBTO）の局長、Julio Kuroiwa 氏（ペルー）はペルー国立工科大学教授で国内 130

都市のハザードマップを整備し、故 Roberto Morales 氏（ペルー）はペルー国立工科大学長を歴任

している。 
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Djoko Santoso 氏  Federico Guendel 氏   Julio Kuroiwa 氏 

 

写真－１．５．１．２ 国際地震工学研修の研修終了者 

 

建築研究所では研修効果の検証・検討を目的として、研修修了生を対象としたアンケートを 2010

年 6 月と 2011 年 12 月にわけて、連絡のつく全ての研修修了生にメールと FAX で実施した（回

答数は合計 337）。このアンケートは、平成 22 年 11 月に出された「独立行政法人建築研究所の主

要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性」において、「国際地震工学研修については、途上国

支援としての研修効果を定量的に明らかにする」とされたことから実施したものである。 

また、2012 年末にまとめた YEAR BOOK の名簿から、研修各コースの修了生がどのような職業

についているかを分析した。その結果、各研修コースにおける修了生の多くが行政に携わっており、

コースにより若干の違いはあるものの国立研究機関や大学等がそれに続いている状況であった。なお、

津波防災コースの修了生の 9 割以上が行政職に就いていた。このように国際地震工学研修は、中期目

標で示される「開発途上国等における地震防災対策の向上に資するため、地震工学に関する研修を通

じて、開発途上国等の技術者等の養成を行う」という成果を着実にあげている。 
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図－１．５．１．２ 国際地震工学研修修了生の動向 
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コラム 

 

国際地震工学研修を建築研究所が実施することの意義 

 

防災分野は国の政策に関わるものであり、地震現象メカニズムの解明、地震による建築構造物の

挙動、建築物における地震災害の軽減技術など、幅広い知識が必要です。特に大きな地震・津波

災害はいまだ世界各地で増加傾向にあり、こうした災害の被害軽減を図るためには開発途上国に

おける若い世代の技術者、研究者の人材育成を行うことは極めて重要です。 

 

以前より、日本は地震学・地震工学に関する研究や各種施策を推進してきた関係から、1950 年

代より、日本に地震学・地震工学を学ぶ地震災害国からの若い研究者が急増しました。このこと

から開発途上国に対する地震学・地震工学の研修の必要性・意義が検討され、1960 年の第二回

世界地震工学会議の東京開催にあわせて 1960 年 7 月に日本で第一回国際地震工学研修が開講

しました。第一回研修では世界各国からの反響を呼び、その後、関係省庁間の議論を経て、1962

年より現在の建築研究所国際地震工学センターが中心機関となって継続実施することとなりまし

た。 

 

研修は、国連等の国際機関及び途上国で帰国後指導的に立場に立つ行政官又は研究者に対して、

通常の大学の知識だけではなく、技術の普及方策、マネジメント、津波警報等を伝える仕組みな

ど地震工学等に関する総合的な知識を 1 年という短期間で効率よく習得させるものとなっていま

す。特に、建築研究所は、長周期地震動や免震建築物などその時々の最先端の知見を研修生のレ

ベルに応じて導入し、同研修を運営してきています。 

 

このような研修運営が可能な背景には、建築研究所において、長年の研修実施で蓄積したノウハ

ウや外部講師陣を含む人的基盤に加え、地震学や地震工学の研究を並行して行い、その成果を研

修に反映していること、また、研修修了生との強固なネットワークがあることなどがあります。 

 

このようにして出来上がった建築研究所の研修実施体制は、他の機関において容易に構築できる

ものではない状況です。 
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（ウ）研修内容を充実させるための研究の実施  

国際地震工学研修では、地震工学等に関する知識の深化、技術の進歩が早いことから、常に最新の

データや技術的知見を反映するよう、毎年研修内容等の見直しを行っており、国際地震工学研修の内

容を充実させることを目的に実施する研究を、建築研究所の基盤研究として実施している。平成 24

年度は、所内予算で 5 課題、所外予算で 5 課題を実施した。 

所内予算による基盤研究「開発途上国の地震・津波に係る減災技術の高度化と研修の充実に資する研

究」では、地震・津波ハザード評価要素技術、建築物の耐震診断・補強技術および耐震工法の普及方

策のそれぞれについて、情報収集や実験・解析等を行った。その成果は国際地震工学研修の個人研修

に活用されている。 

また所外予算では、国際協力機構（JICA）-科学技術振興機構（JST）による競争的資金である地

球規模課題対応国際科学技術協力事業（対象国：ペルー、フィリピン）を実施した。 

これらの研究課題の成果は、外部有識者によるカリキュラム部会（平成 24 年度は平成 24 年 6 月

14 日に開催）における検討も経つつ、研修内容の見直し・充実、研修生の修士（個人研修）レポー

トの指導に活用され、地震学や地震工学に関する世界共通課題の解決に貢献している。 

 

表―１．５．１．４ 研修内容を充実させるために実施する研究課題（24 年度） 

 

 
研究課題名 研究期間 研究予算 

１ 
開発途上国の地震・津波に係る減災技術の高度化と研修の充実に資する研

究 
H24～26 

所内予算 

（運営費交付金） 

２ 建物の強震観測とその利用技術 H24～26 

３ 観測地震波を用いた建築物の応答評価方法に関する研究 H24～26 

４ 地盤全体のせん断波速度構造の解明の為の物理探査技術の研究 H24～26 

５ 
1918 年以降に発生した震源位置の再検討による地震空白域推定に関す

る研究 
H22～24 

６ 沈み込み帯における巨大地震発生サイクルと津波生成の統合モデル構築 H24～26 

科学研究費補助金 ７ 津波警報に必要な地震情報の迅速な推定 H24～26 

８ 海溝型巨大地震の準備・発生過程のモデル構築 H21～25 

９ ペルーにおける建物耐震性の向上 H21～27 JICA-JST 

地球規模課題対応国

際科学技術協力事業10 フィリピン地震火山監視強化と防災情報の利活用促進 H21～27 

 

（エ）研修における東日本大震災への対応 

前年度には 2011 年 3 月 11 日東北地方太平洋沖地震の発生により、研修生全員がつくばから東

京国際センターに移動したため、いくつかの講義を東京で実施した。しかし平成 23 年度以降は、当

初の予定通り講義・実習を実施している。それまで例年 4 月～5 月に実施した北海道等への研修視察

先を 9 月に東北地方の被災地（仙台市、石巻市、女川町、南三陸町等）に変更している。 

また、外部講師及びスタッフによる東北地方太平洋沖地震に関する講義も行っている。2011 年 9

月に終了した研修生や 2012 年 9 月の修了生でも一部が東北地方太平洋沖地震に関わる個人研修を

行い、その成果を論文にまとめている。 

津波コースでは 2011 年以降、津波で深刻な被害を受けた地域で、津波堆積物、津波により倒れ

た数棟の鉄筋コンクリート造建築物、湾口防波堤の視察を行っている。 

2012 年 10 月から通年研修においても、2012 年 11 月にすべてのコースの研修生が、仙台市、
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石巻市、女川町等へ行き、津波コースではさらに岩手県の沿岸部で津波堆積物調査等を実施した。ま

た、建築物の津波被害と津波荷重、復興制度等の東北地方太平洋沖地震に関する講義を実施している。 

また 2012 年度において、研修生は、6 月 27 日の政策研究大学院大学と共催の国際記念シンポ

ジウム、第 10 回都市地震工学国際会議へも参加した。 

以上のように、東日本大震災を踏まえた臨場感のある効果的な研修を実施している。 

 

 

 

コラム 

 

2011 年東北地方太平洋沖地震の津波波源モデル（藤井－佐竹モデル）に関する研究が 

日本地震学会の論文賞を受賞 

 

（独）建築研究所と東京大学地震研究所の共同研究による 2011 年東北地方太平洋沖地震の津

波波源モデルに関する研究論文（下記(1)の論文）が、平成 25 年 3 月に平成 24 年度日本地震学

会論文賞を受賞しました。 

地震学会の受賞の理由として、すでに 50 回以上引用されているということが述べられています。

国際的にも、54 編の国際誌論文で世界中に引用されています。(Web of Science) 

 

(1) Yushiro Fujii, Kenji Satake, Shin'ichi Sakai, Masanao Shinohara, and Toshihiko 

Kanazawa, Tsunami source of the 2011 off the Pacific coast of Tohoku Earthquake, 

Earth Planets and Space (EPS), 63, 815-820, 2011 

 

2011 年 5 月投稿のこの論文では、東京大学地震研究所が釜石沖に設置していた海底水圧計や

国土交通省港湾局の GPS 波浪計、（独）海洋研究開発機構（JAMSTEC）の海底水圧計、米国海

洋大気庁（NOAA）の津波計（DART）、気象庁の検潮所などで記録された津波波形データを用い、

断層面のすべり分布を推定しました。その結果、震央付近の深い領域が約 20 m 程度すべり、海溝

軸付近の浅い領域が約 40 m 以上大きくすべったことを明らかにしました。なお、このモデルの

Ver. 1 は地震発生直後の 2011 年 3 月に URL で公開しました。 

 

また，この受賞論文の考察で述べていた問題（津波現地調査による三陸沿岸北部の最大津波高が、

従来の津波波源モデルでは再現できない）を解決するため、その後津波波源モデルの高度化を進め

て、すべり遅れを考慮した津波波源モデル（断層面上の時空間すべり分布）を構築しました。この

成果は、東大地震研究所と（独）建築研究所、（独）産業技術総合研究所の共同研究として、米国

地震学会の学会誌（BSSA）特集号で 2013 年 5 月に公表されています。（下記(2)の論文）。 

 

(2) Kenji Satake, Yushiro Fujii, Tomoya Harada, and Yuichi Namegaya, Time and Space 

Distribution of Coseismic Slip of the 2011 Tohoku Earthquake as Inferred from 

Tsunami Waveform Data, Bulletin of the Seismological Society of America (BSSA), in 

print, 2013 

 

津波波源モデルを公開中のホームページ URL: 

http://iisee.kenken.go.jp/staff/fujii/OffTohokuPacific2011/tsunami_ja.html 
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コラム（つづき） 

 

  
図 1 受賞論文（Fujii et al., 2011, EPS）の津波波源モデル（断層面上のすべり分布）と津波波

形解析に使用した観測点分布。 

 
 

藤井-佐竹モデルの活用例（一部） 

 

１．国土交通省水管理・国土保全局他 平成 23 年東北地方太平洋沖地震による津波の対策のため

の津波浸水シミュレーションの手引き http://www.mlit.go.jp/common/000149741.pdf 

２．国土交通省水管理・国土保全局 河川津波のモデル検討 河川津波シミュレーション 

http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/kasentsunamitaisaku/dai01kai/dai01kai_siryou5.pdf 

３．国土交通省国土技術政策総合研究所 構造物に対する津波作用の研究と今後の展望 

http://www.nilim.go.jp/lab/bbg/saigai/h23tohoku/houkoku3/happyou/130319-04.pdf 

４．岩手県東日本大震災津波復興委員会 津波防災技術専門委員会津波シミュレーション 

http://www.pref.iwate.jp/~hp0212/fukkou_net/pdf_doc/tsunamibousai_02_01_4.pdf 

５．千葉県 東北地方太平洋沖地震津波の再現シミュレーション 

http://www.pref.chiba.lg.jp/bousai/jouhoukoukai/shingikai/higashi-iin/documents/231122-01.pdf 

６．国土交通省東北地方整備局 仙台空港の津波シミュレーション実施について 

http://www.thr.mlit.go.jp/Bumon/B00097/k00360/happyoukai/H24/ronbun/1-29.pdf 

７．原子力安全・保安院 平成 23 年東北地方太平洋沖地震により発生した津波の調査・評価につ

いて http://www.nsr.go.jp/archive/nisa/shingikai/800/26/002/2-1-2.pdf 

８．宮古市東日本大震災復興計画 防潮堤がない場合の津波シミュレーション 

www.city.miyako.iwate.jp/cb/hpc/cbServlet?FRID=fileDownload&id=7871&index... 
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（オ）国際地震工学研修の広報・普及 

建築研究所では、地震学や地震工学に関する国際的共通課題の解決に貢献するため、各国の研究者

や研修修了生が利用することの出来るよう、全世界で発生した大地震に関するデータベースの改良・

更新、地震スペシャルページの開設、国際地震工学研修の英文講義ノート、E ラーニングシステム、

修士論文概要の公開、国際ワークショップ等の開催、元研修生との情報交換の活性化などを進め、国

際地震工学研修の広報・普及に努めている。 

 

ア）地震カタログの改良と更新 

建築研究所が解析した震源メカニズム、余震分布・断層面、震源過程と、世界の他機関の地震情報

からなる地震カタログ「世界の大地震の震源メカニズム、余震分布、震源断層面及び震源過程」を公

開している。この地震カタログに地震情報を追加するために、震源メカニズムについては 2012 年

9 月まで、震源過程については 2012 年 9 月 30 日にコロンビアで発生した地震まで解析を進めた。

余震分布・断層面については、200９年に発生したマグニチュード 7.0 以上の地震を解析した。ま

た、距離減衰式による計算・図化・表示機能に関して、新たに２式を追加し、既存の掲載情報を再整

理・更新した。 

 

イ）英文講義ノートの充実 

 建築研究所では、国際地震工学研修の内容を広く公開し、開発途上国の地震被害の防止・軽減への

貢献をさらに進めるため、ユネスコ及び JICA（国際協力機構）の協力のもと、平成２１年３月より

英文講義ノート「IISEE-UNESCO レクチャーノート」の公開を開始した。英文講義ノート（レクチ

ャーノート）はすべて研修講師が英語で作成したものであり、建築研究所・国際地震工学センターの

ホームページを通して全世界に対し無償で公開している。英文講義ノートの公開数は、２１年度当初

は 15 冊、平成 21 年度末には４１冊であったが、平成 24 年度末には 60 冊になった。なお、公開

は登録制であり、24 年度末時点での登録者数は 741 名である。 

（「IISEE-UNESCO レクチャーノート」の公開ホームページ http://iisee.kenken.go.jp/lna/） 

 

ウ）地震のスペシャルページの開設 

建築研究所国際地震工学センターでは、国内外で大地震、被害地震が発生した際、当該地震のスペ

シャルページを国際地震工学センターのサーバ上に開設し、国際地震工学センターの地震・津波・強

震動等の情報に加え、内外機関のウェブサイトへのリンクを掲載している。平成 24 年度にスペシャ

ルページを公開した地震を表－１．５．１．５に示す。 

 

表－１．５．１．５ 平成 24 年度に特設ページを公開した地震 

発生日時 場所 主な掲載情報 
アクセス数 

開設～平成 24 年

度末 

2012 年４月 11 日 

８時 38 分 UTC 
スマトラ島西方沖 

津波シミュレーション、余震分

布・断層面 
1,984 

2012 年８月３１日 

12 時 47 分 UTC 
フィリピン諸島地域 

余震分布・断層面、高周波震動継

続時間とマグニチュード 
1,149 

2012 年 9 月 5 日 

14 時 42 分 UTC 
コスタリカ 研修修了生からの報告 982 

2012 年 10 月 28 日 

3 時 4 分 UTC 
クイーンシャーロット諸島地域 

津波シミュレーション、余震分

布・断層面 
869 

2012 年 11 月 7 日 

16 時 35 分 UTC 
グアテマラ 

余震分布・断層面、高周波震動継

続時間とマグニチュード 
771 
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2012 年 11 月 11 日 

1 時 12 分 UTC 
ミャンマー 余震分布・断層面 878 

2012 年 12 月 7 日 

8 時 18 分 UTC 
東北沖 

津波シミュレーション、余震分

布・断層面 
891 

2013 年 2 月 6 日 

1 時 12 分 UTC 
ソロモン諸島 

津波シミュレーション、高周波震

動継続時間とマグニチュード 
659 

 

 エ）E ラーニングシステムの充実 

  日本の地震防災技術の成果への普及に向け、建築研究所では、講義ビデオ等をインターネットによ

り聴講できる E ラーニングシステムを平成 20 年度に導入した。平成 24 年度は研修生の最終発表会

のうちから 21 件を選抜して追加した。現時点で 40 件聴講できることとなった。 

 

 オ）修士論文概要の公開 

  最近の国際地震工学研修における研修成果を紹介するため、建築研究所は平成 20 年度より国際地

震工学通年研修において政策研究大学院大学より修士号を取得した修了生の修士論文概要（シノプシ

ス）を公開している。平成 24 年度は、新たに修士号を取得した 23 名の修士シノプシスを掲載し、

掲載数は合計 137 となった。 

 

カ）ホームページを活用した情報発信 

  建築研究所では、国際地震工学研修の概要、最新情報、関係する研究の成果をホームページにより

広く世界に向けて発信している。前述のとおり、地震カタログ、講義ノート、修士論文概要の公開を

積極的に推進した結果、平成 24 年度の国際地震工学センターのホームページアクセス件数は 211

万件となり、増加している（平成 21 年度は 163 万件、平成 22 年度は 166 万件、平成 23 年度

は 219 万件：東日本大震災の影響が考えられる）。 

 

キ）国際ワークショップ等の開催 

建築研究所では、基盤研究「開発途上国の地震・津波に係る減災技術の高度化と研修の充実に資す

る研究」において、開発途上国の実情に即した震災対策技術の向上と耐震工法の普及に向けた研究開

発を実施している。平成 24 年度は、東日本大震災から約 1 年 3 ヶ月後の機会に、地震・津波防災

に係る日本の知見と海外の経験を共有しその普及を図るため、平成 24 年 6 月 27 日に政策研究大学

院大学と共同で国際記念シンポジウム「命を守る地震津波防災の実現に向けて」を開催した。 

午前中に基調講演、午後に震災の最新の教訓と今後の展望についての講演と、命を守る地震防災国

際協力について IPRED 参加国の代表者等を交えて議論を行った。なお 50 年の歴史を持つ建築研究

所の国際地震工学研修は、当初ユネスコとの共同事業であり、2007 年に国土交通省の支援により日

本を含む 10 ヶ国で IPRED が活動を始めた際、国際地震工学センターがその COE と位置づけられ

たことが、本国際記念シンポジウムに結びついた。 

 

 ク）元研修生との情報交換の活性化 

建築研究所からの情報発信として、国際地震工学研修の元研修生との情報交換の活性化を目指して

ニュースレターを発行しており、平成 24 年度は 16 回発行した。主な掲載記事は、地震スペシャル

ページ開設のお知らせ、研修行事のお知らせと報告、国際地震工学センターの活動紹介である。送信

先も順次増加しており、平成 24 年度末時点での登録者は昨年より 150 人増え、1,357 人となっ

ている。 

また、元研修生同士の交流を深めるためのホームページを平成 20 年度に開設した。このページで

は、掲示板を設けており、元研修生らによる記事の投稿等が可能となっている。 
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加えて、平成 24 年 9 月にリスボン（ポルトガル）で第 15 回世界地震工学会議が開催された際、

これに合わせて IISEE 同窓会を開き、同会議に参加した元研修生との交流を深めた。 

このような活動により、建築研究所と元研修生による人的ネットワークは強固なものとなっており、

元修了生の中から研修の特別講師を委嘱する場合もある。 

 

（カ）より一層の効果的かつ効率的な研修実施への取り組み 

 建築研究所では、JICA との適切な役割分担と費用負担のもとで国際地震工学研修を実施している。

具体的には、建築研究所では主に講義や実習など研修の中身を提供することを役割とし、JICA は主

に研修生が使用する教材・機材の調達、研修生の渡航及び滞在場所の提供など研修を受ける環境を整

備することを役割としている。さらに、昨今の財政状況を踏まえ、研修テキストとなる外国図書を研

修生への供与から貸与に変更、研修講師を可能な範囲で外部講師から所内研究者に変更するなど、国

際地震工学研修の実施経費の節減や効率化に努めている。 

 今後も JICA など外部機関との適切な役割分担と連携により、経費を削減しつつ、より一層効果的

かつ効率的に研修を実施していく予定である。 

 

図―１．５．１．３ 建築研究所と JICA の役割分担と費用負担 
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ウ．中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

 

・ 開発途上国等の地震防災対策の向上に資するため、研修と関連研究を着実に実施し、人材育成に努

めた他、地震カタログや津波シミュレーション等、研修成果の普及を通して、地震学や地震工学な

ど世界共通の課題解決に貢献する国際協力活動を行った。 

・ 引き続き、開発途上国等における地震防災対策の向上に資するため、地震工学に関する研修を通じ

て、開発途上国等の技術者等の養成を行うとともに、関連する研究開発を行い、研修内容の充実に

努める。 
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②その他の国際協力活動の積極的な展開 

■中期目標■ 

 ２．（５）地震工学に関する研修生の研修及び国際協力活動 

 開発途上国等における地震防災対策の向上に資するため、地震工学に関する研修を通じて、開

発途上国等の技術者等の養成を行うとともに、関連する研究開発を行い、研修内容の充実に努め

ること。この際、途上国支援としての研修効果を定量的に明らかにするとともに、研修業務の効

率的かつ効果的実施に引き続き努めること。 

 さらに、地震学や地震工学に関する世界共通の課題の解決に貢献する研究開発など、国際協力

に資する活動を積極的に行い、国際貢献に努めること。 

 

■中期計画■ 

 １．（５）②その他の国際協力活動の積極的な展開 

 国際協力機構等と連携し、開発途上国からの研究者等を受け入れるほか、諸外国からの要請に

基づく災害調査、その他技術調査や技術指導のために、海外への職員派遣を推進する。 

また、地震学や地震工学に関する世界共通の課題の解決に貢献する研究開発など国際協力に資す

る活動を行うとともに、国際連合教育科学文化機関（UNESCO）による建築・住宅地震防災国

際ネットワークプロジェクトの中核機関として、地震防災関係の国際ネットワークづくりや地震

時の国際バックアップ体制の構築に努める。 

 

■年度計画■ 

 １．（５）②その他の国際協力活動の積極的な展開 

開発途上国からの研究者を積極的に受け入れるほか、諸外国からの要請に基づく災害調査、そ

の他技術調査や技術指導のために、海外への職員派遣を推進する。 

 また、地震学や地震工学に関する世界共通の課題の解決に貢献する研究開発など国際協力に資

する活動を行うとともに、国際連合教育科学文化機関（ＵＮＥＳＣＯ）のプロジェクトに関する

会議を開催するなど、同プロジェクトの推進に努める。 

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成 2４年度計画の該当部分の抜粋である。 

 
ア．年度計画における目標設定の考え方 

 

・ 国際協力機構と連携し、開発途上国の研究者等の受け入れと諸外国における技術調査、技術指導を

実施する海外研究機関への職員の派遣を行うこととした。 

・ 地震学や地震工学に関する世界共通の課題の解決に貢献する研究開発など国際協力に資する活動を

行うとともに、国際連合教育科学文化機構（UNESCO）のプロジェクトを推進することとした。 
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イ．当該年度における取り組み 

 

（ア）UNESCO プロジェクト：建築・住宅地震防災国際ネットワークプロジェクト 

 ア）UNESCO プロジェクトの概要 

建築研究所は、住宅・建築分野における地震防災に関する国際ネットワーク及び大地震・津波が発

生した際の国際的なバックアップ体制を構築することを目的に、国土交通省及び UNESCO 本部の全

面的な協力のもと、COE(Center of Excellence／中核機関)として、UNESCO プロジェクト

（IPRED：建築・住宅地震防災国際ネットワークプロジェクト）を推進している。 

同プロジェクトでは、平成 19 年 6 月のキックオフ後、毎年 1 回、UNESCO 及びメンバー国によ

るプロジェクト会合を持ち、平成 20 年の第 1 回会合（パリ UNESCO 本部）で作成したアクション

プランの進捗確認や今後の方向性を検討している。平成 21 年トルコのイスタンブール、平成 22 年

インドネシアのパダン、平成 23 年のサンチアゴに続き、東京で第 5 回会合を開催した。 

 

 

図－１．５．２．１ UNESCO プロジェクトのイメージ 

 

イ）第 5 回会合（平成 24 年 6 月）日本（東京） 

建築研究所は、IPRED の COE として UNESCO と平成 24 年 6 月に東京（政策研究大学院大学）

で建築・住宅地震防災国際プラットフォーム第 5 回会合を開催し、メンバー国と IPRED 活動につい

て議論した。 

会合では、201３年開催予定の次期 IPRED 会合をエジプトで開催することの合意を各国から得た。

また、時期を合わせて国際記念シンポジウム「命を守る地震津波防災の実現に向けて」を開催した（シ

ンポジウムについては 204 ページに詳述）。 

第５回会合には、日本以外のメンバー国９か国中、メキシコ以外の８カ国（チリ、エジプト、エル

サルバドル、インドネシア、ペルー、ルーマニア、トルコ、カザフスタン）が出席し、大地震・津波

が発生した際の国際的なバックアップ体制の構築について議論した。また、5 カ国（ペルー、ルーマ

ニア、トルコ、カザフスタン、エルサルバドル）と現地派遣調査に関する Letter of Intent を結んだ。

加えて、トルコで 2011 年 10 月に発生した Van 地震の被災地での、トルコとルーマニア共同チー
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ムでの調査について報告があった。次回の 201３年会合をエジプトで開催したいとの提案が了承さ

れた（後に、エジプト側の事情により、開催地はペルーに変更された）。 

  

写真―１．５．２．1 会合の様子 

左：国際シンポジウム、右：IPRED 会合 

 

ウ）アクションプランの進捗状況 

 第 1 回会合において各メンバー国から提案があった事項を網羅してアクションプランを作成した。

計 15 項目有り、内容は「データベースの構築」と「災害時の人的貢献に関する活動」に大別できる。 

 平成 24 年度における建築研究所の主な活動は、ペルー、ルーマニア、トルコ、カザフスタン、エ

ルサルバドルとの Letter of Intent の締結、E ラーニング教材、英文講義ノートの充実などである。

今後も建築研究所は COE として UNESCO プロジェクトを推進していく予定である。 

 

図―１．５．２．２ 建築研究所ホームページの UNESCO-IPRED プロジェクトのポータルサイト 



１（５）②その他の国際協力活動の積極的な展開 

 

210 

（イ）JICA と連携した研究者の受け入れ 

建築研究所は、JICA と連携して積極的に開発途上国からの研究者の受け入れを実施している。平

成 24 年度に JICA と連携した研究者の受け入れは 12 件であった。 

 

表－１．５．２．１ JICA と連携した研究者の受け入れ 

国 名 所 属 人数 受入期間 備考 

フィリピン Bureau of Fire Protection 1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H24.7.17 

-７.20

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地震学・地震工学分野】

JICA 課題別研修「建築防

災コース(地震、津波、火

災等に対して)」 

 

アゼルバイジャン 
Ministry of Emergency 
Situations 

1 

アルジェリア 
National Center for Applied  Research in 
Earthquake Engineering (CGS) 

1 

インド 
Central Designs Organization, Central 
Public Works Department 

1 

トンガ Building Division, Ministry of Works 1 

ハイチ 
Technical Assessment of Building, Ministry 
of Public Works,Transport, Energy and 
Communication (MTPTCE) 

1 

タイ 
Construction Design Office, Department 
of Public Work/ Bangkok Metropolitan 
Administration 

1 

トルコ 
General Directorate of Construction 
Affairs, Ministry of Environment and 
Urbanization 

1 

 
モンゴル 
 

Division of Infrastructure Inspection, 
Ulaanbaatar city Specialized Inspection 
Agency 

1 

バングラデシュ 
Assistant Engineer/ PWD Design Division 
IV, Public Works Department 

1 

ベトナム 
Vietnam Institute of Architectural, Urban 
and Rural Planning 

1 

中国 
China institute of Building Standard 
Design & Research, The 2nd 
Engineering Design Dept. 

1 

 

 

（ウ）JICA 専門家派遣制度による職員の派遣 

建築研究所は、社会的要請を踏まえ、技術基準への反映につながる研究の中で開発した技術を広く

普及する使命を有するが、その対象は国内のみならず海外も対象になる。海外における研究成果の普

及手法として重要な役割を担うものが、JICA（国際協力機構）を通じた技術支援である。 

平成 24 年度は、JICA の要請に基づき、3 件の技術協力案件に対して、のべ 4 名の職員を海外研

究機関等へ派遣した。また、海外研究機関と共同研究を行うことを前提に競争的資金配分機関が JICA

と連携・公募した１件の技術協力案件についても講演の実施や技術支援などの取り組みを行った。 



１（５）②その他の国際協力活動の積極的な展開 

 

211 

 

表―1．5．２．２ JICA 専門家派遣制度による海外派遣（平成 24 年度） 

番号 渡航先国 JICAプロジェクト 期 間 役割 

１ ニカラグア 

ニカラグア 

「地震に強い住居建設技術改善プロ

ジェクト」 

平成 24 年 

10 月３日～1０月６日 
運営指導調査団員 

2 エルサルバドル 

エルサルバドル 

「低・中所得者向け耐震住宅の建築技

術・普及体制改善プロジェクト」 

平成 24 年 

10 月７日～１０月 13 日 
運営指導調査団員 

３ 

中国 
中国 

「耐震建築人材育成プロジェクト」 

平成 24 年 

12 月 12 日～12 月 19 日 
終了時評価調査団員 

４ 
平成 25 年 

３月 19 日～３月 23 日 
短期派遣専門家 

 

表―1．5．２．３ 競争的資金配分機関と JICA が連携・公募した技術協力案件（平成 24 年度） 

番号 プロジェクト 制度名 実施内容（平成2４年度） 

１ 

 

ペルー 

「ペルーにおける地震・

津波減災技術の向上」 

科学技術振興機構-国際

協力機構（JST-JICA）

地球規模課題対応国際科

学技術協力事業 

・平成 24 年 8 月にリマで CISMID（日本ペルー地

震防災センター）創立 25 周年記念シンポジウムで

の発表講演、アレキパでの防災教育設備視察、タク

ナでの日本・ペルー・チリ地震防災シンポジウムで

の発表講演、さらに、ペルーの隣国コロンビアにお

いて地震応答制御シンポジウムの開催と発表講演

を行った。 

・１１月にはリマ市およびカジャオ特別区での PS

検層調査同行ならびに地震記録回収、チンチャ・ア

ルタ市での常時微動調査同行、日本ペルー地震防災

センター（CISMID）およびペルー地球物理学研究

所（IGP）との打ち合わせを行った。 

・平成 25 年 3 月には、リマで静的加力実験および

振動台実験に関する技術支援、同事業による国際ワ

ークショップへの参加、クスコでは歴史建造物調査

を行った。 

 

ア）ニカラグア国「地震に強い住宅建設技術改善プロジェクト」 

平成 22 年度から開始された地震に強い住宅建設技術改善プロジェクトにおいて、建築研究所では

運営指導調査団員として平成 24 年 10 月に職員 1 名を派遣した。このプロジェクトでは、エルサル

バドルのプロジェクトにおいて研究・改善が進められた耐震住宅を参考に、ニカラグアの実状に沿っ

た技術マニュアルの作成が計画されている。本プロジェクトは、プロジェクトの開始から 2 年が経過

したが実施計画に対する遅れが顕著であるとの報告がある。今回の派遣ではその状況を把握し、構造

実験計画の再構築のための助言・指導を行った。 
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写真―１．５．２．２ ニカラグア・プロジェクト（カウンターパートとの打合せ） 

 

イ）エルサルバドル「低・中所得者向け耐震住宅の建築技術・普及体制改善プロジェクト」 

 中米のエルサルバドルにおける耐震住宅の建設促進に向けて建築行政の強化や制度の整備を目的

として、平成 21 年 5 月から JICA プロジェクト「低・中所得者向け耐震住宅の建築技術・普及体制

改善プロジェクト」が実施されている。建築研究所では、平成 24 年 10 月に運営指導調査団員とし

て職員 1 名を派遣し、アドベ造、コンクリートブロック(CB)造、ソイルセメントブロック（SB）を

用いた枠組み組積造（SB 造）に関する構造実験結果ならびに技術基準の策定に係る助言・指導を行

った。 

プロジェクトは平成 24 年 12 月で終了したが、エルサルバドルの関係機関が今後の継続的な研

究・基準化・普及活動についての計画を策定することとなっている。また普及活動の継続的支援につ

いて JICA 内部で検討中である。 

 

写真―１．５．２．３ エルサルバドル・プロジェクト（カウンターパートとの打合せ） 

 

ウ）中国「耐震建築人材育成プロジェクト」 

平成 20 年 5 月 12 日に発生した中国・四川大地震の復興支援策の一つである技術協力プロジェク

ト「中国耐震建築人材育成プロジェクト」は、平成 21 年 5 月から開始された。建築研究所では、

平成 24 年 12 月にはプロジェクト終了時評価調査団員として職員１名を派遣し、耐震技術の観点か

らプロジェクトのまとめ方や終了時の成果報告会などについて協議を行った。また平成 25 年 3 月に

は、短期派遣専門家として職員１名を派遣し、第 3 回日中耐震建築ワークショップにおける耐震建築

基準および構造設計法に関する技術指導を行った。また、このプロジェクトの一環として行っている

国際地震工学研修の中国耐震建築研修では、平成 24 年度は 18 名の研修生を受け入れた。 
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写真―１．５．２．４ 中国プロジェクト（第 3 回日中耐震建築ワークショップ） 
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ウ．中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

 

・ 国際連合教育科学文化機関（UNESCO）による建築・住宅地震防災国際ネットワークプロジェクト

の中核機関として、地震防災関係の国際ネットワークづくりや地震時の国際バックアップ体制の構

築を進めた。また、国際協力機構と連携し、開発途上国の研究者等の受け入れと、諸外国からの要

請に基づく技術指導等のために海外への職員派遣を行った。 

・ 引き続き、国際協力機構等と連携した開発途上国からの研究者等を受け入れ、諸外国からの要請等

による技術調査等のための職員派遣、UNESCO による建築・住宅地震防災国際ネットワークプロ

ジェクトの中核機関として、地震防災関係の国際ネットワークづくりや地震時の国際バックアップ

体制の構築に努める。 
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2．業務運営の効率化に関する目標を達成するため取るべき措置 

（１）効率的な組織運営 

■中期目標■ 

 3．（1）効率的な組織運営 

 研究ニーズの高度化、多様化等の変化への機動的な対応や業務管理の効率化の観点から、効率

的な運営体制の確保を図るとともに、管理部門の簡素化に努めること。 

 

■中期計画■ 

 ２．（１）効率的な組織運営 

 研究所の組織については、研究開発ニーズの高度化、多様化等への機動的な対応や業務運営の

効率化の観点から、研究部門での職員をフラットに配置する組織形態を基本とし、効率的な運営

体制の確保を図る。 

また、研究支援業務の質と運営効率の向上を図るとともに、管理部門の職員数を抑制する。

 

■年度計画■ 

 ２．（１）効率的な組織運営 

研究所の組織については、研究開発ニーズの高度化、多様化等への機動的な対応や業務運営の

効率化の観点から、研究部門での職員をフラットに配置する組織形態を基本とし、効率的な運営

体制の確保を図る。 

また、研究支援業務の質と運営効率の向上を図る。 

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成 2４年度計画の該当部分の抜粋である。 

 
 
ア．年度計画における目標設定の考え方 

 

・ 研究ニーズの高度化、多様化等への機動的な対応や業務運営の効率化のため、研究部門での職員

をフラットに配置する組織形態を基本とするとともに、効率的な運営体制の確保する。 

・ 研究支援業務の質と運営効率向上を図る。 
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イ．当該年度における取り組み 

 
（ア）研究領域ごとの研究者のフラットな配置 

建築研究所では、平成 13 年度の独立行政法人への移行以来、研究開発を的確に遂行できるよう、

研究部門の組織は構造、環境、防火など研究領域ごとのグループ制としている。また、各グループ

内において、機動的に研究開発が進められるよう、研究者をフラットに配置する組織形態を基本と

している。平成 24 年度においても、この組織形態を堅持し、理事長のイニシアチブの下、グリー

ンイノベーションによる持続可能な住宅・建築・都市の実現に向けた研究など中期目標に示された

研究や、東日本大震災等を踏まえた研究を実施するなど、社会的・国民的ニーズに対応した研究を

機動的かつ柔軟に行った。 
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図―2．1．1．1 建築研究所の組織図（平成 24 年 4 月現在） 

 

（イ）分野間横断的なプロジェクトチーム等による研究開発の実施 

分野を横断する重要な研究開発の実施にあたっては、効率的かつ明確に成果を上げられるよう、

グループの枠を超えて関連する研究者を集結したプロジェクトチームにより研究開発を推進した。 

研究予算の配分にあたっては研究リーダーに一括配分し、研究課題内での各研究者への予算配分

は研究リーダーにおいて行うなど、研究リーダーに中心的な役割を持たせている。 

建築研究所では、多くの個別研究開発課題の他、社会的要請の高い課題として平成 24 年度から

実施している研究課題「津波避難ビルに係る津波波力等の評価手法に関する研究」及び「天井の耐

震設計に係るモデル化・諸元の設定方法等に関する研究」など 10 の課題について、複数の研究グ

ループ、センターからなるプロジェクトチームを結成し、分野横断的に連携して効率的に取り組ん

だ。 
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表―2．1．1．1 プロジェクト・チームを結成した研究開発課題 

研 究 課 題 
実 施 

年 度 
構 造 環 境 防 火 材 料 

建 築 

生 産 

住 宅・

都 市

国際

地震

工学

1 
アジアの蒸暑地域に対応した低炭素型戸建

て住宅設計技術に関する研究 
H23-25  ○    ◎  

2 
木材の利用促進に資する中層・大規模木造

建築物の設計・評価法の開発 
H23-25 ○ ○ ○ ○ ◎   

3 
建築材料・部材の物理的耐用年数と資源循

環性に関する評価技術の開発 
H23-25    ◎ ○   

4 
建築構造計算の一層の適正化に資する工学

的判断基準の明確化に関する研究 
H23-24 ◎   ○ ○  ○ 

5 
長周期地震動に対する超高層建築物等の応

答評価技術の高度化 
H23-24 ◎    ○  ○ 

６ 

既存建築ストックの再生・活用を促進する

ための制度的・技術的課題の解明と技術基

準に関する研究 

H23-25 ○  ○ ◎ ○ ○  

７ 
開発途上国の地震・津波に係る減災技術の

高度化と研修の充実に資する研究 
H24-26 ○      ◎ 

８ 建物の強震観測とその利用技術 H24-26 ○      ◎ 

９ 
津波避難ビルに係る津波波力等の評価手法

に関する研究 
H24-26 ◎   ○ ○   

10 
天井の耐震設計に係るモデル化・諸元の設

定方法等に関する研究 
H24-25 ○    ◎   

※ ◎･･･研究リーダーが所属するグループ・センター 

※ ○･･･その他の担当研究者が所属するグループ・センター 

 

（ウ）研究支援業務の質と運営効率の向上のための取り組み 

ア）省 CO2 評価の的確な実施 

建築研究所では、国の要請をうけて、平成 20 年度より、技術指導と位置づけて国の施策である

住宅・建築物省 CO2 先導事業における評価を行っている。平成 24 年度においても、引き続き関係

する研究グループの研究者を併任させ、効率的な体制を整えて実施した。 

 

イ）国際研究協力の体制 

海外研究機関との研究協力や研究者の受け入れにあたっては、企画調査課国際班と担当研究者が

連携して対応している。平成 24 年度においては、企画調査課国際班に国際担当主任研究員を配置

し、国際研究協力協定の締結や研究者の受け入れ等の人的交流を進める体制を充実させた。 

 

ウ）専門研究員の雇用  

建築研究所では、研究職員を補佐し、研究支援を行う業務に従事させるために研究支援に係る修

士あるいは博士の学位を有する非常勤職員（専門研究員）を雇用している。平成 24 年度は 4 名の

専門研究員を雇用した。 

なお、建築研究所では、平成 20 年度より研究支援を行う非常勤職員に対して「専門研究員」と

いう新たな呼称を設けている。これにより、建築研究所から発信する研究成果等へのインパクトの

向上、専門研究員のモチベーションの向上、研究支援業務の更なる質の向上を図っている。 
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エ）研究支援部門の職員のスキルアップと非常勤職員の育成 

総務部、企画部等の研究支援部門の職員のスキルアップは、業務を効率化しつつ質を向上させる

うえで、内部統制上非常に重要なファクターであるため、可能な限り外部の研修会等に参加させ、

その能力の向上に努めている。平成 24 年度は、管理者研修、中堅職員スキルアップ研修、政府関

係法人会計事務職員研修、公文書管理研修及び関東地区行政管理・評価セミナーに参加させ、研究

支援業務の質の向上を図った。 

また、研究グループ長等や研究職員が効率的に業務を遂行するためには、研究支援部門の補助業

務を担う非常勤職員の育成を図ることが重要であるため、建築研究所では、非常勤職員を対象に経

理及び旅費手続き等に関する事務説明会を平成 24 年 4 月に開催した。 

 

オ）新規採用の研究者に対する事務説明会の実施 

建築研究所に新規に採用された研究者が研究開発を実施する上で必要となる事務手続きについて、

不正なくかつ円滑に行われるよう、平成 24 年 4 月に事務説明会を開催し、総務部及び企画部の各

課の主な所掌事務や業務の流れ、事務手続き上の留意点等を説明した。 

 
カ）所外研究者等と連携した研究開発等の業務運営 

 建築研究所は、住宅・建築・都市に関する研究開発を機動的かつ効率的に実施するため、外部機 

関との適正な役割分担による共同研究の実施、豊富な知識を有する所外の研究者から協力を求める 

ために客員研究員に委嘱、建築研究所の指導を希望する外部機関の研究者を交流研究員として受け 

入れ、建築研究所での研究を希望する特別研究員の受け入れ、研究課題に応じて委員会を設置して

外部有識者からの協力を得ている。このように、比較的小規模な研究機関ではあるが、所外研究者

等と連携し、規模以上の研究成果をあげるよう業務運営を行っている。 
 

キ）その他業務内容・業務フローの点検など最適な組織体制に向けた取り組み 

その他最適な組織体制に向けた業務内容・業務フローの点検として、建築研究所では研究費の使

用に関して毎年春に状況確認を実施している。担当課である企画調査課において、科学研究費補助

金の研究代表者に対し、科研費使用状況や収支簿の確認、購入物品の納入状況等の確認を行ってい

る。 

また、適切な組織体制の下で研究支援部門の職員数の抑制も図っており、研究支援部門の職員数

は平成 17 年度末時点で 33 名であったが、平成 24 度末年時点では 29 名となっている。平成 24

年度の研究支援部門の職員には、施設管理や情報技術担当 4 名、業務実績報告書の作成と独法評価

への対応、研究評価の実施、競争的資金の受け入れや共同研究の締結、研究成果の普及、国際連携

のロジ業務 6 名、他の独法の業務にはない国際地震工学研修の担当 2 名が含まれており、残りは通

常の総務及び人事、財務及び会計に関する業務に従事している。このように研究開発独法固有の一

般事務は増加する傾向にあるが、建築研究所では最適な組織運営体制を模索しつつ、研究支援部門

の職員数を抑制している。 
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ウ．中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

 
 研究所の組織運営を、研究部門での職員をフラットに配置する組織形態を基本としつつ、研究支

援業務の質と運営効率の向上のため、最適な組織体制の構築に努めた。 

 引き続き、研究開発ニーズの高度化、多様化等への機動的な対応や業務運営の効率化の観点から、

効率的な運営体制の確保、研究支援業務の質と運営効率の向上を図る。
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（２）業務運営全体の効率化 

■中期目標■ 

 ３．（２）業務運営全体の効率化 

 研究開発業務その他の業務全体を通じて、引き続き情報化・電子化を進めるとともに外部への

委託が可能な業務のアウトソーシング化を行うことにより、高度な研究の推進が可能な環境を確

保すること。 

内部統制については、更に充実・強化を図ること。 

対価を徴収する業務については、受益者の負担を適正なものとする観点から、その算定基準を

適切に設定すること。 

寄附金については、受け入れの拡大に努めること。 

特に、運営費交付金を充当し行う業務については、所要額計上経費及び特殊要因を除き、以下

のとおりとすること。 

一般管理費のうち業務運営の効率化に係る額について、前中期目標期間の最終年度（平成２２

年度）予算額に対し、本中期目標期間の最終年度（平成２７年度）までに１５％に相当する額を

削減すること。また、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直しを行

うこと。 

業務経費のうち業務運営の効率化に係る額について、前中期目標期間の最終年度予算額に対

し、本中期目標期間の最終年度までに５％に相当する額を削減すること 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７

日閣議決定）に基づく取組を着実に実施すること等により、契約の適正化を推進し、業務運営の

効率化を図ること。また、透明性の確保を追求し、情報提供の在り方を検討すること。 

 

■中期計画■ 

 ２．（２）業務運営全体の効率化 

研究開発業務その他の業務全体を通じて、引き続き情報化・電子化及び外部への委託が可能な

業務のアウトソーシングの推進等、業務の効率化により、高度な研究の推進が可能な環境を確保

するとともに、適正な運営管理を進める。 

内部統制については、引き続き充実・強化を図る。 

対価を徴収する業務については、受益者の負担を適正なものとする観点から、その算定基準を

適切に設定する。 

寄附金については、受け入れの拡大に努める。 

特に、業務運営全般を通じ経費の節減を進めるものとし、運営費交付金を充当し行う業務につ

いては、所要額計上経費及び特殊要因を除き、以下の通りとする。 

一般管理費のうち業務運営の効率化に係る額について、前中期目標期間の最終年度（平成２２

年度）予算額に対し、本中期目標期間の最終年度（平成２７年度）までに 15％に相当する額を

削減する。また、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直しを行う。

業務経費のうち業務運営の効率化に係る額について、前中期目標期間の最終年度予算額に対

し、本中期目標期間の最終年度までに５％に相当する額を削減する。 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成 21 年 11 月

17 日閣議決定）に基づき策定した随意契約等見直し計画を着実に実施するなど、契約の適正化

に向けた取組を推進するとともに、業務運営の効率化を図る。 

この場合において、研究等に係る調達については、他の独立行政法人の事例等も参考に、より
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効果的な契約を行う。 

また、契約に関する情報については、ホームページにおいて公表し、契約の透明性を確保する。

 

■年度計画■ 

 ２．（3）業務運営全体の効率化 

研究開発業務その他の業務全体を通じて、引き続き電子的情報共有システムの一層の活用等に

よる情報化・電子化、研究施設や庁舎の保守点検業務等外部への委託が可能な業務のアウトソー

シングの推進等、業務の効率化により、高度な研究の推進が可能な環境を確保するとともに、適

正な運営管理を進める。また、内部統制の充実・強化に努める。 

一般管理費のうち業務運営の効率化に係る額については、平成２３年度予算に対し３％削減し

た予算額の範囲内で経費の節減に努める。また、業務経費のうち業務運営の効率化に係る額につ

いては、平成２３年度予算に対し１％削減した予算額の範囲内で経費の節減に努め、これらによ

り効率的な執行を行う。 

契約については、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１

７日閣議決定）に基づき策定した随意契約等見直し計画を着実に実施するなど、契約の適正化に

向けた取組を推進するとともに、業務運営の効率化を図る。 

この場合において、研究等に係る調達については、他の独立行政法人の事例等も参考に、より

効果的な契約を行う。 

また、契約に関する情報については、ホームページにおいて公表し、契約の透明性を確保する。

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成 2４年度計画の該当部分の抜粋である。 

 

 

ア．年度計画における目標設定の考え方 

 

 情報化・電子化、アウトソーシングの推進等、業務の効率化により、高度な研究の推進が可能な環

境を確保するとともに、適正な運営管理を進める。 

 内部統制の充実・強化に努める。 

 一般管理費、業務経費について、中期目標で示された予算額の範囲内で経費の節減に努め、効率的

な執行を行う。 

 契約の適正化に向けた取組を推進するとともに、契約に関する情報をホームページで公表し、契約

の透明性を確保する。 
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イ．当該年度における取り組み 

 

建築研究所では、理事長が組織、予算、人事、研究開発など業務運営全てについて意思決定を行

っている。内部統制の充実を図りつつ、トップマネジメントにより以下の取り組みを実施し、業務

運営全般の効率化を推進した。 

 

（ア）業務の効率化 

ア）情報化・電子化の推進 

ａ．所内イントラネットの活用 

建築研究所では、所内で周知すべき文書（基本的な規程類等）、人事発令、旅費や物品購入に関わ

る予算執行状況、海外出張報告等について、所内イントラネットの積極的な活用により所内ホーム

ページ上での情報共有化を行っている。また、電子的な情報共有の一層の推進を図るため、e-mail

や共用サーバー等の利用を推進し、高度かつ効率的な研究の推進のための環境を確保している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－２．２．１．１ 所内イントラネット 



２（２）業務運営全体の効率化 

224 

ｂ．電子決裁システムの活用 

所内の簡易な案件については、決裁文書の電子決裁システム（グループウェアソフト「サイボウ

ズ」）の活用を推進した。これにより、簡易な決裁については決裁に要する時間の短縮等事務手続き

の簡素化が図られた。管理部門（総務課）における利用率は 18.5％であった。 

 

 

図―2．２．1．2 サイボウズによる電子決裁 

 
ｃ．モバイルパソコンなどの利用による業務の推進 

情報化技術の進展により、建築研究所では、幹部職員を中心に、職場外においても、携帯電話や

モバイルパソコンにより業務の遂行を可能としている。これにより所内外のコミュニケーションや

情報共有など円滑な情報交換等を可能としている。 

 

ｄ．Face to Faceによるコミュニケーションの奨励 

建築研究所では、所内でのイントラネット、共用サーバー、e-mailに加え、所外とのコミュニケ

ーションにおいてもe-mail等の利用を進めているところであるが、研究開発等にあたっては、国や

民間等の関係者の意向を十分に汲み取って実施する必要があるため、Face to Faceによるコミュ

ニケーションも重要であるとの認識にたち、職員には各種委員会等への参加により外部関係者との

交流やそれによる情報収集に努めることを奨励している。 

 

ｅ．文書のペーパーレス化の推進 

建築研究所では、電子的な情報共有の一層の推進を図ったほか、所内向け事務連絡及び職員情報

等の内部ホームページへの掲載、並びに両面印刷の徹底や印刷物等の裏面使用等の取り組みにより、

紙の使用枚数の削減に努めているところである。 

平成 24 年度における研究所全体での紙の購入枚数は約 167 万枚であり、前年度（170 万枚）

に比べると若干減少した。 
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図－２．２．１．３ 研究所全体での紙の購入枚数の推移 

 

表―2．２．1．1 研究所全体での紙の購入枚数の推移 

年度 13 18 19 20 21 22 23 2４ 

所全体での購入枚数

(千枚) 
2,180 2,024 1,741 1,722 1,589 1,671 1,696 1,675

職員 1 人あたり購入

枚数(枚) 
22,949 21,536 18,720 18,717 18,477 19,659 19,489 19,028

 

 

ｆ．柔軟な勤務形態 

建築研究所では、様々な業務スタイルに合わせるとともに、職員の生活と業務の調和や身体的な

負担の軽減を図るため柔軟に勤務時間を設定できるよう、フレックスタイム制や早出遅出勤務制度

を設けている。また、平成 23 年 10 月には、短時間勤務制度を新設している。 

また、職員に柔軟な勤務形態を許容する一方、Face to Face による組織内コミュニケーション

の円滑化と情報共有の重要性を鑑み、毎週火曜日は出張等を控える「在庁日」として、この日には

基本的に建築研究所に出勤することを職員に課している。 

 

ｇ．災害に対応した情報インフラの確保 

 平成23年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）において、建築研究所が所

在するつくば市大穂地区では約12時間にわたり停電した。その際、所内では、非常用電源（自家用

発電）に切り替えたことにより、所内の電気系統や電話・FAX等の情報インフラは確保できた。しか

し、建築研究所のインターネットは商用電源により稼働させているため、ホームページの閲覧および

Emailの使用は商用電源の復旧まで使用できなくなった。 

このことを踏まえインターネット電源は、商用電源が停電した場合に自動的に非常用電源に切り替

える電力システムを構築することとし、平成23年度施設整備費補助金第1次補正予算にて予算措置を

行い、平成24年度に完成した。 

 

(千枚) (枚) 
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ｈ．情報セキュリティへの対策 

 建築研究所では情報化・電子化に関するセキュリティ対策も適切に行っている。 

情報発信に関しては、「独立行政法人建築研究所ホームページ管理運営要領」を定め、情報の掲載

基準や掲載手続き等をまとめ、所内に周知徹底している。 

情報受信に関しては、インターネットを通じたウィルス対策としてファイアウォールサーバを導入

するとともに、迷惑メール対策システムによる判別作業を自動的に行っている。このほか、悪質なコ

ンテンツの排除、情報漏洩の防止等を目的に、情報セキュリティ担当課（情報・技術課）により動画

サイトなどに対してインターネット閲覧制限を行っている。 

なお、平成24年7月には、建築研究所における情報及び情報システムの利用状況を踏まえつつ、情

報及び情報システムについて、所内の利用におけるリスクや所外からのリスク等様々な脅威から守る

ための効果的な対策を講じるため「独立行政法人建築研究所情報セキュリティポリシー」を定め、こ

れに基づいた情報管理、情報システムの運用等を行っている。 

また、保有する情報のうち法人文書については、平成23年4月1日施行の「公文書等の管理に関す

る法律」に基づき、平成23年3月22日付で「独立行政法人建築研究所文書管理規則」を定め、法人

文書ファイルの適切な管理を行っている。また、個人情報については、「独立行政法人建築研究所が

保有する個人情報の適切な管理に関する規程」に基づき点検リストを作成し、各所属において個人情

報の管理方法等のチェックを毎年行っている。 

 

イ）アウトソーシングの推進 

ａ．平成 24 年度の状況 

建築研究所では、研究者が自ら行うべき研究開発業務に集中・特化することが可能となるよう、

また、高度な研究の推進が可能な環境が整備されるように、定型的業務や単純作業など外部への委

託が可能な業務であり、かつコスト節減につながる場合には、アウトソーシングを推進している。 

アウトソーシングを実施している業務を類型化すると、試験体の作製、実験の補助、研究実施上

必要な資料の収集など研究者自らが実施することが困難もしくは外注する方が効率的な「研究補助

業務」、研究施設や庁舎の保全、施設設備の保守点検など定型・単純な「研究支援業務」に別れる。 

なお、外部委託にあたっては、高度な技術力、知識の有無、実施体制等の企画力を求める必要が

ある案件については企画競争方式により契約を行い、それ以外のものは一般競争入札により契約を

行っている。 

 

表―2．２．１．２ アウトソーシングの例 

 業務内容 業務外注先 
外注金額 

（千円） 

1 国土技術政策総合研究所等の施設管理・運営業務 民間会社  379,502

２ 平成２４年度クレーン保守点検業務 民間会社  5,754

３ 車両管理等業務（単価契約） 民間会社  2,958

４ 関東以北強震計観測施設(12)保守点検・修理業務 民間会社  2,835

５ ＲＣ造非構造壁付き架構試験体製作及び廃棄業務 民間会社  9,923

６ 鉄骨造フレーム試験体載荷実験補助業務 民間会社  2,310

７ 建築環境実験棟熱貫流試験装置外 10 件(12)保守点検・修理業務 民間会社  5,945

８ 実大構造物実験棟加力計測システム外 1 件(12)保守点検業務 民間会社  6,804

９ ばくろ試験場気象因子測定装置(12)保守点検・修理業務 民間会社  845

１０ 火災風洞実験棟火災風洞装置外 1 件(12)保守点検・修理業務 民間会社  2,226
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ｂ．つくば市内国交省系５機関による共同調達 

事務の省力化、契約の公正性の確保及びコストの縮減を目指し、消耗品等の一括調達の取組に関

して、「行政効率化推進計画」（平成 16 年 6 月）や「ＩＴを活用した内部管理業務の抜本的効率

化に向けたアクションプラン」（平成 20 年 5 月）を踏まえて「単価契約による一括調達の運用ル

ール」（平成 21 年 1 月）が策定された。同ルールでは、平成 23 年度より地方支分部局も共同調

達の導入を検討することとされた。 

こうした経緯から平成 23 年度から、つくば市内にある国土交通省系の５つの機関（建築研究所､

国土技術政策総合研究所、国土地理院、気象庁気象研究所、土木研究所）が共同で､コピー用紙など

６品目について、単価契約による共同調達を行っている。この結果、平成 24 年度では、平成 22

年度を 100 として単価を比較すると、例えばコピー用紙（Ａ４）1 箱で 90、（Ａ３）1 箱 89 と

なり、調達数量が 5 機関分となって大きくなったことにより、総じて単価が安くなったため経費の

削減ができ、また契約事務を分担したことにより業務の軽減を図ることができている。 

 
表－２．２．１．３ 実施品目と契約事務担当機関 

実 施 品 目 契約事務担当機関 

コピー用紙 建築研究所 

事務用消耗品 国土技術政策総合研究所 

ＯＡ用消耗品、ゴム印製作 国土地理院 

物品運送、トイレットペーパー購入 土木研究所 

 

ｃ．公共サービス改革対象事業の取り組み 

「競争入札導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 18 年法律第 51 号）に基づく競

争の導入による公共サービスの改革については、「公共サービスによる利益を享受する国民の立場に

立って、公共サービスの全般について不断の見直しを行い、その実施について、透明かつ公正な競

争の下で民間事業者の創意と工夫を適切に反映させることにより、国民のため、より良質でかつ低

廉な公共サービスを実現することを目指すものである。」とされている。 

上記を踏まえ、平成 22 年度より公共サービスの民間競争入札に関する検討を重ねていたところ

であるが、平成 23 年 7 月 15 日に閣議決定された「公共サービス改革基本方針」（別表）におい

て、民間競争入札の対象として選定された国土技術政策総合研究所（旭地区、立原地区）、独立行政

法人土木研究所、独立行政法人建築研究所の 3 機関（４対象施設）は、表－２．２．１．４に示す

対象業務を「国土技術政策総合研究所等の施設管理・運営業務」としてまとめ、連名による契約と

して、平成 24 年 4 月１日から平成 28 年 3 月 31 日までの 4 年間を実施期間とした業務発注手

続きを行い、平成 24 年 2 月に落札者決定に至り、平成 24 年度から実施している。 
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表―２．２．１．４ 「国土技術政策総合研究所等の施設管理・運営業務」内容 

項目 内容 

対象施設の概要 （その１） 

施設名称：国土技術政策総合研究所（旭庁舎） 

所在地 ：茨城県つくば市旭１番地 

入居官署：国土技術政策総合研究所、独立行政法人土木研究所 

敷地面積：922,328 ㎡ 

対象施設：建物 49 棟、その他構内工作物、外構 

（その２） 

施設名称：国土技術政策総合研究所（立原庁舎） 

所在地 ：茨城県つくば市立原１番地 

入居官署：国土技術政策総合研究所、独立行政法人建築研究所 

敷地面積：21,000 ㎡ 

対象施設：建物 4 棟、その他構内工作物、外構 

（その３） 

施設名称：独立行政法人土木研究所（つくば） 

所在地 ：茨城県つくば市南原１番地６ 

入居官署：独立行政法人土木研究所 

敷地面積：333,475 ㎡ 

対象施設：建物 52 棟、その他構内工作物、外構 

（その 4） 

施設名称：独立行政法人建築研究所 

所在地 ：茨城県つくば市立原１番地 

入居官署：独立行政法人建築研究所 

敷地面積：179,382 ㎡ 

対象施設：建物 37 棟、その他構内工作物、外構 

施設管理業務の対

象業務 

 

 

 

 

 

 

・庁舎等施設保全業務 

 （建築・設備の点検保守、機械設備・電気設備の運転監視、防災非常設備の点検保守、

中央監視制御設備の運転監視・点検保守、執務環境等定期測定及び法令検査、電気

保安） 

・昇降機設備点検保守（全 13 基） 

・警備業務（守衛、構内警備等） 

・清掃業務（庁舎、屋外の清掃） 

・その他業務（信号機点検、会議用放送設備点検、自動ドア点検等） 

実施期間 

 

4 年間 

平成 24 年 4 月１日から平成 28 年 3 月 31 日まで 
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ｄ．アウトソーシング業務の適正管理 

建築研究所では適切なアウトソーシングを実施するため、発注段階においては措置請求チェック

リストを活用し、関係部署のそれぞれの立場から必要な項目（アウトソーシングの必要性、必要経

費の算出方法など）を確認するとともに、理事長を委員長とする契約審査会においては、契約方法

の適否などについて審査を行っている。 

また、アウトソーシングとして発注した業務の実施段階においては、職員が適切に関与すること

を徹底することにより、質の高い成果の確保に努めている。 

 

ｅ．専門研究員の雇用による効率的な研究 

研究開発の過程では、研究所の職員が専門としない分野のノウハウやスキルが必要な場合がある。

このような場合、ノウハウやスキルを有する研究者の一時的な雇用により、研究の一部分の補完を

行うことは、組織的にも高度な研究の推進が可能な環境を確保することにつながる。このことから、

平成 24 年度は、４名の専門研究員（研究を支援する非常勤職員）を雇用し、多岐にわたる研究を

実施した。 

 

ｆ．その他 

 建築研究所が行っている研究開発等は国の技術基準の作成等に反映するものである。このような

研究は建築活動の当事者である民間よりも、公正・中立な立場にある公的研究機関が担当する方が

適切である。また、具体的な研究課題や研究方法を自ら設定し、必要に応じて大規模な実験施設等

を活用して実施するものであるため、収益性を重視する民間が取り組むにはリスクが大きい。した

がって、公的機関と民間企業とに競わせる官民競争入札はなじまない。 

国際地震工学研修は、地震学、地震工学、津波防災に関するその時々の最先端の知見・技術を取

り入れながら研修を実施している。特に長年の研修実施で蓄積した独自のノウハウや外部講師陣も

含む人的基盤に加え、地震学や地震工学の研究を並行して行い、その成果を研修に反映しているこ

と、UNESCO 等の国際機関や各国の関係研究機関、研修修了生との強固なネットワークがあるこ

となどによって出来上がった研修実施体制は、他の機関においては容易に構築できない。このこと

から、国際地震工学研修についても官民競争入札にはなじまない。 
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（イ）内部統制 

ア）トップマネジメントによる内部統制の充実・強化 

建築研究所では、理事長が組織、予算、人事、研究開発など業務運営すべてについて意思決定を

している。これら理事長の内部統制を確実なものとするため、所内では、毎週火曜日に、理事長以

下の幹部及び研究支援部門による所内会議を開催するとともに、各研究グループ等においてもグル

ープ内会議を開催している。また、理事長自らが研究グループ・センター及び研究支援部門ごとに

職員との定期的な意見交換会も開催しているほか、理事長は、職員に対して統制活動、情報伝達、

モニタリングが可能な体制を構築している。さらに、年始には理事長による訓辞を行い、その年の

所の方向性を役職員に示している。 

上述の会議等により、その時々に応じた組織の姿勢やミッションを職員に徹底するとともに、研

究開発をする中で覚知した重要な外部情報を所内で共有することが可能となっている。また、会議

等の議論の中で、職員の意向の把握、法人ミッション達成を阻害するバリアの把握、業務の必要性

や新たな業務運営体制の検討・考察も行うことができている。さらに、課題が発生した場合には、

理事長、理事ら幹部と担当部局を中心に組織一丸となって対応案を迅速に作成し、所内に周知徹底

できる体制となっており、ミッションや中期計画に基づく業務を円滑に運営するための取り組みを

行っている。 

 

ａ．研究開発における内部統制 

中期目標を達成するべく有効かつ効率的に研究開発を進めるため、研究開発における理事長に

よる内部統制は、主として内部評価及び進捗状況ヒアリングを通して実施している。内部評価は

建築研究所の研究評価実施要領（ホームページで公表）に基づく研究評価であり、進捗状況ヒア

リングは年度計画（ホームページで公表）に基づくものである。これらは研究グループ単位で 5

月、12 月の計 2 回実施し、理事長自らが研究課題の内容や進捗状況を把握し、必要な見直しを

指導したほか、終了した課題に対しても、今後の研究開発や成果の効果的な普及に向けた指導を

行い、その結果に基づき、所内研究者は内容の修正など適切に対応した。また、研究評価結果を

踏まえ、理事長は研究予算の配分を行った。なお、研究評価の指標は、研究評価実施要領におい

て、評価項目として定められている。 

また、毎年度、運営費交付金の削減などの課題に直面しているため、国の技術基準等に反映し

うる研究開発を行って成果を還元するという建築研究所本来のミッション達成に必要な研究開発

に支障が生じるリスクがある。他の機関と共同研究を行うことが効果的・効率的であると見込め

る場合の適切な役割分担の下での共同研究を行いつつ、各研究者の競争的資金等の獲得状況を把

握・分析した上で、自己収入の確保に向けた努力として、「一人一件以上申請」を建築研究所の目

標として競争的資金等外部資金の獲得に取り組むとともに、研究代表者には獲得状況に応じて研

究予算を増額するというインセンティブを設けるなどの対策案を理事長ら幹部が作成し、所内会

議等を通じて周知徹底している。 

さらに、毎年度の人件費の削減、人事交流活性化としての研究者の転出、研究者の高齢化など

により、各分野で主力となる専門的な研究職員減少のリスクが生じている。研究開発にあたって

は、外部機関との共同研究や客員研究員の招聘等により効率的・効果的に成果を挙げるための取

り組みも行いつつ、所内の各分野の人員配置に配慮しながら適正な人員管理のもと、若年研究者

をテニュア・トラック制度適用の任期付研究員として計画的に採用している。 

 平成 24 年度は、25 年度採用予定として建築構造、防火、建築生産、住宅・まちづくり、建

築環境、地震学の 6 分野の任期付研究員の公募を行い、厳正な審査の結果、計 5 名を採用するこ

ととした。 
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ｂ．災害対応 

建築研究所は、中期目標において災害派遣等の技術指導を的確に実施することとされている。

また建築研究所は、災害対策基本法に基づく指定公共機関として指定されていることから、防災

業務計画を策定して防災対策を総合的・計画的に進めてきたところである。 

しかし、地震災害発生時（初動時）に限っては、研究所としてなすべき事項の体系化が十分と

は言えず、初動体制確立における判断指標が未整備であったことから、中期目標等に示される災

害対応を的確に行うにあたってのリスクと認識し、平成 24 年度中に理事長の指示により「地震

災害時初動マニュアル」の整備を行った。作成過程において、グループ長等会議でその問題意識

の周知とその対応策について幾度も協議を重ね、平成 24 年 12 月に策定した。 

これにより、例えば、建築研究所近傍、東京 23 区、それら以外の国内地域での地震震度を区

分し、それに応じて職員自らが何を行い、研究所としてどのような体制をとるか等の初動時の対

応を明確にした。今後も、災害関係諸規程の他、このマニュアルも活用し、災害対応を行ってい

く。 

また、建築研究所では毎年防災訓練を実施しており、役職員一人一人が実際の災害等に対応で

きるように努めている。平成 24 年度は、東日本大震災時の教訓を踏まえ、大地震が発生した場

合の初動対応の再確認を目的として、メールによる安否確認及び地震災害対策本部設置・運営の

訓練を実施した。 

 

ｃ．コンプライアンス 

建築研究所では、職員の倫理保持の観点から「独立行政法人建築研究所倫理規程」と「建築研

究所行動規範」を平成 18 年 3 月に制定しており、また研究上の不正行為防止の観点から、平成

21 年 3 月に「独立行政法人建築研究所における研究上の不正行為の防止及び対応に関する規程」、

平成 24 年 1 月に「独立行政法人建築研究所における公的研究費等の適正な管理に関する規程」

と「独立行政法人建築研究所における公的研究費等の不正防止計画」を制定し、研究業務を行う

職員のコンプライアンス意識を高めてきた。 

平成 24 年 5 月には、一層の建築研究所の具体的なコンプライアンス推進方策等を実施するた

め「独立行政法人建築研究所コンプライアンス規程」の制定を行った。これにより、研究所の業

務に関して、役職員等の法令違反及び不正行為等を防止するとともに、公益通報者保護法に基づ

く通報に適正に対応し、研究所の業務運営の公正性を確保するとともに研究所におけるコンプラ

イアンスを推進している。 

また、同コンプライアンス規程に基づく建築研究所コンプライアンス委員会を平成 24 年 6 月

に開催し、平成 24 年度コンプライアンス推進計画を策定した。さらに、11 月には、理事長を

はじめ幹部職員も多数出席のもと、所内において外部講師によるコンプライアンス研修を実施し、

役職員のコンプライアンス意識の向上を図った。 

 

ｄ．その他の内部統制 

財務については理事長が意志決定を行っているが、監事や会計監査人の監査のほか、契約監視

委員会のチェックを受け、結果を公表している。 

また、労働安全衛生法に規定する職場巡視を、産業医と衛生管理者により毎月 1 回定期的に実

施し、年度内にほぼ全ての実験棟及び関連施設を巡視した。なお、理事長自ら巡視に同行し、実

験棟等の安全環境の把握に努めた。産業医からの指導内容はイントラネットに掲載して所内で共

有を図ったほか、例えば指導のあった試薬や有機溶剤の使用・管理について点検するなど対応を
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進め、実験棟の作業環境の改善、労働災害の防止、業務運営の効率化に努めた。 

業務運営にあたっては、国民のニーズの把握に努めており、具体的には理事長の指導のもと、

講演会でのアンケート実施、各種学協会での情報収集、広報誌やホームページによる質問の受付

を行った。 

このほか、理事長の指示のもと各種メディアを通じた情報発信にも力を入れており、平成 24

年度も専門紙記者との懇談会等を行った。 

 

 イ）監事監査 

建築研究所では、理事長が組織運営のすべてを意思決定していることを踏まえ、監事監査及び監

査法人監査が実施されている。監事及び監査法人は、監査結果を理事長に対して文書と口頭でもっ

て報告している。平成 24 年度は監事監査結果の報告が平成 24 年 10 月 30 日と平成 25 年 3 月

12 日に、法人監査結果の報告が平成 24 年 6 月 15 日に行われた。理事長はそれぞれの監査報告

があった際迅速に対応を行い、その状況を監事等に回答している。 

例えば、「研究業務の状況」に関する監査においては、監事が各研究グループ長、国際地震工学セ

ンター長と面談し、研究業務、組織・人事、安全管理などについての取組状況等を聴取し、研究所

の業務等が適正に行われているか、問題点・懸案がないか等入念な監査が行われており、適切に研

究業務が実施されているとの講評を得ている。 

平成 24 年度においても、定期監査のほか、平成 23 年度に締結した主要な契約について公告内

容、契約審査会付議状況、応札の状況及び落札の状況等についての臨時監査が 5 月 16 日に実施さ

れ、監事より適切に実施されている等の講評を得ている。 

これら監事監査の結果や対応状況は、メール等で所内に周知されている。 

 

（ウ）対価を徴収する業務の適正な執行 

ア）実験施設の貸出 

実験施設等の効率的利用と自己収入の増大を図るため、研究所の業務に支障のない範囲で、外部

機関に貸し出しを行っている。平成 24 年度においても、外部機関が施設利用に必要な情報を簡便

に入手できるよう、手続き等の情報をホームページで公表した.。 

なお、平成 23 年 7 月に、平成 13 年度の独法化以降、据え置いてきた施設利用料について、維

持修理費率の見直し、準備・片づけに要する直接人件費の加算、間接経費率の見直しを踏まえた新

料金に改定している。これは、「独立行政法人が行う事業の横断的見直しについて」（平成 22 年 5

月 18 日行政刷新会議決定）の２（４）において「国民生活の負担が生じない範囲において、事業

の受益者に対して適正な負担を求めることにより国費の縮減を図る、（以下略）」とされたことを受

けた対応である。 

 

イ）受託業務 

建築研究所は、建築研究所法で示される業務について、大臣により認可された業務方法書におい

て委託に基づいて行う試験研究等の業務を受託することができるとしている。 

平成 24 年度は、床衝撃音の遮断性能を測定する受託業務 1 件（約 77 万円）を実施した（平成

23 年度は 1 件・約 29 万円）。受託にあたっては、重点的研究開発課題の実施等の建築研究所本来

のミッション遂行に支障がないか等を吟味したうえで、上述の施設利用料等に基づいて適切な対価

を設定し、受託業務取扱規程に基づいて受託契約を結んでいる。 

なお、受託業務が毎年度 1 件程度と少ない理由として、行政支援型の研究開発独立行政法人であ

る建築研究所は、国土交通大臣が示した研究目標に即して中期計画で定めた重点的研究開発課題等
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を実施すること等の建築研究所の本来のミッションに研究開発資源を優先的・重点的に投入してい

ることがある。 

 

（エ）寄付金の受け入れ 

建築研究所では「独立行政法人寄付金等受入規程」に基づき、寄附金の受け入れを制度化してお

り、ホームページでその旨を公表するとともに、手続きを案内している。 

平成 24 年度は、長周期地震動に対する超高層鉄骨造建物の耐震安全性評価法に関する研究等に

ついて、2 件 7,000 千円の寄付金を受け入れた（平成 23 年度は実績なし）。 
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（オ）一般管理費及び業務経費の節減 

ア）経費節減の状況 

ａ．一般管理費 

運営費交付金を充当して行う業務の一般管理費（所要額計上経費及び特殊要因分を除く。）につ

いては、計画的・効率的な経費の節減に努めつつ、外部資金に係る経費等を除き、予算に定める

範囲内（3%抑制）での執行を行った。 

この結果、平成 23 年度予算に対して、3,391 千円の経費を削減して 3.0%の削減となり、平

成 22 年度予算に対しては、8,101 千円、6.9％の経費削減となった（平成 23 年度は平成 22

年度予算に対し 4,710 千円削減）。 

 

ｂ．業務経費 

運営費交付金を充当して行う業務経費（所要額計上経費及び特殊要因分を除く。）については、

業務運営全般を通じた経費の節減に努めつつ、予算に定める範囲内（1%抑制）での執行を行っ

た。 

この結果、平成 23 年度予算に対して、4,258 千円の経費を削減して 1.0%の削減となり、平

成 22 年度予算に対しては、77,311 千円、15.5％の経費削減となった（この 15.5%の削減分

には、特殊要因として「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7

日閣議決定）等を踏まえた事業規模の縮減分の 13.6％に相当する額が含まれる。平成 23 年度

は平成 22 年度予算に対し 73,053 千円削減）。 

 

表―２．２．１．５ 経費節減のための主な取り組み事例 

経費 取組事例 

一般管理費 ・昼休みにおける執務室の消灯、人感センサー付き照明による光熱費の削減 

・紙等の消耗品の節約、コピー紙の裏面利用 

・所内の連絡・通知等の文書の電子化 

・電力のデマンド契約 

・事務用消耗品、コピー用紙などについて、他機関との共同調達 

・庁舎施設保全業務などについて、他機関と一体で契約   など 

業務経費 ・研究予算の配分にあたっては、あらかじめ総枠を決め、各研究グループ等へのヒアリン

グを踏まえ、詳細に査定 

・研究実施にあたっては、共同研究など外部研究機関と連携して実施 など 

 

イ）業務運営効率化検討会議 

 建築研究所では、研究ニーズの高度化や多様化等への機動的な対応や業務管理の効率化の観点か

ら効率的な運営体制の確保を図り管理部門の簡素化を推進するために、平成２４年１月に所内に「業

務運営効率化検討会議」を設置した。この会議は、総務部長を委員長とし、総務部、企画部及び国

際地震工学センターの課室長を委員とする会議で、平成 24 年度は 3 回開催し、各課室から年度内

に行った業務運営コストの縮減業務効率化をはかったものや次年度以降業務運営コストの縮減及び

業務効率化のために取り組むべき事項について報告と検討を行った。 

平成23年度に検討した結果として平成24年度の業務運営のコスト縮減を行ったものとしては、

定期刊行物の購読の大幅削減、車両管理業務における委託車両台数の１台減などを実施した。 

また、平成 24 年度は、有識者等会議におけるお茶の支給の限定化や、幹部会議等の位置づけの

明確化と出席者見直しによる効率化などを検討した（平成 25 年度から実施）。 
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引き続き、各課室で検討している平成 25 年度以降の業務運営コスト縮減や業務運営の効率化に

関する取組について、業務運営効率化検討会議において所全体的な観点から実施策の具台的な検討

を行い、積極的にコスト縮減や業務の効率化に努めていく。 

 

ウ）東日本大震災を踏まえた節電 

 建築研究所では、平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災（東北地方太平洋沖地震）に伴

う電力不足に貢献するため、所内の地震災害対策本部（本部長：理事長）の決定に基づき、地震直

後から昼夜を問わず事務室等照明の必要最低限の点灯や継続実験が必要な装置以外の稼働を控える

などの節電に努めた。 

平成 24 年度についても、「今夏の政府の節電行動計画」（平成 24 年 6 月 5 日）において、東京

電力管内は、一昨年比 10％程度を削減することを確実なものとするよう使用最大電力の抑制に努

めることが決定されたことに伴い、建築研究所は、国土技術政策総合研究所（立原庁舎）と協力し、

平成 24 年 6 月 26 日に「立原地区夏季の節電実行計画」をまとめ、7 月 2 日より 9 月 28 日ま

で総務課への特定装置の使用計画の事前提出による使用電力量の把握等の対策を実施した。 

需要設備電力 2,200kW に対し、使用制限率 0.90（削減率 10％）、使用できる電力の限度は

1,980kW であったが、節電事項計画を遵守した結果、使用電力の最大値は 1,780kW で（9 月

11 日、削減率 12.1%）、9 月 28 日までの最大使用電力の平均は 1,305kW（削減率 34.1%）と

な り、節電に大きく貢献した。また、このようなデマンドの状況を踏まえて今後もこの取り組み

を継続することとし、契約電力を 2,200kW から 2,000kW に引き下げた（平成 24 年 10 月）。 

 

表―２．２．１．６ 「立原地区夏季の節電実行計画」概要 

項目 内容 

対象施設 国土技術政策総合研究所（立原庁舎） 

独立行政法人建築研究所 

（電力購入契約は 2 者による連名契約） 

立原地区の 

電力使用制限 

 

・立原地区の需要設備電力  2,200kW 

・使用制限率        0.90（削減率 10%） 

・使用できる電力の限度   1,980kW 

実施期間 平成 24 年７月 2 日から平成 24 年９月 28 日までの平日 

具体的取り組み ・照明、OA、その他機器 

 （照明の間引き点灯、プリンター等の使用合理化、OA 機器の省エネモード活用等） 

・共用部分 

 （玄関ホール等照明の消灯、エレベータの運転台数削減、トイレのジェットタオル使

用停止等） 

・空調設備 

 （温度設定 28℃の厳守徹底、会議室等未使用時間のスイッチ停止操作、クールビズの

徹底等） 

・実験施設 

 （継続使用している実験装置の見直し又は集約化、実験実施時期・時間の見直し、実

験実施日を調査し集中使用日の分散化等） 

・長期休暇取得の促進 

・その他 

 



２（２）業務運営全体の効率化 

236 

エ）公的研究費の適正な管理のための取り組み 

 平成 24 年 1 月に策定した、「独立行政法人建築研究所における公的研究費等の適正な管理に関

する規程」及び「独立行政法人建築研究所における公的研究費等の不正防止計画」に基づき、平成

23 年度に引き続き、所における公的研究費等の適正な使用を進めた。 

また、契約関係の事前審査など会計に関する各種規程に基づく契約事務の実施、会計システムの

活用による研究費等の執行状況や契約状況の把握、研究課題の進捗状況ヒアリングでの確認、監事

監査及び監査法人による監査、契約監視委員会の審査等を実施し、適正な執行、契約・調達を行っ

た。契約情報はホームページで公表し、透明性確保に努めた。 

 

オ）その他経費節減と効率的な執行に向けた取り組み 

 業務管理コストの縮減のため、研究支援部門の効率化（所内イントラネットによる情報共有、電

子決裁システムの活用など）、効率的な運営体制（研究支援部門の職員のスキルアップ、研究テーマ

に応じて必要な研究者で編成するプロジェクトチームによる研究開発、非常勤職員の雇用管理・育

成など）、アウトソーシングの活用（定型的作業や単純作業など外部委託が可能な業務であり、かつ

コスト削減につながるもの）、計画的な施設の整備等を行った。また、技術指導、競争的資金等外部

資金の獲得、施設・設備の効率的利用、知的財産権の実施などにより自己収入の確保に努めた。 

 

カ）平成 25 年度予算執行に向けた対応 

 平成 25 年 1 月に示された平成 25 年度予算は、前年度予算に比して、業務経費が 0.8％減、全

体で 2.4％減となった。このため、平成 24 年度中に、25 年度の業務経費の執行計画を慎重に作

成して、一層の経費節減と業務運営の効率化を図っている。 
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（カ）契約の適正性の確保 

ア）契約における競争性・透明性の確保 

 建築研究所では、契約における競争性・透明性を確保するため、「独立行政法人建築研究所契約業

務取扱規程」において、随意契約によることができる限度額、契約情報の公表に係る基準等を国に

準拠して定めている。 

一般競争入札や企画競争等で行う個々の契約案件については、理事長を委員長とする契約審査会

において、仕様書、積算、応募要件、評価基準等が適切であるかどうか、過度な制限が設けられて

いないかなどの審査を行い、競争性・透明性の高い発注を行った。 

また、平成 21 年 11 月 17 日に閣議決定された「独立行政法人の契約状況の点検・見直しにつ

いて」を踏まえ、平成 21 年度から新たに外部有識者及び監事によって構成された契約監視委員会

を設置し、競争性のない随意契約及び一般競争入札等についての点検等を行っている。平成 24 年

度は平成 25 年 2 月 4 日に同委員会を開催し、その結果をホームページで公表している。なお、「入

札公告及び仕様書の表記について、入札公告の業務実績等の証明及び仕様書の資格要件等について、

幅広く参入する機会を確保するため、表現等に誤解を招かないようにすること。」との指摘があり、

平成 24 年度中にその対応を検討した結果、平成 25 年度早々の 4 月の所内グループ長等会議おい

て、仕様書に資格要件を記載しないことを文書で周知し、徹底を図っている。 

なお、以前より、公告期間を十分に確保するため、閉庁日（土日、祝日、年末年始）を除く実質

10 日間の公告期間を確保することとし、拠点制限を地域的なものから時間制限とするなど参加要

件の見直しを行っている。また、調達情報配信サービスに加え、発注予定情報をホームページに掲

載して四半期ごとに見直し・更新し、建築研究所の発注予定の外部に対する周知を図っている。 

 

有 無 合

　　 否

以上

　　　以下

発注部署 会計課 契約審査会 企画調査課

修正の
有無

合否

審査書類作成 事前チェック 審　　査

修正後審査へ

修正後再審査
又は取り止め

発注書類作成

契約手続開始

予定価
格100万

仕様書、設計
書等の審査

発注部署からの措置請求、契
約締結についてそれぞれ管財
担当、契約担当、副参事、課長
（契約額に応じて、総務部長、
理事、理事長）による決裁を行
う  

図－２．２．１．４ 契約事務の流れ 
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イ）随意契約の見直し 

平成 19 年 12 月 24 日に閣議決定された「独立行政法人整理合理化計画」を踏まえて策定・公

表した「随意契約の見直し計画」に基づき、平成 20 年度から真にやむを得ないもの以外は一般競

争入札等に移行した。 

また、平成 21 年度に開催した契約監視委員会の点検結果を踏まえ「随意契約等見直し計画」を

策定し、平成 22 年６月に公表した。 

 

表－２．２．１．７ 契約状況の比較表 

 
契約件数

（件） 

契約額 

（千円） 

平均落札率

（％） 

随契の割合（%） 

(契約件数/契約額) 

般競争入札 

20年度 91 642,094 92.5  

21年度 88 471,138 89.8

22年度 91 533,982 89.4

23年度 67 590,972 85.6

24年度 66  706,993 88.3

企画競争 

20年度 9 58,585 94.6  

21年度 5 48,295 96.4

22年度 6 52,848 97.7

23年度 5 34,007 97.9

24年度 5 26,334 98.2

随意契約 

20年度 8 22,540 － 7.4／3.1

21年度 9 30,380 － 8.8／5.5

22年度 7 17,463 － 6.7／2.9

23年度 8 37,915 － 10.0／5.7

24年度 9 162,785 － 11.3／18.2

合  計 

20年度 108 723,219 －  

21年度 102 549,812 －

22年度 104 604,293 － 

23年度 80 662,895 －

24年度 80  896,112 －

注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。 

 

表－２．２．１．８ 主な随意契約とその理由 

随意契約の内容 随意契約の理由 

ガス供給に関する契約 当該地域において供給ができる唯一の業者であるため 

電話に関する契約 該当業者は、災害対応を考慮し災害時優先回線を所有しているため

後納郵便に関する契約 信書を配達できる唯一の業者のため 

官報公告印刷に関する契約 官報を印刷する唯一の事業者であるため 

 

平成 24 年度の随意契約の状況は、９件 162,785 千円となっており、その割合は件数ベースで

11.3％、金額ベースで 18.2％である。これら 9 件の随意契約は、いずれも民間企業との契約であ
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り公益法人との契約はなかった。なお、平成 22 年度比 2 件の増加となっているが、この増加分は、

建築環境実験棟にある人工空実験施設アクリル製ドームの製作設置の発注を行うにあたり、当該実

験施設の製作業者以外に適任者がいないことから当該業者と随意契約を行ったものであり、各契約

監視委員に対して事前に随意契約する旨の説明を行い、承認されたものである。 

また、国土技術政策総合研究所構内等で使用する電気については、一般競争に付したが入札参加

者がなく不調となったため、設定した入札参加資格要件を満たすにも関わらず入札に参加しなかっ

た複数の特定規模電気事業者に対してその理由を聴取したところ、電力の需給が逼迫しており供給

できる電力の調達あるいは適正な価格での供給が困難となった旨の回答を得た。よって、電気事業

法第 18 条第 2 項により、一般電気事業者（当所の管轄は東京電力(株)）は正当な理由なく電気の

供給を拒んではならない旨規定されており、電気供給の義務が課せられていることから、随意契約

したものである。 

 

ウ）１者応札・1 者応募の状況 

平成 21 年７月に策定した「１者応札・１者応募に係る改善方策」に加え、平成 22 年６月には

「随意契約等見直し計画」を公表し、公告期間の十分な確保や応募要件の緩和・見直し、調達情報

の周知方法の改善等を行っている。 

平成 22 年度に開催した契約監視委員会の点検結果を踏まえた新たな取り組みとして、平成 23

年度は発注予定情報のホームページ掲載を開始した。 

この結果、平成 24 年度の競争入札 70 件のうち１者応札・1 者応募は 41 件となり、その割合

は 58％であった。平成 23 年度の一者応札の割合は 55%であり、ほぼ同水準となっている。１者

応札・1 者応募の割合が高い理由としては、研究に関する業務の特殊性、研究・実験施設等の保守

点検業務における専門性などがある。 

 

エ）第三者への再委託の状況 

 「独立行政法人建築研究所契約業務取扱規程」に基づき、業務の全部または主体的部分を第三者

に再委託することを原則として禁止しているが、これ以外の部分の業務にあっては「あらかじめ書

面による承諾を得た場合」には再委託を認めている。平成 24 年度においては 1 件の協議申請があ

り、承諾を行った。なお、この 1 件は随意契約によるものはない。 

 

オ）監査の結果 

 理事長による業務の適正かつ効率的な運営を図ることを目的として「独立行政法人建築研究所監

事監査規程」に基づき毎年監査計画を定め定期監査、必要に応じて臨時監査を実施している。監査

の結果については、文書等で理事長に通知し、業務の是正又は改善が必要な場合は、意見を付すこ

ととなっており、意見があった場合には、理事長は必要な措置を講じ、その結果を監事に通知する

こととしている。 

平成 24 年度の監事監査のうち平成 24 年度上半期に締結した主要な契約に関しては、契約審査

会付議状況、公告内容、応札・落札の状況など契約全般についての監査が厳格に実施され、次のよ

うな意見を得ている。 

・ 主要な契約（少額随意契約を除く）件数は 35 件であり、そのうち、随意契約は 7 件となって

いる。これは従来からの公共料金・回線使用料等の随意契約 6 件に加え、国土技術政策総合研

究所と共同調達している電力において、一般競争入札において応札者がなく、結果として東京

電力と随意契約を結んだものであり、、必要やむを得ないものと判断される。 
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・ 一者応札件数は前年同期比 1 件増加し、件数比率は 39.3%と前年同期の 32.3％から若干増

加している。これは、前年同期では企画競争案件がなかったことに対し、今期は 4 件発生し、

このうち一者応札が 3 件であったことが原因と思われる。 

・ 一般競争 24 件のうち 9 件に対して未取引業者の 14 社が応札してきたこと、また、この１４

社のうち５社が調達情報メールサービスの登録業者であること等から、仕様書の HP 掲載や調

達情報メールサービス等これまでの施策が徐々に効果をあらわして来ているものと思われる。 

・ 落札業者の再委託については、契約締結前に業者に再委託の有無を確認し、再委託がある場合

についてはその内容を確認、申請に対し承認を行う等、適切な対応がなされている。 

 

カ）その他 

ａ）独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの「基本方針」（平

成 22 年 12 月 7 日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法人と契約する

場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況について情報を公開する

などの取組を進めるとされているところであるが、該当するものはなかった。 

ｂ）官民競争入札等の導入については、建築研究所の事務・業務の性格から、官民競争入札等の実

施の対象とすべき事務・事業はない。 

ｃ）品質管理や受注者の提案を必要とする重要な調達には総合評価落札方式による入札を採用する

こととし、ガイドラインや実施要領を定めている。 

ｄ）「独立行政法人建築研究所契約業務取扱規程」には、複数年契約に関する規定を定めており、平

成 23、24 年度の２ヶ年において「建築研究所構内除草せん定業務」を実施している。 
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ウ．中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

 

 情報化・電子化を図り、また外部への委託が可能な定型的な業務についてアウトソーシングの実

施、高度かつ効率的な研究の推進が可能な環境を確保した。また、業務運営全般を通じて経費の

節減、効率的な執行、適正な契約を進めた。 

 引き続き、業務の効率化による高度な研究の推進が可能な環境の確保、適正な運営管理、内部統

制の更なる充実・強化等を図り、業務運営全体の効率化に努める。 
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3．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 
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3．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

■中期目標■ 

 ４．財務内容の改善に関する事項 

運営費交付金等を充当して行う業務については、「３．業務運営の効率化に関する事項」等

で定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。 

なお、保有資産の必要性について不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、研

究所が保有し続ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行うこと。 

 

■中期計画■ 

 ３．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

（１）予算 

 別表－2 のとおり 

（２）収支計画 

 別表－3 のとおり 

（３）資金計画 

 別表－4 のとおり 

 

    中期計画別表－２     中期計画別表－３     中期計画別表－４ 

     

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※別表－2 注記 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。 

 

［人件費の見積り］ 

中期目標期間中３，７８７百万円を支出する。 

但し、上記の額は、総人件費改革において削減対象とされた人件費から総人件費改革の取組の削減対象外となる任期付研究者等にかかる人件費を除いた額である。なお、上記の削

減対象とされた人件費に総人件費改革の取組の削減対象外となる任期付研究者等に係る人件費を含めた総額は、３，９６７百万円である。（国からの委託費、補助金、競争的研究

資金及び民間資金の獲得状況等により増減があり得る。） 

但し、上記の額は役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当ての費用である。 

 

［運営費交付金の算定方法］ 

ルール方式を採用 

 

［運営費交付金の算定ルール］ 

運営費交付金 ＝ 人件費 ＋一般管理費 ＋業務経費 －自己収入 

 

１．人件費＝当年度人件費相当額＋前年度給与改定分等 

（１）当年度人件費相当額＝基準給与総額±新陳代謝所要額＋退職手当所要額 

 （イ）基準給与総額 

     23 年度・・・所要額を積み上げ積算 

     24 年度以降・・・前年度人件費相当額－前年度退職手当所要額 

 （ロ）新陳代謝所要額 

新規採用給与総額（予定）の当年度分＋前年度新規採用者給与総額のうち平年度化額－前年度退職者の給与総額のうち平年度化額－当年度退職者の給与総額のうち当年

度分 

 （ハ）退職手当所要額 

当年度に退職が想定される人員ごとに積算 

（２）前年度給与改定分等（２４年度以降適用） 

昇給原資額、給与改定額、退職手当等当初見込み得なかった人件費の不足額 

なお、昇給原資額及び給与改定額は、運営状況等を勘案して措置することとする。運営状況等によっては、措置を行わないことも排除されない。 

２．一般管理費 

前年度一般管理費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×一般管理費の効率化係数（α）×消費者物価指数（γ）＋当年度の所要額計上経費 ±特殊要因 

３．業務経費 

前年度研究経費相当額（所要額計上経費及び特殊要因を除く）×業務経費の効率化係数（β）×消費者物価指数（γ）×政策係数（δ）＋当年度の所要額計上経費±特殊要因

４．自己収入 

過去実績等を勘案し、当年度に想定される収入見込額を計上 

一般管理費の効率化係数（α）：毎年度の予算編成過程において決定 

業務経費の効率化係数（β）：毎年度の予算編成過程において決定 

消費者物価指数（γ）：毎年度の予算編成過程において決定 

政策係数（δ）：法人の研究進捗状況や財務状況、新たな政策ニーズへの対応の必要性、独立行政法人評価委員会による評価等を総合的に勘案し、毎年度の予算編成過

程において決定 

所要額計上経費：公租公課等の所要額計上を必要とする経費 

特殊要因：法令改正等に伴い必要となる措置、現時点で予測不可能な事由により、特定の年度に一時的に発生する資金需要に応じ計上 

 

 

区 分 金 額  区 分 金 額  区 分 金 額 

収 入  費用の部 9,772  資金支出 10,091 

 運営費交付金 8,616   経常費用 9,772   業務活動による支出 9,627 

 施設整備費補助金 464    業務経費 5,807   投資活動による支出 464 

 受託収入 800    受託経費 776     

 施設利用料等収入 211    一般管理費 3,044  資金収入 10,091

   計 10,091    減価償却費 145   業務活動による収入 9,627 

        運営費交付金による収入 8,616 

支 出  収益の部 9,772    施設利用料等収入 211 

 業務経費 2,762   運営費交付金収益 8,616    受託収入 800 

 施設整備費 464   施設利用料等収入 211   投資活動による収入 464 

 受託経費 776   受託収入 800    施設費による収入 464 

 人件費 4,684   資産見返物品受贈額戻入 145  （単位：百万円） 

 一般管理費 1,405  純利益 0    

   計 10,091  目的積立金取崩額 0    

（単位：百万円）  総利益 0   

  （単位：百万円）    



3．予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

 244

［注記］前提条件： 

一般管理費の効率化係数（α）：中期目標期間中は 0.97 として推計 

業務経費の効率化係数（β）：中期目標期間中は 0.99 として推計 

消費者物価指数（γ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 

政策係数（δ）：中期計画期間中は 1.00 として推計 

人件費（２）前年度給与改定分等：中期計画期間中は 0 として推計 

特殊要因：中期計画期間中は原則として 0 とする。ただし、業務経費については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年 12 月 7 日閣議決定）

等を踏まえた事業規模の縮減分として、平成 23 年度において平成 22 年度予算額の 13.6％に相当する額を削減。 

 

※別表－3 注記 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。 

［注記］退職手当については、役員退職手当支給規程及び職員退職手当規程に基づいて支給することとなるが、その全額について運営費交付金を財源とするものと想定。 

 

※別表－4 注記 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。 

 

■年度計画■ 

 3．予算、収支計画及び資金計画 

（１）予算 

   別表－１のとおり 

（２）収支計画 

   別表－２のとおり 

（３）資金計画 

   別表－３のとおり 

       年度計画別表－１    年度計画別表－２      年度計画別表－３ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。 

区 分 金 額  区 分 金 額  区 分 金 額 

収入   費用の部 1,796  資金支出 2,026 

運営費交付金 1,733  経常費用 1,796  業務活動による支出 1,935 

施設整備費補助金 91  業務経費 1,167  投資活動による支出 91 

受託収入 160  受託経費 155    

施設利用料等収入 42  一般管理費 613  資金収入 2,026 

   計 2,026  減価償却費 41  業務活動による収入 1,935 

      運営費交付金による収入 1,733 

支出   収益の部 1,796  施設利用料等収入 42 

業務経費 556  運営費交付金収益 1,733  受託収入 160 

施設整備費 91  施設利用料等収入 42  投資活動による収入 91 

受託経費 155  受託収入 160  施設費による収入 91 

人件費 940  資産見返物品受贈額戻入 41  （単位：百万円） 

一般管理費 284  純利益 0    

   計 2,026  目的積立金取崩額 0    

（単位：百万円）  総利益 0   

  （単位：百万円）    

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成２４年度計画の該当部分の抜粋である。 
 
 
ア．年度計画における目標設定の考え方 

 

 平成 24 年度の予算、収支計画及び資金計画については、中期計画を達成するために、年度計画 

の別表－1、別表－2、別表－3 のとおり定め、これを適切に実施する。 
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イ．当該年度における取り組み 

 
（ア）予算 

 建築研究所の使命である住宅・建築・都市に関する研究開発、技術指導、成果の普及等の業務を

的確に実施するため、平成 24 年度においても外部資金の獲得等に積極的に取り組むとともに、業

務実施にあたって予算の計画的かつ効率的な執行に努めた。 

その結果、予算額 2,026 百万円に対し、収入においては、運営費交付金が 69 百万円、受託収

入が 115 百万円当初の見込みを下回る一方、施設使用料等収入が 18 百万円、施設整備費補助金

が 279 百万円当初の見込みを上回ったことにより、決算額は 112 百万円の増の 2,138 百万円と

なった。 

一方、支出においては、業務経費が 36 百万円、一般管理費が 26 百万円の増となる一方、人件

費で 90 百万円の減となったことにより、決算額は 138 百万円増の 2,164 百万円と年度計画を上

回った。 

 

表－3．1．1．1 平成 24 年度の予算及び決算（単位：百万円） 

区   分 予算（計画額） 実績額（決算） 備      考 

収入 運営費交付金 1,733 1,664

平成 24 年度 1 次補正予算で修正減少されたことによ

る運営費交付金収入の減額があったため減少したもの

である。 

     施設整備費補助金 91 370 前年度からの繰越があったため増加したものである。

     受託収入 160 45
受託収入、補助金収入が予定を下回る収入となったた

め減少したものである。 

     施設利用料等収入 42 60
技術指導等の収入が予定を上回る収入となったため増

加したものである。 

           計 2,026 2,138  

支出 業務経費 556 592
前年度からの繰越があったため増加したものであ

る。 

     施設整備費 91 370 前年度からの繰越があったため増加したものである。

     受託経費 155 43
受託収入、補助金収入が予定を下回る収入となったた

め減少したものである。 

     人件費 940 850 支給実績が予定を下回ったため減少したものである。

     一般管理費 284 310 前年度からの繰越があったため増加したものである。

           計 2,026 2,164  

注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。 
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（イ）収支計画 

平成 24 年度の収支をみると、費用の部においては、研究業務費の減少により実績額は 1,811

百万円と計画額を 165 百万円下回った。一方、収益の部においては、施設利用料等収益が 17 百

万円増加及び補助金等収益が 13 百万円減少し、受託収入が 45 百万円減少となったため、実績額

は 1,821 百万円と計画額を 155 百万円下回った。 

この結果、平成 24 年度の収支は、10 百万円の純利益を計上することができた。 

 

表－3．1．1．２ 平成 24 年度の収支計画及び実績 

収支計画（計画）（単位：百万円）  収支計画（実績）（単位：百万円） 

区     分 計画額   区     分 実績額  

費用の部 1,976   費用の部 1,811  

 経常費用 1,976   経常費用 1,811  

  業務経費 1,167   業務経費 1,201 ※1 

  受託経費 155   受託経費 29 ※2 

  一般管理費 613   一般管理費 520 ※3 

  減価償却費 41   減価償却費 61 ※4 

    財務費用 0 ※5 

収益の部 1,976   収益の部 1,821  

 運営費交付金収益 1,733   運営費交付金収益 1,636 ※3 

施設利用料等収入 42   施設利用料等収益 59 ※6 

受託収入 160   受託収入 29 ※7 

    施設費収益 26 ※8 

    補助金等収益 16 ※9 

資産見返物品受贈額戻入 41   資産見返物品受贈額戻入 16 ※4 

     資産見返運営費交付金戻入 36 ※4 

     資産見返補助金等戻入 1 ※4 

    資産見返寄附金戻入 3 ※4 

純利益 0   純利益 10  

目的積立金取崩額 0      

総利益 0   総利益 10  

注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。 

 

※1 業務経費等が予定を上回る支出があったため増加したものである。 

※2 受託契約が減少したためである。 

※3 保守・修繕費等が予定を下回ったため減少したものである。 

※4 国から無償譲与された資産の耐用年数が予定より短かったことや、独法移行後に運営費交付金等で取得

した資産があったため増加したものである。 

※5 リース契約による支払利息があったためである。 

※6 その他業務収入等が予定を上回る収入となったためである。 

※7 受託収入が予定を下回ったためである。 

※8  施設整備費補助金から生じた費用である。 

※9 補助金による収入である。 
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       （参考）運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細（単位：百万円）                      

 

交付年度 

 

 期首残高 

  交付金 

  当 期 

  交付額 

     当 期 振 替 額  

 期末残高  運営費交 

 付金収益 

資産見返運

営費交付金
計 

平成２３年度 ７７ － ４５ ３２ ７７ －

平成２４年度 － １，６６４ １，５９１ ３２ １，６２４ ４０

合   計 ７７ １６６４ １，６３６ ６４ １７０１ ４０

 

注） 単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。 
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（ウ）資金計画 

平成 24 年度においても、建築研究所の業務が円滑に執行できるよう資金確保に努めた。 

 

 

表－3．1．1．３ 平成 24 年度の資金計画及び実績 
資金計画（計画）（単位：百万円）  資金計画（実績）（単位：百万円） 

区     分 計画額  区     分 実績額  

資金支出 2,026  資金支出 2,470  

業務活動による支出 1,935  業務活動による支出 1,832 ※1 

投資活動による支出 91  投資活動による支出 364 ※2 

  財務活動による支出 5 ※3 

  翌年度への繰越金 268  

資金収入 2,026  資金収入 2,470  

業務活動による収入 1,935  業務活動による収入 1,841  

運営費交付金による収入 1,733  運営費交付金による収入 1,664  

施設利用料等収入 42  施設利用料等収入 84 ※4 

受託収入 160  受託収入 31 ※5 

  科研費預り金収入 62 ※6 

投資活動による収入 91  投資活動による収入 359  

施設費による収入 91  施設費による収入 359  

  財務活動による収入 ―  

  前年度より繰越金 270  

注）単位未満を四捨五入しているため合計額が合わない場合がある。 

 

※1 予定を下回る支出があったため減少したものである。  

※2 有形固定資産の取得額が増加したためである。 

※3 リース料の支払によるものである。 

※4 予定を上回る収入があったため増加したものである。 

※5 受託収入が予定を下回ったため減少したものである。 

※6 科学研究費補助金を受け入れたためである。 
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ウ．中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

 
 次年度以降も予算を計画的に執行する。 
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４．短期借入金の限度額 
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４．短期借入金の限度額 

■中期目標■ 

 ４．財務内容の改善に関する事項 

 運営費交付金等を充当して行う業務については、「３．業務運営の効率化に関する事項」等で

定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。   

なお、保有資産の必要性について不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、研究

所が保有し続ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行うこと。 

 

■中期計画■ 

 ４．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等の事由に限り、資金不足となる場合における短期借入金の限度額は、単年度

３００百万円とする。 

 

■年度計画■ 

 4．短期借入金の限度額 

予見し難い事故等により資金不足となった場合、３００百万円を限度として短期借入を行う。

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成 2４年度計画の該当部分の抜粋である。 

 
 
ア．年度計画における目標設定の考え方 

 

 短期借入金の条件及び限度額は、中期計画どおりとする。 

 

 

イ．当該年度における取り組み 

 

 平成 24 年度は、予見し難い事故等の発生がなかったため、短期借入れを行わなかった。 

 なお、運営費交付金及び施設整備費補助金については、必要とする時期に適切な交付を受けてい

る。 

 

 

ウ．中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

 

 引き続き、短期借入金の条件及び限度額は、中期計画どおりとする。 



４．短期借入金の限度額 
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５．重要な財産の処分等に関する計画 
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５．重要な財産の処分等に関する計画 

■中期目標■ 

 ４．財務内容の改善に関する事項 

 運営費交付金等を充当して行う業務については、「３．業務運営の効率化に関する事項」等で

定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。   

なお、保有資産の必要性について不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、研究

所が保有し続ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行うこと。 

 

■中期計画■ 

５．重要な財産の処分等に関する計画 

保有資産の必要性について不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、研究所が保

有し続ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行う。 

 

■年度計画■ 

５．重要な財産の処分等に関する計画 

保有資産の必要性について不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、研究所が保

有し続ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行う。 

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成 2４年度計画の該当部分の抜粋である。 

 
 
ア．年度計画における目標設定の考え方 

 

 保有資産の必要性について不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、研究所が保有

し続ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行う。 

 

 

イ．当該年度における取り組み 

 

 不要となった金融資産の売却・国庫返納、金融資産についての見直しは、平成 24 年度において

はなかった。このことから、監事監査においても意見はなかった。また、財務諸表における減損

又はその兆候に至った固定資産について、減損の要因となるものはなかった。 

 債権（融資等業務、それ以外）の回収状況、関連法人への貸付状況、その他必要性については、

平成 24 年度末時点での未収金は施設整備費補助金等であり、貸し倒れ等により未回収となる懸

念はなかった。 

 その他の保有財産（実験施設等の土地建物、知的財産）等についても、見直し及び運用管理は適

切に行っている（実験施設等については 266 ページに詳述。知的財産については 173 ページに

詳述）。 

 

 

ウ．年度計画における目標設定の考え方 

 

 今後も、保有資産の必要性について不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、研究

所が保有し続ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行う。



５．重要な財産の処分等に関する計画 
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６．剰余金の使途 
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６．剰余金の使途 

■中期目標■ 

 ４．財務内容の改善に関する事項 

運営費交付金等を充当して行う業務については、「３．業務運営の効率化に関する事項」等で

定めた事項について配慮した中期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行うこと。   

なお、保有資産の必要性について不断に見直しを行うとともに、見直し結果を踏まえて、研

究所が保有し続ける必要がないものについては、支障のない限り、国への返納を行うこと。 

 

■中期計画■ 

 ６．剰余金の使途 

 中期目標期間中に発生した剰余金については、研究開発、研究基盤の整備充実及び成果の普及

に使用する。 

 

■年度計画■ 

６．剰余金の使途  

中期目標期間中に発生した剰余金については、研究開発、研究基盤の整備充実及び成果の普及

に使用する。 

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成 2４年度計画の該当部分の抜粋である。 

 
 
ア．年度計画における目標設定の考え方 

 

・ 中期目標期間中に発生した剰余金については、研究開発、研究基盤の整備充実及び成果の普及に

使用する。 

 

 

イ．当該年度における取り組み 

 

・ 目的積立金の申請は、施設利用料等収入による利益が前々年度利益を下回ったため、行っていない。 

・ 経常損益で損失計上されたものが、その後、利益計上されたもの、及び当期１億円以上の総損失は、

該当なしである。 

・ 当期 100 億円以上の繰越欠損金及び当期 100 億円以上の利益剰余金は、該当なしである。 

・ 当期の運営費交付金交付額による運営費交付金の執行率は、97.6％である。 

 

 

ウ．中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

 

・ 今後、中期目標期間中に剰余金が発生した場合には、その金額を勘案しながら、研究開発、研究

基盤の整備充実及び成果の普及に使用する。 
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 256

 



７（１）施設及び設備に関する計画 

 

257 

７．その他主務省令で定める業務運営に関する事項等 

（１）施設及び設備に関する計画 

■中期目標■ 

 5．（1）施設及び設備に関する計画 

研究所が保有する施設、設備については、研究所の業務に支障のない範囲で、外部の研究機関

の利用及び大学・民間企業等との共同利用の促進を図ること。その際、受益者負担の適正化と自

己収入の確保に努めること。 

また、大型実験施設については、研究開発の内容に応じて外部研究機関の施設を活用すること。

さらに、業務の確実な遂行のため計画的な整備・更新等を行うとともに、所要の機能を長期に

わたり発揮し得るよう、適切な維持管理に努めること。 

なお、保有資産の必要性について不断に見直しを行うこと。 

 

■中期計画■ 

 7．（1）施設及び設備に関する計画 

実験施設等の外部の機関による利用を促進し、自己収入の確保を図る。そのため、主な施設に

ついて外部の機関が利用可能な期間を年度当初に公表するなど利用者側に立った情報提供を行

うとともに、利用料に関する受益者負担の適正化を図る。 

また、研究所の研究開発の内容に応じて、外部研究機関の大型実験施設を活用する。 

さらに、業務の確実な遂行のため、施設整備計画に基づき、施設等の計画的な整備・更新等を

行うとともに、所要の機能を長期にわたり発揮し得るよう、適切な維持管理に努める。なお、中

期目標期間中に実施する主な施設整備・更新等は別表－５のとおりとする。また、保有資産の必

要性について、不断に見直しを行う。 

 

■年度計画■ 

 ５．（1）施設及び設備に関する計画 

実験施設等の外部の機関による利用を促進し、自己収入の確保を図る。そのため、主な施設に

ついて外部の機関が利用可能な期間を年度当初に公表するなど利用者側に立った情報提供を行

う。 

施設整備計画に基づき、施設等の計画的な整備・更新等を行うとともに、適切な維持管理に努

める。なお、本年度に実施する主な施設整備・改修は別表－４のとおりとする。 

 

中期計画別表－5             年度計画別表－4 （単位：百万円） 

施設整備等の内容 予定金額 財源 施設整備等の内容 予定額 財源 
 

・研究開発の実施に必要な実 

験施設の整備 

・実験棟受変電設備棟の更新

整備 

 

総額 464

百万円 

 

独立行政

法人建築

研究所 

施設整備

費補助金

・建築環境実験棟 

業務用空調システムの性

能評価実験施設整備 

・建築材料実験棟 

凍結融解試験装置更新整

備 

91 

 
独立行政

法人建築

研究所

施設整備

費補助金

施設整備費計 91 

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成２４年度計画の該当部分の抜粋である。 
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ア．年度計画における目標設定の考え方 

 

 研究所が保有する施設・設備の効率的利用の観点から、研究所の業務に支障のない範囲内で、外

部研究機関による利用を促進することが効率的であるため、主な施設について、外部の研究機関

が利用可能な期間を年度当初に公表する。 

 今年度においては、研究開発の実施に必要な実験施設のうち、経年劣化による不具合状況等を考

慮し、年度計画別表－4 に記載のある施設整備を実施する。 
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イ．当該年度における取り組み 

 

（ア）施設・設備の貸出に関する取り組み 

建築研究所では、実験施設等の効率的利用と自己収入の増大を図るため、これらを外部機関に貸

し出している。平成 24 年度も、外部機関が建築研究所の実験施設を借りようとする場合に必要な

情報を簡便に入手できるよう、実験施設概要、実験施設利用等可能期間、手続きの流れ及び利用の

案内等を、建築研究所のホームページ上で公表した。 

平成 23 年 7 月、平成 13 年度の独法化以降、据え置いてきた施設利用料の改定等を検討し、維

持修理費率の見直し、準備・片づけに要する直接人件費の加算、間接経費率の見直しを踏まえた新

料金を改定した。これは、「独立行政法人が行う事業の横断的見直しについて」（平成 22 年 5 月

18 日行政刷新会議決定）において「国民生活の負担が生じない範囲において、事業の受益者に対

して適正な負担を求めることにより国費の縮減を図る、（以下略）」とされたことを受けた対応であ

る。 

 

図―2．7．1．1 ホームページにおける施設貸出に関する案内（平成 24 年度） 

実験施設概要 実験施設利用等可能期間 

利用の案内 
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また、研究所のホームページ上においては、実験施設等の効率的な利用のため、主な施設につい

て研究所としての年間の利用計画を策定し、それを基に外部の研究機関が利用可能な期間（建築研

究所による施設利用の時期を調整することで貸付が可能になる期間も含む）を平成 24 年 5 月 10

日に公表した。 

これらの施設貸出について、建築研究所講演会、筑波建築研究機関協議会、環境研究シンポジウ

ムで施設貸出に関する資料配付等を行って周知するなど、自己収入の拡大に努めた。 

 

表―2．7．1．1 『独立行政法人建築研究所施設等貸付業務規程』の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表―2．7．1．2 平成 24 年度貸付可能期間一覧表（抜粋） 

構造複合実験棟 油圧加力装置
建築基礎・地盤実験棟 大型三軸実験装置

軟弱地盤再現実験装置
大型せん断土槽

風雨実験棟 乱流境界層風洞
PIVシステム
多点風圧測定システム

防耐火実験棟 コーンカロリーメーター試験装置
ルームコーナー実験装置
ICAL実験装置
不燃性試験装置（ＩＳＯ基材加熱炉）
水平炉実験装置

構
　
　
造

防
　

節 電 実 施 期 間

１１月 １２月

平成２３年度建築研究所実験施設利用計画表
※利用可能期間は目安であり、当研究所が使用する時期を調整することで
月1日～9月30日までは「節電実施期間」であり必ずしもご希望の日時に沿

利用可能期間

実験棟名 実験装置等名称
８月 ９月 １０月

 
 

独立行政法人建築研究所業務方法書第 22 条および第 23 条に規定する研究・実験及び測

定機器類の貸付業務の取り扱いを定めている。主な点は以下の通り。 

・ 貸付対象機関は、国、地方公共団体、特殊法人、独立行政法人、一般社団法人、一

般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、特例民法法人、大学等の教育機関及び

民間企業の研究機関とする。 

・ 研究所は、審査の上、施設等貸付業務の実施の可否を決定する。 

・ 施設等を貸し付けようとするときは、研究所は施設等賃貸借契約書により借受人と

契約を締結する。 

・ 研究所は、施設等貸し付け業務に係る適正な対価を徴収することを原則とする。 

貸付可能期間は、建築研究所による施設利

用の時期を調整することで貸付が可能にな

る期間も含めて、設定している。 

平成２４年度建築研究所実験施設利用計画
※利用可能期間は目安であり、当研究所が使用する時期を調整することで使

用が可能となる期間も含めています。なお、必ずしもご希望の日時に沿えな

い場合があります。 
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（イ）外部機関による施設・設備の利用 

 平成 24 年度における外部機関による施設等の利用状況は、防耐火実験棟や強度試験棟を中心に

34 件（利用料金収入：4,833 千円）であった（平成 23 年度：25 件、7,238 千円）。なお、昨

年度実績に比べて利用件数は増加し、収入金額は減少している。金額が減少した理由としては、昨

年度に比べて大口利用である強度試験棟の大型実験設備の利用件数・使用日数施設利用が減少した

ことが考えられる。 

 
表―2．7．1．3 外部機関による施設・設備の利用状況 

番号 主な施設・設備 
外部利用 

実績日数 

利用料金収入

（千円） 

１ 

防耐火実験棟 

コーンカロリー計試験装置 

1 79

２ 2 95

３ 2 95

４ 2 71

５ 2 71

６ 2 71

７ 

バーンアウトハザード判定装置 

4 55

８ 3 52

９ 2 49

１０ 2 59

１１ 2 49

１２ 3 52

１３ 4 55

１４ 4 55

１５ 2 49

１６ 遮煙性能試験加熱炉(耐火炉) 3 253

１７ 垂直火炎伝播性試験装置 1 92

１８ 水平加熱試験装置(耐火炉) 3 140

１９ 
実大火災実験棟 ８m 角フード 

2 184

２０ 1 235

２１ 

強度試験棟 

１０００トン構造物試験機 
19 518

２２ 5 148

２３ 
反力床 

7 53

２４ 4 44

２５ 

建築音響実験棟 第 1 無響室、計測室 

２ 36

２６ 1 41

２７ 1 41

２８ 
建築環境実験棟   換気システム性能実験設備 

1 190

２９ 4 527

３０ 火災風洞実験棟 火災風洞実験施設 1 372

３１ 屋外火災実験場 － 84 71

３２ 
ユニバーサルデザイン実験

棟 
－ 5 45

３３ 通風実験棟 通風換気シミュレーター施設 4 766

３４ 実大構造物実験棟 建研式大ストローク振動台 5 122

施設・設備の利用状況 利用機関数＝16 機関 ／ 利用件数＝34 件 4,833

※外部利用と研究利用とは日程が重複して利用するものもある。 
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9,390 
8,388 

5,661 

3,339 

12,468 

3,296 
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2,110 
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利用料金収入(千円) 件数

第１期

(13年度～17年度)

第2期

(18年度～22年度)

第3期

(23年度～)

 
図―2．7．1．2 外部機関による施設・設備の利用の推移 

 
（ウ）大学、民間等との共同研究における共同利用 

建築研究所では、研究開発を実施するにあたり、その一部を他機関と共同して取り組むことが効

果的、効率的と見込める場合には、共同研究協定を締結し、適切な役割分担のもとで共同研究を実

施している。この役割分担に基づき、建築研究所の実験施設で実験する場合や、共同研究相手の大

学、民間等の実験施設で実験する場合がある。 

また、建築研究所では、研究内容に応じて、外部研究機関の大型実験施設を活用することとして

いる。平成 24 年度においては、独立行政法人港湾空港技術研究所の総合沿岸防災実験施設及び大

規模波動地盤総合水路を活用した津波波圧の定量的な評価を行う水理実験、独立行政法人防災科学

技術研究所の大型耐震実験施設（振動台）を活用した 2 階建木造躯体の倒壊挙動の確認と解析の精

度検証実験、防災科学技術研究所の実大三次元震動破壊実験施設（E-ディフェンス）を活用した長

周期地震動に対する超高層建築物等の応答評価技術の高度化の研究の一環として、長周期地震動に

対する RC 造建築物の耐震安全性に関する実験を行った。 

 

（エ）施設及び設備の計画的な整備・改修 

ア）第三期中期計画期間中の施設整備方針及び計画 

建築研究所では、平成 23 年 3 月に第三期中期計画に基づく重点的研究開発課題の検討に合わ

せて「第三期中期計画期間中の施設整備方針及び計画」を策定し、その中で中期計画期間中に整備

すべき内容を定めるとともに、その計画を確実に各年度計画に盛り込み、施設及び設備の計画的な

整備等を実施している。 

(千円) (件) 
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表―７．１．１．４ 第三期中期計画期間中の施設整備方針及び計画 

項目 内容 

施設整備方針  実験棟受変電設備等の更新整備 

実験施設への電気エネルギーの安定的供給を継続しつつ、供給側で省エネルギー化を推進

するため、設置から 32 年以上が経過し老朽化が進んでいる実験棟の受変電設備を順次更

新する。 

 研究開発の実施に必要な実験施設の整備 

第 3 期中期計画の研究課題の目的が達成できるよう、研究開発に必要な実験施設の整備、

既存実験施設の改修整備を行うものとする。その際、改修整備しようとする施設の利用実

態、他の研究機関や民間企業等が保有する施設の活用の可否等（費用対効果や利便性）を

考慮した上で整備するものとする。 

 既存施設の有効活用、集約及び廃止 

当初の目的を終了した施設については、改修して転用を行うなど、可能な限り既存施設の

活用を図るとともに、実験施設の使用頻度、耐用年数等を考慮し、可能なものについては

集約化を図り、今後使用見込みの無い施設については、費用等を考慮し計画的に廃止する。

 当該方針は、必要に応じて見直しを行うものとする。 

施設整備計画 

及び予算要求 

・第三期中期計画における施設整備計画は、施設整備方針を踏まえたものと 

し、下表によるものとする。 

（施設整備全体計画） 

施設整備等の内容 予定金額 財源 

 

・研究開発の実施に必要な実験施設の整備 

・実験棟受変電設備棟の更新整備 

 

総額 464

百万円 

 

独立行政法人建築研究所

施設整備費補助金 

 

 毎年度の施設整備費補助金に対する予算要求は、研究課題のスケジュールを確認すると共

に、施設の劣化状況を踏まえ優先順位を決定するものとする。なお、決定に当たっては、

理事長の下で所内会議を開催し決定するものとする。 

 政府の経済対策等による国の補正予算が編成される場合には、施設整備計画によりつつ、

当該経済対策等に合致した施設の予算要求を優先して行い整備するものとする。 

 当該計画は、必要に応じて見直しを行うものとする。 

 

イ）平成 24 年度に整備した施設 

平成 24 年度は、「第三期中期計画期間中の施設整備方針及び計画」を踏まえ、年度計画に定め

た建築環境実験棟業務用空調システムの性能評価施設整備及び建築材料実験棟の凍結融解試験装

置整備を行った。 

 

表―7．1．1．５ 施設設備整備実績 （単位：百万円） 

区  分 

年度計画

予定額 
実績額計

年度計画予定額と

実績額の差額 
 

（A） （B） （B）－（A）  

建築環境実験棟  

業務用空調システムの性能評価施設整備 

建築材料実験棟 

凍結融解試験装置整備 

６５

２６

６５

２６

 

０ 

 

０ 

 

 

 

施設整備費計 ９１ ９１ ０ 

 



７（１）施設及び設備に関する計画 

 

264 

 

表―7．1．1．６ 施設整備概要 

内容 建築環境実験棟 

業務用空調システム性能評価試験施設 

建築材料実験棟 

 凍結融解試験装置整備 

整備 

概要 

本施設は、ビル用マルチパッケージエアコンを中

心とする業務用空調システムについて、エネルギー

の消費実態や実動特性等について計測・評価する実

験施設を構築するものである。具体的には、試験体

となる冷媒配管で繋がれた室外機を外部環境が再現

できる試験室（室外機ボックス）に設置し、室内機

を室内環境が再現できる試験室（室内機ボックス）

に入れて運転し、様々な性能を評価する実験を行う

もので、このうち本整備は、室外機用の試験室、室

内機用の試験室を設置するとともに、これらの環境

を再現できる設備機器等を整備する。 

既存の試験装置は、昭和 53 年に導入され既に 32

年以上が経過し、経年劣化が著しい。このため、新

たに日本工業規格「JIS A 1148 コンクリートの

凍結融解試験方法」に準拠した試験を行うことがで

きる装置を整備する。整備する装置は、「JIS A 1148

コンクリートの凍結融解試験方法」の A 法（水中凍

結水中融解）、B 法（気中凍結水中融解）の試験が、

それぞれ独立して試験可能な装置とし、凍結融解試

験中（試験後）の試験体について動ヤング率の測定

が可能な装置を併せて整備する。 

 

装置 

外観 

      

整備 

による 

効果 

本施設を使用した実験の成果は、業務用建築物の

新たな省エネ基準における各種省エネ技術のエネル

ギー削減率を決める際の重要データとなる。本基準

の制定により、採用した省エネ技術が適切かつ公平

に評価されるようになり、省エネ技術を導入するモ

チベーションが増し、技術の開発・導入が促進され

ることが期待される。また、本成果は技術力の低い

中小設計事務所を対象とした設計・改修ガイドライ

ン作成のための基礎情報としても活用され、業務用

建築物の省エネ水準の底上げ及び既存建築物の省エ

ネルギー化への貢献が期待される。 

本装置を整備することにより、各種建築材料の耐久

性に関して JIS の規定に沿った試験が円滑に行える

ようになり、第３期中期計画期間中に実施する個別重

点研究課題「建築材料・部材の耐久性と資源循環性に

関する総合評価手法の開発」などにおいても、建築材

料の耐久性評価を適切に行うことが出来るようにな

る。ここで得られたデータや評価の方法は、高強度コ

ンクリート等のこれまでとは物性の異なるコンクリ

ートの凍結融解抵抗性の評価基準を定めるための基

礎データや高耐久性の外装材料などの新材料の開発

のための目標値として研究開発に貢献できる。 

 

（オ）東日本大震災による施設の被災と復旧への対応 

東日本大震災（平成 23 年 3 月 11 日発生）では、建築研究所の施設も被害を受け、実大構造

物実験棟の屋根面水平ブレースの損傷、建築環境実験棟人工空実験施設アクリル製ドームの損傷等

が発生した。 

これらの施設については、早急な復旧整備が必要であることから、平成 23 年度施設整備費補助

金の平成 23 年度第一次補正予算及び第三次補正予算で要求して交付決定通知を受け、平成 23 年

度から順次復旧整備を進め、平成 23 年度に一部の復旧整備を完了させた。また、入札が不調とな

った人工空実験施設以外の復旧整備は、平成 24 年 7 月までに復旧整備を完了させ、再公告等によ

り発注に時間を要した人工空実験施設も、平成 24 年度中に復旧整備を完了させた。 
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表―7．1．1．６ 平成 23 年度第一次補正予算による施設整備実績 （単位：百万円） 

区  分 
予定額 実績額計 

予定額と実

績額の差額

（A） （B） （B）－（A）

実大構造物実験棟  

①（屋根面水平ﾌﾞﾚｰｽ、天井走行ｸﾚｰﾝﾚｰﾙ等の復旧整備） 

（①は平成 2４年 7 月に復旧整備完了） 

②（加力計測試験装置改修整備：現場確認試験） 

③（既存不適格のエレベータ設備の更新整備） 

 （②、③は平成 23 年度中に整備完了） 

207 207 0 

画像情報棟 

①（非常用電力を供給できる電力システムの構築） 

（①は平成 2４年 7 月に復旧整備完了） 

②（玄関庇屋根の復旧整備） 

       （②は平成 23 年度中に復旧整備完了） 

17 17 0 

実大火災実験棟（平成 23 年度中に復旧整備完了） 

 （建具の開閉不具合、窓ガラス破損部等の復旧整備） 
5 5 0 

防耐火実験棟 （平成 23 年度中に復旧整備完了） 

（露出給水管の破損部等の復旧整備） 
1 1 0 

火災風洞実験棟（平成 23 年度中に復旧整備完了） 

（内装吸音材、垂直ﾌﾞﾚｰｽ等の復旧整備） 
1 1 0 

建築部材実験棟（平成 23 年度中に復旧整備完了） 

（天井軽量鉄骨下地補強、吹出口等の復旧整備） 
2 2 0 

床衝撃音試験棟（平成 23 年度中に復旧整備完了） 

（ｴｷｽﾊﾟﾝｼｮﾝｼﾞｮｲﾝﾄ金物等の復旧整備） 
1 1 0 

施設整備費計 234 234   0 

 

表―7．1．1．７ 平成 23 年度第三次補正予算による施設整備計画 （単位：百万円） 

区  分 
予定額 実績額計 

予定額と実

績額の差額

（A） （B） （B）－（A）

風雨実験棟   （平成 24 年 4 月に復旧整備完了） 

（乱流境界層風洞その他復旧整備） 
9 9 0 

建築設備実験棟 

①（窒素・リン自動分析装置復旧整備） 

（①は平成 2４年６月に復旧整備完了） 

②（浄化槽実験装置復旧整備） 

        （②は平成 2４年７月に復旧整備完了） 

24 24 0 

建築音響実験棟 （平成 2４年 7 月に復旧整備完了） 

 （内装等の復旧整備） 
7 7 0 

建築環境実験棟 （平成 2５年 3 月に復旧整備完了） 

（人工空実験施設の復旧整備） 
72 72 0 

施設整備費計 112 112 0 
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写真―７．１．１．１ 実験棟における被災状況 

（左：建築環境実験棟人工空実験施設アクリル製ドームの割れ状況）（右：アクリル製ドームの復旧状況） 

 

（カ）適切な維持管理 

建築研究所では、平成 24 年度においても、実験施設及び設備が所要の機能を長期にわたり発揮

し得るよう、実験施設の修繕、研究機器の保守・修理、クレーン等の整備点検、廃棄物の処理、研

究排水の測定等により、適切な維持管理を実施した。維持管理に要する経費は施設利用等収入とと

もに、研究所として適切に把握している。 

 

（キ）保有する実験施設等の見直し 

 建築研究所では、保有する実験施設等に関して、不要なものは廃棄等を行うという姿勢のもと、

法人のミッションや設置目的との整合性、任務を遂行する手段としての有用性・有効性、事務・事

業の目的及び内容に照らした資産規模の適切性、立地場所に関する業務上の必要性、利用度、保有

する経済合理性等について毎年度検証を行っている。 

平成 24 年度は、保有する資産のうち各研究グループ等が管理する実験施設・装置類について、

使用状況及び今後の使用見込み等について調査を行った。この調査の結果、寿命や経年の陳腐化等

により今後の使用見込みのないものは、平成 25 年度以降、費用を考慮しながら順次廃棄すること

としている。 

実験施設内にあるその他の設備・機器は研究開発等のために有用かつ必要で有効活用しており、

資産の規模も適切であると確認している。施設はいずれも所内にあり、主要な資産について減損調

査を行っており、経済合理性も認められると認識している。 

 また、実験施設の管理状況について、9 月に監事監査を受けており、次のような意見を得ている。 

・ 平成 23 年度以降において固定資産管理規程の改廃はなく、整備・運営状況に問題はないと考

えられる。施設貸しについても適正に運営されているものと認められる。 

・ 会計課が準備した各実験棟の固定資産台帳の記録をもとに、研究グループの担当者の立ち会い

により、主要な固定資産の照合を実施した。この結果、ほぼ全ての照合ができ、資産の管理状

況については基本的には良好と判断される。 

なお、建築研究所が賃借する建物は、国土交通省から貸与を受けている本館及び付属建物等であ

る。建築研究所の業務の運営上、有用かつ必要で有効活用しており、規模及び経済合理性も適切で

あると認識している。また、これらの維持管理業務は、国土技術政策総合研究所との協定に基づき

アウトソーシングをしており、その経費も国土技術政策総合研究所との協定に基づき適切に分担し

ている。 

このほか、建築研究所では、福利厚生施設等、東京事務所、海外事務所、宿舎、宿泊施設、ホー

ル、会議所は保有していない。所内にある研修施設は実習室であり、年間を通して国際地震工学研

修のために有効活用されている。また展示館における平成 24 年度の利用者数は 2,420 名で、施
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設は所内にあるため経費は主に光熱水料であり、適切に管理運営している。車両は平成 23 年度中

に 1 台減の 2 台を日常用務に使用し、適正に運行している。船舶は所有していない。 
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ウ．中期目標達成に向けての次年度以降の見通し 

 

 年度当初に主な施設について外部研究機関が利用可能な期間を公表するなどして、研究所の業務

に支障のない範囲で施設等の効率的利用を図ったほか、第三期中期計画及び「第三期中期計画期

間中の施設整備方針及び計画」に基づいて施設及び設備の計画的な整備等を実施した。 

 引き続き、実験施設等の外部の機関による利用の促進、施設整備計画に基づいた施設等の計画的

な整備・更新等を行うとともに、適切な維持管理に努める。 
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（２）人事に関する計画 

■中期目標■ 

 5．（2）人事に関する事項 

 高度な研究開発業務の推進のため、人員の適正配置による業務運営の効率化及び必要な人材の

確保を図るとともに、国に加え大学、民間研究機関等との人事交流を推進すること。 

さらに、人事評価システムにより、職員個々に対する評価を行い、職員の意欲向上を促し、能力

の最大限の活用等を図ること。 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方に

ついて厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定してその適正化に計画的に取り組むとと

もに、その検証結果や取組状況を公表すること。 

また、総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する

法律」（平成１８年法律第４７号）に基づく平成１８年度から５年間で５％以上を基本とする削

減等の人件費に係る取組を平成２３年度も引き続き着実に実施するとともに、政府における総人

件費削減の取組を踏まえ、厳しく見直すこと。 

 

■中期計画■ 

 7．（2）人事に関する計画 

人事管理については、効率的な業務運営を行うため適正な人員配置に努めるとともに、人材活

用等方針に基づき、人材への投資を重視し、優れた人材を育成し、多様な個々人が意欲と能力を

発揮できる環境の形成に資する取組を進める。 

その際、人事評価システムの実施により、職員の意欲向上と能力の最大限の活用、きめ細やか

な助言などを通じた組織内コミュニケーションの向上を図る。 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方に

ついて厳しく検証した上で、給与改定に当たっては、引き続き、国家公務員に準拠した給与規定

の改正を行い、その適正化に取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表する。 

なお、人件費（退職手当等を除く。）については、「簡素で効率的な政府を実現するための行政

改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号）及び「経済財政運営と構造改革に関する

基本方針２００６について」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、平成２３年度まで削減

を継続する。また、平成２４年度以降についても、本中期目標期間の最終年度までに国家公務員

に準じた人件費削減の取組を行う。 

但し、今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分及び以下に該当する者（以下「総人件費改革の

取組の削減対象外となる任期付研究者等」という。）に係る人件費については削減対象から除く

こととする。 

・競争的資金又は受託研究若しくは共同研究のための民間からの外部資金により雇用される任

期付職員 

・国からの委託費及び補助金により雇用される任期付研究者 

・運営費交付金により雇用される任期付研究者のうち、国策上重要な研究課題（第３期科学技

術基本計画（平成１８年３月２８日閣議決定）において指定されている戦略重点科学技術を

いう。）に従事する者及び若手研究者（平成１７年度末において３７歳以下の研究者をいう。）

また、国家公務員の給与構造改革を踏まえた役職員の給与体系の見直しを進める。 

 

※注）対象となる「人件費」の範囲は、常勤役員及び常勤職員に支給する報酬（給与）、賞与、その他の手当の

合計額とし、退職手当、福利厚生費（法定福利費及び法定外福利費）は除く。 
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■年度計画■ 

 5．（2）人事に関する計画 

効率的な業務運営を行うため適正な人員配置に努めるとともに、人材活用等方針に基づき、多

様な個々人が意欲と能力を発揮できる環境の形成に資する取組を進める。 

研究開発業務の推進のため、人事評価システムにより職員の意欲向上と能力の最大限の活用等

を図る。 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、その適正化に取り組むとともに、

取組状況を公表する。 

また、国家公務員に準じた人件費削減の取組みを引き続き行う。 

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成２４年度計画の該当部分の抜粋である。 

 
 
ア．年度計画における目標設定の考え方 

 

 効率的な業務運営を行うため適正な人員配置に努めるとともに、人材活用等方針に基づき、多様

な個々人が意欲と能力を発揮できる環境の形成に資する取組を進める。 

 研究開発業務の推進のため、人事評価システムにより職員の意欲向上と能力の最大限の活用を図

る。 

 給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当も含め役職員給与の在り方につ

いて厳しく検証した上で、その適正化に取り組むとともに、取組状況を公表する。 
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イ．当該年度における取り組み 

 

（ア）人事管理に関する体制の整備と充実 

 人事管理については、効率的な業務運営のために適正な人員配置に努めるとともに、優れた人材

を育成し、多様な個々人が意欲と能力を発揮できる環境を形成することに努めている。 

人材の育成と活用に関する環境形成の方針として、平成 22 年 9 月に「独立行政法人建築研究所

の人材活用等に関する方針」を定め、これに基づいて研究開発等の推進のための基盤の強化に努め

ている。 

職員の業務システムへの理解を深め業務を適正に執行するために、新規採用職員等を対象として

勤務時間、旅費、研究経費の競争的資金等に関する事務手続き等に関する講習会を 4 月に開催して

いるほか、担当職員を外部機関開催の個人情報保護法や育児休業等に関する研修を受講させるなど

体系的な研修を行い、人事管理体制の充実に努めた。 

 

表―7．2．1．1 建築研究所行動規範 

 

 

（イ）役職員の給与体系の見直し及び人件費の削減 

建築研究所の職員の給与水準は、国家公務員の給与水準を十分に考慮し、俸給・諸手当とも国と

同等である。また、国家公務員の給与構造改革等を踏まえた給与の見直しを行っており、平成 24

年度は「独立行政法人建築研究所職員給与規程」及び「独立行政法人建築研究所職員退職手当規程」

を改正し、公表した。 

役員の報酬は、一般職の職員の給与に関する法律の指定職俸給表を基準とし、法人の長の報酬は、

人事院規則で定める事務次官の給与の範囲内としている。また、国家公務員の給与構造改革等を踏

まえた給与の見直しを行っており、平成 24 年度は「独立行政法人建築研究所役員給与規程」を改

建築研究所行動規範 
 

前文 

我々、独立行政法人建築研究所の役職員は、建築・住宅・都市に関わる科学技術の発達が、我が国のみならず、

世界の人々の生活の持続的発展に不可欠である一方、それらが社会や自然及び地球環境へもたらす悪しき影響を最

小とすべきことを深く認識する。また、我々は、これら科学技術の研究開発及び関連する業務に携わることを大き

な誇りとするとともに、それに伴う責任と社会的役割の大なることを強く自覚する。さらに、我々は、自らの良心

と良識に従う自律ある行動が、これら科学技術の発達とその成果の社会への還元にとって不可欠であることを深く

自覚する。以上の認識と自覚のもと、ここに我々建築研究所役職員は、我々の遂行する業務とその成果が社会から

信頼と尊敬を得るために、以下に定める行動規範を遵守する。 

 

行動規範 

 独立行政法人建築研究所の役職員は、 

１．自己の能力、知識、技術及び経験を活かし、我々の専門及び関連する分野において、我が国及び世界の人々

の安全、健康、福祉の向上を目指し、建築研究所の使命を果たすべく最善を尽くす。 

２．常に自己の能力や見識の研鑽に努め、公平・中立・公共の立場から誠実に業務を遂行する。 

３．他者の基本的人権と人格を尊重し、人種、国籍、宗教、性、年齢、障害を理由として、他者の権利利益を侵

害する行為を行わない。 

４．業務遂行のなかで不正を知ったとき、その軽重にかかわらずこれを看過しない。 

５．法令、条例、規則、契約並びに所内規程等に従って業務を行い、不当な対価や便益を直接又は間接に、与え、

求め、または受け取らない。 

６．業務としての科学技術上の主張や判断は事実とデータに基づき公正かつ誠実に行う。また、これに対する他

者からの批判は真摯に受け止め、誠実に討論し、正しい結論に至るよう努力する。 

７．自己の業務についてその意義と役割を積極的に外部に説明するとともに、自己の業務の結果を適切に評価し、

それらが社会や環境に及ぼす効果や影響等について公表するよう心がける。 

８．研究開発の実施と成果の利用に当たっては、それらが社会や近隣に及ぼす影響やリスクを評価あるいは推定

し、最も適切な対策をとる。 

９．他者の業績、知的成果及び知的財産権を侵さない。 
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正し、公表した。なお、職員給与及び役員報酬については、それぞれ給与規程に基づき勤務成績又

は業務実績を反映させている。 

対国家公務員指数について、平成 24 年度は、それぞれ 96.6（事務・技術職員）、103.3（研究

職員）であった（前年度はそれぞれ 101.4、104.3）。このような指数となったのは、平成 25 年

4 月 1 日現在で職員数が 87 人という小さな組織であり、人事異動等により指数の対象となった職

員構成が変わった場合一人一人の結果が現れやすいということ等が考えられる。給与水準について

は、俸給・諸手当ともに引き続き国に準じて運用していく。なお、平成 24 年度の対他法人指数に

ついては、90.7（事務・技術職員）、103.1（研究職員）である（前年度はそれぞれ 95.8、104.5）。 

 
（ウ）福利厚生費等の適正な支出 

福利厚生費については、経済社会情勢の変化を踏まえた、事務・事業の公共性・効率性及び国民

の信頼確保の観点から、健康保険料、雇用保険料、健康診断等真に必要なものに限って予算執行し

ている。このうち、法定外福利厚生費は、健康診断及び産業医に要する経費に支出しているのみで

ある。 

なお、建築研究所には互助組織はない。職員用の宿舎も所有していない。食券交付等の食事補助、

入学祝金等その他の支出についても建築研究所は行っていない。レクリエーションに関する経費の

支出は行っていない。「独立行政法人建築研究所旅費規程」においても支度料は存在しない。その他

国等で支出されていないものと同様の支出の原則廃止が守られている。このように、「独立行政法人

の法定外福利厚生費の見直し」（平成 22 年 5 月 6 日付け総務省行政管理局長通知）を遵守してい

る。 

社会保険料についても、建築研究所は国土交通省共済組合本省支部の所属所であり、国と同様の

負担割合になっている。 

 

（エ）適正な人員管理 

 建築研究所では、行政支援型の研究開発型独立行政法人として、本来ミッションを全うして研究

開発等を実施する上で、より総合力を発揮できるよう建築の各分野の人員配置に配慮する必要があ

る。このため、適正な人員管理のもと、国との人事交流のほか、大学や民間研究機関等との人事交

流の一環として、若年研究者を任期付き研究員として採用している。この結果、平成 24 年度末時

点で、研究職 54 名（うち博士は 44 名（約８割））、事務職 29 名となっている。研究職員は前年

度末から 3 名減となっており、この理由としては、年度途中での転出等があり、これを補い、本来

ミッション達成のための研究水準の確保に向け、年度途中での採用を念頭に若手研究者（任期付）

を募集したが、平成 25 年度からの採用となったことがある（参考までに平成 25 年度当初人数は

58 名）。 

研究職員の採用にあたり、日本の研究水準は、耐震構造、火災安全、建築環境等の各分野におい

て世界のトップレベルにあることから、海外から人材を求める必要には迫られていない。しかし、

任期付研究者の採用の公募時は、外国人が応募することを妨げておらず、実際に平成 24 年度の選

考採用においては外国人の応募も多数あった。 

平成 24 年度の採用選考は、採用予定 6 名のところ応募者が 35 名あり、多くの優秀な研究者か

ら応募があった（外国人応募者は 35 名中 9 名）。 
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図―7．2．1．1 職員数の推移（各年度 3 月 31 日時点、役員除く） 

 

（オ）人事管理等に関する運用状況の検証 

平成 24 年７月に実施された監事監査では、人事管理、不正不法行為の防止等について、所内の

体制、仕組み、運用状況等の検証が行われ、主に次のような意見を得ている。 

・コンプライアンスに係る規程の制定、委員会の設置、推進計画の策定等の体制面の大幅な強化

が図られ、防止計画等の策定により管理面の一層の高度化が図られたものと判断される。 

・定例会議を通じてのコミュニケーションに加え、理事長と職員が直接対話する意見交換会が定

期的に実施されている等、トップマネジメントの人事管理への対応は適切に行われていると思

われる。 

・対国家公務員指数は、給与体系は給与規程上国家公務員と同等となっており、指数が 100 と

ならないのは、研究職員については博士号取得者の比率が高い等の理由によるもので、当建研

の給与水準は適正かつ妥当な水準と考えられる。 

(参考) 
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ウ．中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

 

 効率的な業務運営を行うため適正な人員配置に努めるとともに、給与水準の適正化に取り組んだ。 

 引き続き、中期目標を達成するべく適正な人員配置、国家公務員給与を踏まえた適正化等、人事

に関する取り組みを進める。 
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（3）その他 

■中期目標■ 

 5．（3）その他 

 国土交通省所管の独立行政法人及び関連する研究機関の業務の在り方の検討については、今後

の独立行政法人全体の見直しの議論等を通じ、適切に対応すること。 

 

■中期計画■ 

 7．（4）その他 

国土交通省所管の独立行政法人及び関連する研究機関の業務の在り方の検討については、今後

の独立行政法人全体の見直しの議論等を通じ、適切に対応する。 

 

■年度計画■ 

 7．（3）その他 

国土交通省所管の独立行政法人及び関連する研究機関の業務の在り方の検討については、今後

の独立行政法人全体の見直しの議論等を通じ、適切に対応する。 

※上記枠内は、第三期中期目標、第三期中期計画及び平成２４年度計画の該当部分の抜粋である。 

 
 
ア．年度計画における目標設定の考え方 

 

・ 独立行政法人及び関連する研究機関の組織・業務の在り方については、独立行政法人全体の見直

しの議論等を通じて、適切に対応する。 

 

 

イ．当該年度における取り組み 

 

 「平成 25 年度予算編成の基本方針」（平成 25 年 1 月 24 日閣議決定）において、独立行政法

人の見直し等について、「独立行政法人の制度及び組織の見直しの基本方針」（平成 24 年 1 月

20 日閣議決定）は、それ以前より決定していた事項を除き当面凍結となった。 

 
 
ウ．中期目標達成に向けた次年度以降の見通し 

 

・ 独立行政法人及び関連する研究機関の業務の在り方については、引き続き独立行政法人全体の見

直しの議論の中で、適切に対応していく。 
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８．政策評価・独立行政法人評価委員会による「平成 24 年度業務実績評価の具体的取組」等を

受けた対応状況 

 

区 分 項 目 実 績 

１． 

政府方針 

○ 「平成 23 年度末に中期目標

期間が終了する独立行政法人の主

要な事務及び事業の改廃に関する

勧告の方向性について」（平成 23 

年 12 月９日政委第 27 号政策評

価・独立行政法人評価委員会通知）

における指摘事項を踏まえた取

組。 

該当しない。 

○ 「平成 23 年度における独立

行政法人等の業務の実績に関する

評価の結果等についての意見」（平

成 25 年１月 21 日政委第７号政

策評価・独立行政法人評価委員会

通知）における指摘事項を踏まえ

た取組。 

個別に意見のある法人には該当していない。 

各府省所管法人共通意見については下記のとおり。 

 

（内部統制の充実・強化） 

建築研究所では、理事長が組織、予算、人事、研究開発など業

務運営すべてについて意思決定をしている。これら理事長の内部

統制を確実なものとするため、所内では、毎週火曜日に、理事長

以下の幹部及び研究支援部門による所内会議を開催するととも

に、各研究グループ等においてもグループ内会議を開催してい

る。また、理事長自らが研究グループ・センター及び研究支援部

門ごとに職員との定期的な意見交換会も開催しているほか、理事

長は、職員に対して統制活動、情報伝達、モニタリングが可能な

体制を構築している。さらに、年始には理事長による訓辞を行い、

その年の研究所の方向性を役職員に示している。 

上述の会議等により、その時々に応じた組織の姿勢やミッショ

ンを職員に徹底するとともに、研究開発をする中で覚知した重要

な外部情報を所内で共有することが可能となっている。また、会

議等の議論の中で、職員の意向の把握、法人ミッション達成を阻

害するバリアの把握、業務の必要性や新たな業務運営体制の検

討・考察も行うことができている。さらに、課題が発生した場合

には、理事長、理事ら幹部と担当部局を中心に組織一丸となって

対応案を迅速に作成し、所内に周知徹底できる体制となってお

り、ミッションや中期計画に基づく業務を円滑に運営するための

取り組みを行っている。 

（保有資産の見直し） 

第 3 期中期計画において、保有資産の必要性について不断に見

直しを行うこととしている。また、知的財産権についても、第３

期中期計画において、知的財産権を保有する目的を明確にした上

で、当該目的を踏まえつつ、登録・保有コストの削減等を図るこ

ととしている。 

（評価指標の妥当性） 

 建築研究所の年度計画及び同計画の評価指標については、「独

立行政法人建築研究所に関する省令」に基づいて、中期計画に定

めた事項に関して、当該年度において実施する事項を記載して作

成している。 
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区 分 項 目 実 績 

 ○ 政独委の累次の指摘や政府方

針、会計検査院等において取り組

むべきとされた事項について、そ

の進捗状況を明らかにした上での

取組。 

○ 政独委の累次の指摘 

「独立行政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方

向性について」（政委第 30 号 平成 22 年 11 月 26 日） 

（研究業務の重点化） 

建築研究所の研究業務については、平成 22 年度に研究開発課

題の再点検を行い、民間や大学にできない調査研究に特化してい

る。 

また、政府の方針を踏まえ、平成 23 年度からの中期計画にお

いて、「国土交通省所管の独立行政法人及び関連する研究機関の

業務の在り方の検討については、今後の独立行政法人全体の見直

しの議論等を通じ、適切に対応する」としている。 

（業務の効率的・効果的実施） 

平成 22 年 11 月に研究評価実施要領を改正し「建築研究所が

実施する必要性」を評価項目として明記した上で、平成 23 年度

開始の研究開発課題より、事前評価において、建築研究所が実施

する必要性や重複排除の観点等も含めて評価を行っている。研究

の実施に際しては、研究の一部を他の機関と共同で取り組むこと

が効果的・効率的であると見込める場合には、共同研究協定を締

結し、適切な役割分担の下で共同研究を実施している。 

国際地震工学研修については、研修効果について平成 23 年度

にアンケートを実施し、途上国支援としての研修効果を定量的に

明かにするとともに、研修業務の効率的かつ効果的実施に努めて

いる。 

（特許等の知的財産権の適正管理） 

特許等の知的財産権については、その取り扱いに関する基本方

針（知的財産ポリシー）を平成 22 年度に作成し、平成 23 年 4

月より同方針に基づく知的財産権の適切な所得・活用・管理に取

り組み、客観性、公益性の確保に努めている。 

（効率化目標の設定等） 

 業務運営全般を通じ経費の節減を進めるものとし、運営費交付

金を充当して行う業務については、所要額計上経費及び特殊要因

を除き、具体的な目標を以下のとおり中期計画において設定して

いる。 

ア）一般管理費のうち業務運営の効率化に係る額について、前

中期目標期間の最終年度（平成 22 年度）予算額に対し、

本中期目標期間の最終年度（平成 27 年度）までに 15％に

相当する額を削減する。 

イ）業務経費のうち業務運営の効率化に係る額について、前中

期目標期間の最終年度予算額に対し、本中期目標期間の最

終年度までに 5％に相当する額を削減する。 

また、「公共サービス改革基本方針」（平成 22 年 7 月閣議決

定）を踏まえた民間競争入札の対象として、平成 24 年 4 月か

らつくば市内の国土交通省関係 3 機関により施設管理・運営業

務について一括調達を実施している。 

（給与水準の適正化） 

 俸給、諸手当等給与水準は、国家公務員の給与と同じであり、

引き続き国に準じて厳しく運用する。 

（契約の点検・見直し） 

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」(平成 21
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年 11 月 17 日閣議決定)に基づき策定した「随意契約見直し計

画」において、契約に係る競争性・透明性を確保することとして

おり、これを着実に実施している。また、契約に関する情報につ

いては、ホームページにおいて公表しており、契約の透明性を確

保している。また、「独立行政法人が行う契約に係る情報の公表

について」(平成 23 年 6 月 3 日付け内閣官房行政改革推進室長

から各府省官房長あて事務連絡)により、HP での周知及び入札公

告等への記載を行い、透明性を確保している。 

（保有資産の見直し等） 

第 3 期中期計画において、保有資産の必要性について不断に見

直しを行うこととしている。また、知的財産権についても、第３

期中期計画において、知的財産権を保有する目的を明確にした上

で、当該目的を踏まえつつ、登録・保有コストの削減等を図るこ

ととしている。 

（内部統制の充実・強化） 

建築研究所では、理事長が組織、予算、人事、研究開発など業

務運営すべてについて意思決定をしている。これら理事長の内部

統制を確実なものとするため、所内では、毎週火曜日に、理事長

以下の幹部及び研究支援部門による所内会議を開催するととも

に、各研究グループ等においてもグループ内会議を開催してい

る。また、理事長自らが研究グループ・センター及び研究支援部

門ごとに職員との定期的な意見交換会も開催しているほか、理事

長は、職員に対して統制活動、情報伝達、モニタリングが可能な

体制を構築している。さらに、年始には理事長による訓辞を行い、

その年の研究所の方向性を役職員に示している。 

上述の会議等により、その時々に応じた組織の姿勢やミッショ

ンを職員に徹底するとともに、研究開発をする中で覚知した重要

な外部情報を所内で共有することが可能となっている。また、会

議等の議論の中で、職員の意向の把握、法人ミッション達成を阻

害するバリアの把握、業務の必要性や新たな業務運営体制の検

討・考察も行うことができている。さらに、課題が発生した場合

には、理事長、理事ら幹部と担当部局を中心に組織一丸となって

対応案を迅速に作成し、所内に周知徹底できる体制となってお

り、ミッションや中期計画に基づく業務を円滑に運営するための

取り組みを行っている。 

（その他） 

複数の候補案件からの選択を要する事業については実施して

いない。研究評価の結果については、外部からの検証が可能とな

るよう公表している。 

また、実験施設等の効率的利用と自己収入の増大を図るため、

これらを外部機関に貸し出している。平成 23 年 7 月には、適正

な受益者負担とするため、料金を改定している。 

研究開発の実施にあたって、競争的資金等の外部資金の獲得・

活用に努めているところであり、20 年度途中からは「一人一件

以上申請」の目標を掲げて積極的に取り組んでいる。 

 

○ 政府の方針 

「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」（平成 22 年

12 月 7 日閣議決定） 
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大型実験施設については、平成 24 年度においても他法人の実

験施設を活用した。平成 25 年度以降も必要に応じて積極的に活

用する予定。 

 平成 22 年度に研究開発課題の再点検を行い、民間や大学にで

きない調査研究に特化した。また、その旨を第３期中期計画にお

いて明記するとともに、平成 22 年 11 月に研究評価実施要領を

改正し「建築研究所が実施する必要性」を評価項目として明記し

た上で、平成 23 年度開始の研究開発課題より、事前評価におい

て、建築研究所が実施する必要性や重複排除の観点等も含めて評

価を行っている。 

政府の方針を踏まえ、平成 23 年度からの中期計画において、

「国土交通省所管の独立行政法人及び関連する研究機関の業務

の在り方の検討については、今後の独立行政法人全体の見直しの

議論等を通じ、適切に対応する」としている。 

研究開発課題の選定及び実施に当たっては、従来から外部専門

家等による事前評価、事後評価等の研究評価を行ってきたところ

であるが、平成 22 年 11 月に研究評価実施要領を改正し、研究

開発の重点化と他の研究機関との重複排除の観点から、建築研究

所が実施する必要性を評価項目として明記した。また、研究評価

の結果については、外部からの検証が可能となるようホームペー

ジにて公表するとともに、予算配分にあたって適切に反映させて

いる。 

 

○ 会計検査院 

 平成 24 年度において個別の指摘は受けていない。 

なお、会計検査院の平成 23 年度決算検査報告 4 章 3 節 6 に

おいて、「研究開発法人は、研究開発評価の実施に当たり、各法

人の研究開発の性格や目的、規模等についても留意する必要があ

るものの、その実施方法を規程等により明確にした上で、適時に

適切な評価を実施して、効果的・効率的な研究開発を行い、また、

その評価結果を積極的に公表することなどにより、多額の国費を

用いて研究開発を実施することに対する国民への説明責任を適

切に果たしていく必要がある。」とされたことを受けて、建築研

究所の研究評価実施要領を 

・終了時の評価について、研究課題の成果を切れ目無く次の課題

につなげていく場合には、事後評価の予備評価を研究期間の最

終年度に実施し、評価結果を次の研究課題の着手前の評価に反

映すること 

・評価結果を予算等の資源配分に反映させること 

とする改正を行った。また、これに基づいて平成 24 年度第 2 回

目の研究評価を実施した。 
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２ 

保有資産の管

理・運用等 

○ 「独立行政法人の職員宿舎の

見直し計画」（平成 24 年４月３日

行政改革実行本部決定）及び「独

立行政法人の職員宿舎の見直しに

関する実施計画」（平成 24 年 12 

月 14 日行政改革担当大臣決定。

以下「見直し実施計画」という。）

を踏まえた見直しの実施状況を明

らかにした上での取組。 

宿舎を保有しておらず、該当しない。 

○ 見直し実施計画で廃止等の方

針が明らかにされている宿舎以外

の宿舎及び職員の福利厚生を目的

とした施設について、法人の自主

的な保有の見直し及び有効活用の

取組状況を明らかにした上での取

組。 

宿舎及び福利厚生施設を保有しておらず、該当しない。 

なお、福利厚生費については、健康保険料、雇用保険料、健康診

断等真に必要なものに限って予算執行している。国等で支出され

ていないものと同様の支出の原則廃止が守られており、「独立行

政法人の法定外福利厚生費の見直し」（平成 22 年 5 月 6 日付け

総務省行政管理局長通知）を遵守している。 

3 

内部統制 

○ 法人のミッション達成を阻害

する課題（リスク）のうち、法人

にとって優先的に対応すべき重要

な課題が何であるかを明らかにし

た上で、それへの対応状況の取組。

（研究開発における内部統制） 

中期目標を達成するべく有効かつ効率的に研究開発を進める

ため、研究開発における理事長による内部統制は、主として内部

評価及び進捗状況ヒアリングを通して実施している。内部評価は

建築研究所の研究評価実施要領（ホームページで公表）に基づく

研究評価であり、進捗状況ヒアリングは年度計画（ホームページ

で公表）に基づくものである。これらは研究グループ単位で 5 月、

12 月の計 2 回実施し、理事長自らが研究課題の内容や進捗状況

を把握し、必要な見直しを指導したほか、終了した課題に対して

も、今後の研究開発や成果の効果的な普及に向けた指導を行い、

その結果に基づき、所内研究者は内容の修正など適切に対応し

た。また、研究評価結果を踏まえ、理事長は研究予算の配分を行

った。なお、研究評価の指標は、研究評価実施要領において、評

価項目として定められている。 

毎年度、運営費交付金の削減などの課題に直面しているため、

国の技術基準等に反映しうる研究開発を行って成果を還元する

という建築研究所本来のミッション達成に必要な研究開発に支

障が生じるリスクがある。他の機関と共同研究を行うことが効果

的・効率的であると見込める場合の適切な役割分担の下での共同

研究を行いつつ、各研究者の競争的資金等の獲得状況を把握・分

析した上で、自己収入の確保に向けた努力として、「一人一件以

上申請」を建築研究所の目標として競争的資金等外部資金の獲得

に取り組むとともに、研究代表者には獲得状況に応じて研究予算

を増額するというインセンティブを設けるなどの対策案を理事

長ら幹部が作成し、所内会議等を通じて周知徹底している。 

毎年度の人件費の削減、人事交流活性化としての研究者の転

出、研究者の高齢化などにより、各分野で主力となる専門的な研

究職員減少のリスクが生じている。研究開発にあたっては、外部

機関との共同研究や客員研究員の招聘等により効率的・効果的に

成果を挙げるための取り組みも行いつつ、所内の各分野の人員配

置に配慮しながら適正な人員管理のもと、若年研究者をテニュ

ア・トラック制度適用の任期付研究員として計画的に採用してい
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る。平成 24 年度は、25 年度採用予定として建築構造、防火、

建築生産、住宅・まちづくり、建築環境、地震学の 6 分野の任期

付研究員の公募を行い、厳正な審査の結果、計 5 名を採用するこ

ととした。 

（災害対応） 

建築研究所は、中期目標において災害派遣等の技術指導を的確

に実施することとされている。また建築研究所は、災害対策基本

法に基づく指定公共機関として指定されていることから、防災業

務計画を策定して防災対策を総合的・計画的に進めてきたところ

である。地震災害発生時（初動時）に限っては、研究所としてな

すべき事項の体系化が十分とは言えず、初動体制確立における判

断指標が未整備であったことから、中期目標等に示される災害対

応を的確に行うにあたってのリスクと認識し、平成 24 年度中に

理事長の指示により「地震災害時初動マニュアル」の整備を行っ

た。作成過程において、グループ長等会議でその問題意識の周知

とその対応策について幾度も協議を重ね、平成 24 年 12 月に策

定した。 

（コンプライアンス） 

平成 24 年 5 月には、一層の建築研究所の具体的なコンプライ

アンス推進方策等を実施するため「独立行政法人建築研究所コン

プライアンス規程」の制定を行った。これにより、研究所の業務

に関して、役職員等の法令違反及び不正行為等を防止するととも

に、公益通報者保護法に基づく通報に適正に対応し、研究所の業

務運営の公正性を確保するとともに研究所におけるコンプライ

アンスを推進している。また、同コンプライアンス規程に基づく

建築研究所コンプライアンス委員会を平成 24 年 6 月に開催し、

平成 24 年度コンプライアンス推進計画を策定した。さらに、11

月には、理事長をはじめ幹部職員も多数出席のもと、所内におい

て外部講師によるコンプライアンス研修を実施し、役職員のコン

プライアンス意識の向上を図った。 

（その他の内部統制） 

財務については理事長が意志決定を行っているが、監事や会計

監査人の監査のほか、契約監視委員会のチェックを受け、結果を

公表している。 

また、労働安全衛生法に規定する職場巡視を、産業医と衛生管

理者により毎月 1 回定期的に実施し、年度内にほぼ全ての実験棟

及び関連施設を巡視した。なお、理事長自ら巡視に同行し、実験

棟等の安全環境の把握に努めた。産業医からの指導内容はイント

ラネットに掲載して所内で共有を図ったほか、例えば指導のあっ

た試薬や有機溶剤の使用・管理について点検するなど対応を進

め、実験棟の作業環境の改善、労働災害の防止、業務運営の効率

化に努めた。 

 

４ 

財務状況 

（１）当期総利益（又は当期総損

失） 

○ 当期総利益（又は当期総損失）

の発生要因が明らかにされている

か。また、当期総利益（又は当期

総損失）の発生要因の分析を行っ

当期総利益の発生要因は、技術指導等収入等によるものである。

住宅・建築・都市に関する技術の向上等の観点から、研究活動の

実施状況に留意しつつ、関係機関等からの依頼により適切と認め

られるものについて技術指導等を行い、研究活動の一環として生

じた利益である。 
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た上で、当該要因が法人の業務運

営に問題等があることによるもの

か。 

（２）利益剰余金（又は繰越欠損

金） 

○ 利益剰余金が計上されている

場合、国民生活及び社会経済の安

定等の公共上の見地から実施され

ることが必要な業務を遂行すると

いう法人の性格に照らし過大な利

益となっていないか。 

当期総利益同様、研究活動の実施状況に留意しつつ、関係機関等

からの依頼により適切と認められるものについて技術指導等を

行った結果生じた利益剰余金であるため、過大な利益とはなって

いない。 

○ 繰越欠損金が計上されている

場合、その解消計画の妥当性。当

該計画が策定されていない場合、

未策定の理由の妥当性（既に過年

度において繰越欠損金の解消計画

が策定されている場合の、同計画

の見直しの必要性又は見直し後の

計画の妥当性を含む）。 

 さらに、当該計画に従い解消が

進んでいるかどうか。 

該当しない 

（３）運営費交付金債務 

○ 当該年度に交付された運営費

交付金の当該年度における未執行

率が高い場合において、運営費交

付金が未執行となっている理由が

明らかにされているか。 

当期の運営費交付金交付額による執行率は 97.6%となってお

り、未執行率は 2.4%である。 

○ 運営費交付金債務（運営費交

付金の未執行）と業務運営との関

係についての分析。 

運営費交付金債務には、契約済繰越が含まれているものである。

５ 

契約 

（１）契約に係る規程類、体制 

○ 契約方式等、契約に係る規程

類について、整備内容や運用の適

切性等。 

契約における競争性・透明性を確保するため、「独立行政法人建

築研究所契約業務取扱規程」において、随意契約によることがで

きる限度額、契約情報の公表に係る基準等を国に準拠して定めて

いる。 

○ 契約事務手続に係る執行体制

や審査体制について、整備・執行

等の適切性等。 

理事長を委員長とする契約審査会において、仕様書、積算、応募

要件、評価基準等が適切であるかどうか、過度な制限が設けられ

ていないかなどの審査を行い、競争性・透明性の高い発注を行っ

た。 

（２） 随意契約見直し計画 

○ 「随意契約見直し計画」の実

施・進捗状況や目標達成に向けた

具体的取組。 

平成 19 年 12 月 24 日に閣議決定された「独立行政法人整理合

理化計画」を踏まえて策定・公表した「随意契約の見直し計画」

に基づき、平成 20 年度から真にやむを得ないもの以外は一般競

争入札等に移行した。また、平成 21 年度に開催した契約監視委

員会の点検結果を踏まえ、平成 22 年６月に策定・公表した「随

意契約等見直し計画」に基づいて、契約監視委員会等による定期

的な契約の点検の実施等に取り組んでいる。 

平成 24 年度の随意契約の状況は、9 件で 162,785 千円となっ

ており、その割合は件数ベースで 11.3％、金額ベースで 18.2％

である。これら 9 件の随意契約はいずれも民間企業との契約であ

り、公益法人との契約はなかった。 



８．政策評価・独立行政法人評価委員会による「平成 24 年度業務実績評価の具体的取組」等を受けた対応状況 
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（３） 個々の契約 

○ 個々の契約の競争性・透明性

の確保。 

理事長を委員長とする契約審査会において、仕様書、積算、応募

要件、評価基準等が適切であるかどうか、過度な制限が設けられ

ていないかなどの審査を行い、競争性・透明性の高い発注を行っ

た。 

 




